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序 に 代 え て

最近は情報社会への指向とあいまって,情 報処理分野の拡大とともにその高度化の方向が検討され

つつあり,大 きな発展期を迎えております。

社会,経 済の発展にともない,各 種情報の蓄積,加 工,供 給を有機的かつ効果的に行な う方法とし

て,特 にコンピュータによる情報処理の役割の重要性が認識されております。

経営者が経営活動に関する意思決定をするうえにおいてもっとも重要なことは,激 動する社会.経

済に対応 して経営者が主体 となって戦略的,革 新的意思決定を行なわなければなら左いとい うごとで

す。経営情報システムは経営者が意思決定の手段 として活用すぺ きものであり,如 何なる経営情報シ

ステムをつくりあげるかは,経 営者 自身の理念に依存するといえまし よう。

当財団は情報処理に関する諸問題を解決するため,各 種の調 査 研 究事業を実施しておりますが,

この報告書はその一環として,企 業における経営情報処理 システムのあり方について研究するため,

中堅企業の実体を分析 し,そ の指向すべき経営情報システムの構造 とコンピュー タシ ステムについ

て検討 した結果をとりまとめたものであります。

経営情報システムに対する意見は各所で論じられてお りますが,こ の報告書では経営情報システム

を,経 営者の要求に応えて分析結果を提供するデータ処理システムと,そ の基礎となるデー タマ ネ

ージメントの問題を中心に議論を展開 しております。

なお,こ の事業は日本 自転車振興会の機械工業振興資金による 「昭和44年 度情報処理に関する調

査 研 究 補助事業」の うち 「経営情報システムの研究」の一部 として実施 したものであります。

ここに本研究実施にご尽力ならびに御支援を賜わった野村総合研究所 田 中甫,藤 川彰一,加 藤国

雄の各氏および関係各位に心より感謝の意を表しますとともに本報告が各方面に利用され,わ が国情

処理産業発展の一助として寄与できますよう念願いたす次第であります。

昭和45年3月

財団法人 日本情報処理開発センター

会 長 難 波 捷 吾
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1.総
払百
冊

ち

人が報告書を読 む時には必ず 目的 を持 っている。その 目的か ら見 て,こ の報告書 を読む必要が あ

るかないか を判 断で きる部分が 冒頭に あることほ,時 間の経済 とい う点か ら考えて重要 な意味があ

る。そ うい った観点か らわれ われ は,第 一章をそ のための章にあてた。 したが って,こ の章で述べ

られるこ とは必ず後の章で詳説 されている。

2章 においては,経 営情報 システ ムを どう把握するかが論 じられている。そ の中で,経 営情報 シ

ステムを経 営者の仮説を検証す るシステムである と考 え,経 営者 に一般 的な性格がない以上 一般

的 な経 営情報 シス テムはあ り得 ない とした。その結果,経 営情報 システ ム構成の第一歩は,経 営者

の要求 に応える分析 をレポー トす るデータ処理 システ ムを構成す ることである事が 明 らかになった。

また,そ の様 な要求に応 え得 るデータ処理 システムとして,デ ー タ ・マネージメン ト・システムが

有望で ある事が指摘された。-

5章 で は中堅企業 一特 に製造業 分野 におけ る一をとりあげ,そ の経済的 な位置,MIs化 の 現状

を記 し,そ のMエS化 の あb方 を論 じている。す なわち,中 堅企業の今後,指 向すべ き方向として

(1)高 性 能 な大型電子計算機 を共同利用す る。

(2)汎 用 モデ=一 ル ・タイプのシステム及び適当 なデー タ ・マネージ メン ト・システムの採用

をあげてい る。、

4章 では,前 章で定性的に述 べた結論 を,定 量的に(モ デ ル ス タデ ィ)の 形で一フォ ロー して

い る。5種 類のそれぞれ異 な った形の モデル工場 を考え,そ れ ら各 工場 の業務 を書 き出 し,標 準業

務形態 とい う思想 を導入 して, .5Pt類 の 標準業務形態の組み合わせ としてモデルを構成 した。以上

の抽象化 の上に,い ま述べた5種 の標準形態別に,数 種の代替デー タ処理 システムの性能 比較 を行

ない,次 の結論 を得た。

(1)中 堅 企業 が単独利 用可 能な機種は,コ ス ト的に考えて,小 型機 ない し中型機 の小である。

(2)利 用業 務の トー タル化 をは かる時 には,多 目的 ファイルの利用 が必要 とな り,中 型機以上の ラ

ンダム ・アクセス ・システムの採用が必須である。

(5)マ ル チ ・プ ログラ ミング機能は,大 幅に コス ト・パ フ ォーマ ンスを改善する。

(4)し た が って,中 堅企業がMIS化 を指向す るな らば,中 型機 が利用で きる様 な,何 らかの方法

を構 じる必要がある。

5章 では,2章 で情報 システムの基盤 として有望である とされた,デ ー タ ・マネージ メン ト・シ

ステムについて述べている。その結論 として,「 現状におけ る利用の可能性 と して,大 容量の ラン

ダ ム ・アクセス ・ファイル に全部のデー タを常駐 させ ることは,現 在 のファイルで はファイル・コス

ー1一



トが高 く,経 済 的にむつ か しい。 そ こで ファイル構造が複雑であ り,そ の使用頻度が高いデー タに

よる部分的データ ・ベースが実用的で あ る 」 と述べている。

6章 では,4章 で の分析手法 を受けついで,主 として標準業務形態1に ついてコス ト・パフォー

マンスの費用 ・効果分析 を行 なった。その結果,フ ァイル処理中心 の処理形態 を考 えると,必 ず し

も一義的に機種,若 しくは,規 模を決定す る積極的な理 由づけはで きなか った。 そのためには,厳

密にパフォー マンスを判定す る種 々な形態の標準問題 が設定され,か っその結果が公開され る必要

がある。

7章 では,共 同利用の現状 とその問題点 について調査 した結果が述べ られてい る。その結論 とし

て,大 型機 を中堅企業に提供す る事を本命 とする計算 センターは現在ない し,ま たで きるためには

むずか しい問題 がある。 しか し,そ うい う形の共同利用は,す でに述 べた様に,重 要 であるので,

第三者機 関に よるオー ガナ イザニ の設立が のぞ まれ る。

以 上 述 べ た様な構成で,中 堅企業 におけるMエS構 造 を考えて きた。 とこでわれわれはMIS

をマ ン ・マシ ン ・シス テムと定義 し,最 初の.Mを マ ンで,次 の エをマシ ンとい う様 に区分け した。

その結果 として,問 題は明確化 した。す なわち,

(1)ト ー タル ・システムを定義す る。

(2)ト ー タル ・システムを細分化 し,標 準 的な事務手続 きの組合わせで表現す る。

⑤ 標準的 な事務手続 きのコス ト・パ フォーマ ンスを各種の電子計算機システムにおいて測定する。

(4)そ の 様左 トー タル ・システ ムの適当な集合 を考え,そ の集合に対 して適当 な電子計算機 シスデ

ムを考 え て,コ ス ト・パ フ
.オーマンスを測定 し,(5)と 比較検討す る。

この様 なステ ププで検討す る中 陥 デー タ ・マネージ メン ト・システムで代表 される新 らしいデー

タ処理 ソフ トウェアの位置づけを し,且 つ意 味づけをす る事ができると考えた。

しか し,わ れ われ はその試みに十分 に成功 した もの とは思っていない。 その最 大の難関は,厳 密

にパ フォーマ ンスを測定す るために必要 なだけの標準問題が設定され ていなか った ことであ り,し

たが ってその様 なデータが入手で きなか った事で あろ う。 コンピューター ・ユデ ィリテ ィーが激 し

く多様化,複 雑化 している現在,コ ンピュー タ ・ シ ステ ムとしてのエフ ィシェンシーを知ること

が重要 であるのはい うまで もない。

われ われは コンピュータ・システ ムとしてのエフ ィシェンシー を,ユ ー ザのニーズに即 した形で

知 り得 る様 な測定デー タを完備す る必要 を強 く指摘す る。

トー タル ・システ ム化す るためには,フ ァイルが一元化 されなければな らない。 ファイルを一元

化す るためには,大 型の電子計算機が必要 である。 しか し,そ のための経費負担に耐え得 ない中堅

企業は,機 械化 におけ る大企業 とのギ ャププをますます大 きくされてい る。 この ことが将来の中堅

企業の体質 に与えるで あろ う影響は,甚 だ大 きい といわねばなるまい。その様 な事態 を防 ぐ意味合

いにおいて も,第 三者 による共 同利 用オー ガナイゼイシ.ン は重要で あろ う。経 営に対す る助言が

一2一



で きるス タッフと,強 力左 ソフ トウェア と,大 型 の電子計算機を持つオー ガナイザーの出現の必要

性を指摘 したい。
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2.経 営 情 報 シス テ ムの概 念

2・1 経 営 情 報 シ ス テ ム の 前 提 条 件

経 営情報システムを一言 に して述べ るな らば 「トップが作 った仮説 を検証す るシステム」といえ

るのでは 左か ろ うか。すなわち トップは何 か しらいつ も考 えていて,何 かの拍子にその考えをス タ

ッフに提示 し,仮 説の検証 を要 求する。要求 されたス タ ッフは実務担当者の ところを廻 り歩いてデ

ータを集め
,そ れ を加工 して仮説の検証を行 な う。検 証の結果は トgプ に提出され,ト ップはその

資料 をみつめなが ら,ま た何かを考え始める。

これが,ト ップを中心 とした ビジネスの ライフ ・サ イクル といえるであろ う。 ところで,ラ イフ

・サイクル とは一般に どん なものだろ うか。2-1図 にシステムの ライフ ・サイクルについ ての図

がある。 まず この図について考 えてみ よう。

すべてのシステ ムにはニーズが先行する ことはい う迄 もない。そのニーズを明確にす るために環

境条件を明確 にし,且 つ,明 確 にされた環境条件 の中で,ニ ー ズを充足する為 に動員で きる資源(

人,金,物)を 調べあげ る。 これ らの資料 を一言で情報 と表示 しでお こう。 これ らの情報 をもとに

してシステムの概念 を形成す る。 ここでシステムの概念 とは荒 けず りな,た とえていえばコンテで

描いた飛行機の絵 のようなものであ るので,そ の絵 の持 っている思想を活か しなが ら設計図を書 きあ

げ ない といけ ない。それがシステ ム ・デザ インの部分に相当す る。さて,シ ステム ・デザ インがで

きた ら飛行機 を作る フェーズにす すむ。

271図 システムの ライフ・tサ イクル

「一〉情報(ニ ーズ,資 源,環 境)l

l;工

i

l
L-一 ー ー 一効 果

、〆
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↓ 、

システム ・デ ザイン

↓
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、 ↓
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も

Ψ

ス

タ

ッ

フ
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その フェーズが生産 の フェーズに対応する。最後に使用の フェーズが あるが,で き上 った飛行機

は使い始め る時だけでな く,使 っている間はいっで も,初 めに述づたニーズを満 足 してい るかど う

か をチ ェック していない といけ ない。 とい うのは,ニ ーズは時 とともに変 わるものであるか らであ

るo

で は,今 述べた システムの ライフ ・サイクル とビジネスの ライフ ・サイクルは どの様 に対応づけ

られ るだろ うか。 まず,概 念形成 は ト.プ の頭 の中でされ るであろ う。'それは 「定期路線バスでは

先細 りだか ら,観 光バスを始めてみ よ うか」 といつた形で提示 され るときもあろ うし,「 当社の能,

力 の範囲 で有望 な多角化分野 を見 出せ」 とい う形で提示 される場合 もあろ う。形 はいろいろあるが,

組織体が新 しい行動 を起すための トリガーである概 念規定が トヲプに よってなされ る事,そ の裏 に

は2-1図 で示 した意味での情報があ ることに注 目してお こう。 さてその概念 はスタ ッフによつて

いろいろ検討 される。それ はシステ ム ・デザインの フェーズに相当する。その時 に も情報は数多 く

使 われるが,そ の使われ方は一定 していない。 なぜ な らば,概 念規定 のされ方 に よって検討の仕方

は全 く異 な って しま うか らで ある。 ともあれ,あ る構想が固まった としよう。その構想が,た とえ

ばガソ リン ・ス タン・ドを作 ることだ とす る と,そ の建 設が行 なわれる。建設 はスタ ッフが行な う事

になるだろ う。 この フェーズは生産 のフ ェーズ になって くる。生産 フェーズで も情報 は多 く使われ

るが,情 報の中身は,も う少 しコンク リー トなもの にな って くる。 さて,ガ ソリン.・スタン ドが 営

業 を始めると,そ の成績が フ ィー ド・バ プクされて くる。それは丁度,使 用 のフ ェーズ と効果が情

報に フィー ド・バ ック してい る部分 に対応する。その様 に して初期 のニーズ に見合 う成績 をあげて

いるか否か を調べ得 る し,ま た企業外の環境条件の変化 から起 るニーズが,変 化 した時 に もなお対

応 しているか否かを調べ得 る。 この部分では,入 力情報 は トランザクシ 百ナルである し,出 力情報

は定型的 なものであろ う。2-1図 の 右端 に今述べた ことを図示 してお く。

さて,以 上が ビジネス とい う活動 を,そ の一つの粒子 に着 目して追いかげ てみた場合 の記述で あ

る。 その中で判 った こととして,ビ ジネスの トリガーは定型的 な思考パターンか ら生れていない嘉

したが って経 営とい うのはそれ を行な う人 の属性 に帰着す る事,し か し思考 に必要 な原料は2-1

図 で い う情報 とい うものであ る事が あげ られ る。

そ .こでわれわれ は,経 営情報 システ ムを次の様に把握 して,そ の観点か ら作業 を行 なってみ る。

「経 営情報システムは三 つの側面 を持つ。その第一 の面は,全 く非定型的 な仮 説をたてるとい う面

であ り,第 二の面は,仮 説を検証す るとい う,方 法論的 には第一 の面 よりは っきりしているが未だ

定型的 とはいえない面であるb第 三の面は,情 報 を蓄積 し,利 用に供するとい う定型的 な要素 を最

も多 く持 つ面で あ る 」'、
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2・2経 営 情 報 シ ス テ ム の 全 体 像

・よく用い られる様 に,会 社 の組織を大 き く三つに層別 してその全体像 をながめてみ よう。2-2

図 に ある様 に,そ れ ら三 つ の機能は,計 画機能,管 理機能,実 行機能 とい う様 に表現で きる● こ

れは2-1図 の トプブが計画機能の上部 に,ス タ ッフが計画機能 の下部に,実 務担当者が管理機能

"及 び実行機能
にほぼ対応する もの と考えてよかろ う。(勿 論,厳 密 な意味での対応関係 ではない)

さ て,こ れ ら機能は どの様に して活動 してい るのであろうか。それは機能のインプgト とアウ トプ

gト の関係 を見てみ るのが一番簡単で あり,且 つ明 らかである。

実行機能は,決 め られた路 線の上 を決め られた速度で,若 しくは加速度で走 っている電車にた と

えられる。'毎 日のデータが インプ ットされ,決 った方法で処理 され,決 った形の レポー トが作 りあ

げ られる。

管理機能は,そ の折 り折 りに要求され る情報に対 して対応 しなければな らない。それは丁度加速

度が変化す る電車 にた とえ られ よう。

2-2図 経 営情報 システムの全体像

・特殊 ケース

の要求

その時に必要 →

な情報の要求

毎 日の→

データ

計画機能

決定 を助ける

レポー ト

要求 された

レポー ト

_→ 決った

レポー ト

線路は敷かれてい るが,勾 配が変化 してい るので,い ろい ろと考え て運転 しない とならない。 そ し

て,と もあれ,決 め られ た時間 に,決 め られた駅 に到着 しなければな らない。 その様に して・管理

機能は実行機能の手助けを うけなが ら,要 求に応 じたレポー トを作 りだす。

計画機能は 曲が りくね った道路 を走 る自動車にたとえ られ よ う・ 自分で考え・ 自分で決定 しなけ

れば,ど こへ向いて,ど ん な早 さで走 るのかは誰 も教えて くれない。企業 体に対 してぶつけ られる

数 々の,全 く異 なった性格 の要求 に対 して,計 画機能は管理機能の助けを得 なが ら・決定 を助ける
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レポー トを作 り,決 定 をす る。

それでは,こ の様な機能 をバ ジク ・ア ププしているデー タ ・システムは どの様になってい るので

あろ うか。2--5図 が それ を図示 してい る。す なわち,実 行機能に対応す る部分にデー タ ・エV!

ン トがあ り,上 部機能 に対応 する ところには,そ れ らデー タ ・エレメン ト間 の相互関係や,デ ータ

の意味づけ とい った項 目が対 応 してい る。

2-5図 バPtク ・ア ップするデータ ・システム ・

L

2-5図 にっいて少 し説明 してみ よう。実務担当者の レベルでは多 くの情報が集 め られ,あ るbは

作 り出されている。た とえば,経 理・営業ゴ 生産,研 究開発 といった分野 で作 りだされ る社内情報 も

あるし,ま た,渉 外,マ ー ケgテ ィングとい った分野で集め られ る社外情報 もある。 これ らの情報

それ 自体は無色透 明なもので,ど の様 にで も組み立 て得 るが,手 を加えないかぎ り情報の断片 とし

てそのまま蓄積されてい る。 しか し,そ れ らの情報は好みの形 に加工で きる様 に,情 報間の関係,

情報 の持 ってい る制 限 とい った ことがは っき りしている。 したが って,新 しく開発された ファイバ
リ

ーグラス製の ヨタトの販売 網づ くりとい った 命題が提示 され ると,そ れ に合わせ て,関 係 あるデー

タをひ き出すこ とは,原 理上 は可能である。その様 な意味で,デ ー タ ・エレメン トは料理 でい うと

ころのスープか ソースの ような ものである。その もの自体は何のために とい う目的 な しに作 られ て

いるが,レ ス トランに来た お客 の注文に合 わせて,料 理人はそのスープを使 ってお好みの料理 を何

でもだせ る。

では,ど うや ってお好みの料理 を作 るのか。 こり問題 は特 に重要で あり,後 で詳細 に述べ られる

カSこ こで もその理念だけには触れ てk・こう。'2-4図 にその考え方が図示 され ている。2-5図

でデ三夕 ・エ レメン トとあった部分がデータ ・マネージメン ト・システ ムとな っている。そ こで先

ず,デ ー タ ・・マネージ メン ト ・システムについて説明 しよう。データ ・マネージ メン ト・システム

とい うのは,デ ー タを容易 に取 り扱 うための一つの手法 である。 た とえば,英 語の 単語の意味がか
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かれたカー ドが沢山 あったとしよう。机 の上に うず高 く積 まれた カー ドの中か ら 「THINK」 ・と

い う単語の書かれ たカー ドを見 出 し,そ の 日本 語 としての意味を知 る事は,至 難の技 と云え よう。

しか し辞書 の ようにアル ファベ ッ ト順に整理 してあれば,「THINK」 とい う単語を見 出すごど

は容易な事で ある。 もう少 し話をす すめて,こ ん どは 日本語で 「考 える」 とい う言葉 に対応する英

語を探 す場 合を考える。その場 合には,ア イ ウエオ順 の辞書が必要 になる。 しか し,「THエNKJ'

とい う言葉が辞書の何頁にあ り,「 考え る」 とい う言葉が辞書の何頁 と何頁 にあ る(こ の場合は英

語の辞書 をベースに して考 えてい る)と い う事 さえ判 れば,辞 書の中身の配列は全 くランダムで よ

く,単 に何頁 にあるかを教える よリコンパク トな辞書(こ こでは区別す るため に辞引 とい う言葉に

その様 な意味 を与え よ'う),さ え あればよい事になる。 だか ら新 しい言葉が生れ てきて も(socio

METRエCSと い う言葉はその例 である)何 も考えず にラングム ・モー ドでデータ ・エVメ ンbの

集合の中に放 り込んで おき,辞 引の方だけ修正すれば よい とい う訳である。 この考え方がデータ ・

マネー ジメン ト・システムの基本的 な原理 になってい る。す なわち,い ろいろ左順序 で作 られ た辞'

引 をコアの中 に持 っていて,そ の内容はフ ァイル'(た とえばデ ィスク ・パ プク)の 中に しまってお

く。そ うすれ ば必要 な時 には直 ぐ呼 び出せる事になる。

この様 に して好みの料理 を作 るため に必要 なスープを見 つけて くる事ができた。 あとの料理 はお

客好みで あって,一 般的な方法論 とい うのはない。2-'4図 で もLP,シ ミ ュレーシ 。ン,モ デル,

グ ラフィタク とい った言葉 を適 当に ち りばめてい るだけで ある。経 営とい うものが芸術であって,

世 の中に同 じ経 営が二つ とないな らば,そ のための方法論 もその度 に考えだされるべきであって,

この ように くればあ'のように受ける といった定石が ない ことは 自明のことであろ う。

特 に2-1図 で い う意味の情報 は変化 に富んでい るので,経 営情報 システムとい うのは常に変化

に対応 で きなければいけ ない。その意味で も,情 報 システムの上部構造は固定化で きないが,下 部

構造はそれに もかかわ らず固定化 で きる。 この ことは,後 で曲 るが,経 営情報 システムを考 える

時に非常 に重要 な点であろ う。 ・

2-4図 デー タ ・システ ムを使 う情報 システ
.ム

べ
娑 シ"へ夢
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2・5経 営 情 報 シ ス テ ム へ の ア プ ロ ー チ

すで に述べ た様に,経 営における意思決定 とは,経 営者が仮説 をたて,ス タッフがそれ を検証す

る とい うビジネス ・サ イクル と して考え られ る。その検証はデータを使 って,ま たはデー タを加工

して行左われる。 しか し加工 の仕方は必ず しも定 まった形 がある訳 では ない。すなわち,経 営者の

仮説の提示の仕方に より・また検証ρ仕方 に対す る要求に より・ また周囲の環境条件(企 業の大 き

さ,外 部経済環境 といった外部条件,ス タプフの質,量,デ ー タの整備具合 とい った内部条件)に

ょり,そ れぞれ異 なった形で加工され るべ きで あ り,ま た,た かだかそ うい った形で しか加工で き

左いであろ う。

最近 における経 営科学分野 への数学手法の進歩 はめざま しい ものがある。線形計画法,動 的計画'

法,日 程 計画法 とい ったものか ら始 まってゲー ムの理論,待 ち合 わせ理論にいた るまで,多 くの理

論が提示され,そ のい くらかは実務に利用されている。 こ うい った傾向は今後 と も,ま す ます さか

ん になる ことは,そ うい った分野への関心が各方面で さかんにな りつつ ある事実,ま た,学 校での

教育 カ リキ ュラムに もとり入れ られてきた事実,及 び企業内で もそ うい った状勢に対応 して,徐 々

に信頼で きるデータが集積 されて きた事実等か らして,間 違い ない と思われ る。 しか し現在,及 び

近い将来 において も,そ れ らの科学的手法が強い制約条件下の最適解 を提供する以上の寄与 を,
.コ

ー ポ レー ト
,ス トラテジーになし得 るとは考え られない。

しか らば経 営情報 システムは どの ように した ら構築 できるのであろ うか。ふたたび レス トランを'

例 にひ く。 レス トランには,い ろいろなお客さんが入 って くる。お客さんは メニ ューを見 て,注 文

する品物を決 めるが,決 めた品物が初めか らそのお客 さん の(潜 在的であったにせ よ)食 べたか っ

た ものであるか否かは うたヵくわ しい。 ζい うのは,お 客 さん は メニ ューの中か ら自由に選ぶ権利が

あるが,そ のことはまた,メ ニ ューの中か らしか選べ ない とい うことでもあるのだか ら。 もしあるお

客 さんが,い て?来てみ ても,自 分の食べたい と思 った ものが なければ,そ の レス トランには来 な く

なるだろ う。そ こで レス トランは,ど の ような 自衛策 をこうじた らよいだろ うか。 まず第一に,そ

の店の立地条件 を調べ る。た とえば,周 囲に事務所が沢山あり,昼 食 時にはサラ リーマンが多い と

か,他 に適当な レス トランが ないので,事 務所が昼食 の接待用κ使 うとか,そ ういった ことは,た

しかに,メ ニ ューを決める時の参考 になるだ ろ う。 しか しそれは絶対的な ものでは左い。 たか だか

カレーライスを入れた方が良いか悪いか とい った程度 の問題に しか決定 的な力はない。そ こで,レ 、.

ス トランの主人はこん な風に考える。最初の メニ ュー は立地条件か ら勘定 して適当 に決め よう。あ

とは毎 日のお客の注文ぶ りをみて,少 しずつ差 し代 えてい こう。

この考え方は たぶん レス トラン経 営の場合において実際的だ と思 う。制御理論の領域でアダ プテ

ィヴ ・コン トロール として知 られ るこの考え方は,経 営情報 システムを構築する際 にもまた非常に

有用 な考え方 である。経 営者が どの様 な発想 をし,何 を欲 しがるかは,シ ステ ムを設計す る時点で
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はある程度 しか判 っていないか もしれない。 しか し,並 べ られた料理の中で何 を好ん で食べるかが

判れば,好 ん で食べ る料理 のジ ャンルは類推できるであろ う、。 また経 営者 も,毎 日食べている間に

舌が肥えて きて,違 う種類の料理 に興味を示す こともあるだろ う。 この様 な努力の集積が,経 営情

報システムを自然 と作 りあげてい くのであろ う。

その様 な立場 で考 えてみると,さ し当 り,最 も大切 なことは,い ろいろな料理 を作 り得 るスー プ

を用意す ることだろ う。経 営情報 システムにおいて,こ の ことは一体何 に当るだろ うか。 いろいろ

な形で要求 され る解析 に応 え得る・整理 されたデータ詳が・ まさにスープその ものである。デー タ

間の関係が判然 とし,何 等 かの基 準で関係するデー タをも らさず速やかに提供で きるデータが入力

され,蓄 積 され,必 要 に応 じて出力され ることはヂ経 営情報 システ ムにとって必要条件である。

したが って,経 営情報システムはそのス ター トにおいて先ず情報 システ ムであらねばな らない。

そ して現状 において然 りである。

情報 システ ムについて議論するにあた って先ず注 目すべ きは,イ ンダス トリアル ・ダイナミック

ス の考え方である。 インダス ドリアル ・ダイナ ミククスでは,六 つの フロー ・ス トラクチ ュアが定

義 されてお り,そ れ らのス トラクチ ュアによリインダス トリーは構成 されると考えている。それ ら

六つのフ ロー ・ス トラクチ ュアとは

(t)物

(2)注 文

(5)資 金

(4)人

(5)資 本 設備
o

(6)情 報

であるが,こ こで(1)か ら(5)まで の フロー ・ス トラクチ=ア は,お 互に独立 であると定義されてい る。

そ してそれ ら五 つのフロー ・ス トラクチ ュアを結びつけるもの として 「情報 」とい うフロー ・ス ト

ラクチ ュアが考え られている。 フロー ・ス トラクチ ュアは二つの状態 で記述 される。すなわち,在

庫 のテレビが10セ.ト あるとい うレベル と,毎 日tセ ットずつ売れ ているとい うレイ トの二つで

あるが,こ れ らはすべてデータである。 したが って情報 とは,デ ータ
.とデータをつなぎ合せる もρ

といった風に定義づけ られ るであろ う。

したが って情報ではデー タが基本である。且 つそれぞれのデー タをつな ぎ合せるとい う事が必要

である。そのため には,そ の時々の ニーズに応 じてデー タを関連づけ得る ことが必要である。 しか

もその デー タは常に最新 のものにア ップ ・ツー ・デー トされている ことが望 ま しい。

その様な観点か らデータ ・マネー ジメン ト・システムが脚光 をあびて くる。データ ・マネージメ

ン ト・シス テムが情報 システ ムを構築するために好 ま しい理 由を考え てみ よう。そのためには,デ

ー タ ・マネ ージ メン ト・システムが考え られた理 由を調べてみるのが よい方法である。
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2-5図 一 般 に行われているプログラム ・システムの開発 とデータ ・マネージ メン ト・システ

ムの関係

シ ス テ ム

1
プ ロ グ ラ ム

ス ペ ッ ク

プログラム

作成

コンパ イル

問題の発見 問題の解答

問 題 の 解 析 一 ー 一 一
一一 ー ー シ ス テ ム の 評 価

■

一 ー ー ー ー ー ー

テム
一一 ー ー ー 一 一 シ ス テ ム テ ス ト

ス ベ ツク

ー 一 一 ー

ム ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 一 ___________プ ロ グ ラ ム

ク
シ ステ ム

テス ト

一 ー ー 一 一 一 一 一 一 『 一 ー ー ー 一・ 一 ー ー 一 一 ー ー ー ー ー ー ー ー プ ロ グ ラ

テ ス ト

文法的な〉 〉
'テ ス ト

人 ノ 人 ノ
Y Y

開発段階 テスト段階

汎 用 デ ー タ ・マ ネ ー ジ メ ン ト ・シ ス テ ム

]

」

1
　

.」

2-5図 は ある要求の発生 か ら充足 までのサ イクルを示 している。図 を見 ると,サ イクルは大 きく

二つの段階,す なわち開発段階 とテス ト段階 に別 れている ことが判 る。また開発段階 の各 ステ ッグ

に対応する各 ステ ップがテス ト段階にあることも判 る。 しか し,デ ータ ・マネージ メン ト・システ

ムとい う観 点か らみる とも う少 し違 うことが判 るであろ う。すなわ ち,問 題の発 見一解析一システ

ム'・スペ ックの作成,と い う二連 の手順は発見的 左もので あ り,定 式化で きないが,プ ログラム ・
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スペ ックの作成一 プログラムの作成一 コンパ イルーテス トー プログラム ・ス ペ ックのテス ト(プ ロ

グ ラム ・システ ム ・テス ト)と い った一連の手続 きは,本 来機械的 なもので あり,注 意 の行 き届い

た汎用プ ログラムが あれば,一 般 的な形での処理が可能である。それ に続 く,シ ステ ム ・テス トー

システムの評価 一解答の呈示 とい った手順 の部分は再び発見的 な部分で あ り,問 題オ リエンテ プ ド

な部分である。 こ ういった事実か ら2-5図 で 示すサイクルは上部構造(発 見 的な部分)と 下部構

造(形 式的な部分)に わけ られ る事が判 る。 なお ここで考 えてい る問題は,必 ず しも複雑な経 営上

の問題 をだけ指 している ものでは ない。 その意味で2-5図 の 三角形は2--2図 の 三角形 と対応 し

てはいない。問題は,2-.2図 の実行機能 か ら提出され ることもあるし(例 えば請求書発行業務 の

機械化 といった問題),計 画 機能か ら提出され ることもある。(た とえば新工場建設に伴 う5年 間の'

収 支見通 しとい った問題)。

ところで,計 算機 を使 って問題 を解 く事 を考える と,解 答 を得 るまで のロス ・タイムが多いこと

が,大 きな障害になる場合が 少な くない。その解決案 を考 える とき,発 見的なプ ロセスで時間を節

約す ることは,質 の低下を考えず には不可能であろ う。 しか し,形 木的 なプロ セスが既成のプログ

ラムで相当程度代 替で きるならば,時 間を節約することも可能 で ある。成長 してい る企業 にとって

解決 を求め られている問題は限 りな くあるで あろう。 しか し,そ の問題 を解いてい ると,時 間がか

かりす ぎてタイ ミングを失するといった理 由のために,解 治れ ない ままに終 ってい る問題 もまた多

いで あろ う。その時 に短時間で解答がだせ るようになれば,そ ヒに貯え られた情報は,そ れ らの問

題 に対 して初めて有意義 に使われる ことになる。

違 う立場か らなが めてみ よう。2-6図 に デー タ ・マネージ メン ト・システムの採用 と情報シス

テ ム構築 との関係が述べ られ ている。

デー タ ・マネージ メン ト・システ ムを採用す ると,そ のシステムの属性か ら,(1)フ ァ イルの一元化,

(2)プログ ラムの簡 素化,と い う二 つの利 点を得る ことができる。 プログラムが簡単である とい うこ

とは,今 迄の ように情報 を使 う立場 にない人間(プ ログラマー)が,計 算を しないで も,ユ 「 ザ(,

た とえば経理課員,企 画課長等)が 直接に計算機か ら必要な情報 を取 りだす ζとがで きることを意味

している。 ユーザが直接 コンピュータを使 うとい うことは,デ ー タの入力 も発生箇所で行 なうとい

うことを意味 している。その結果,入 力デー タの誤 りも減少す るで あろ うが,そ れに も増 して,フ

ァイルが一元化 された ことと相 ま って,誰 で も同一時点のデー タを使用で きる様に なった ことに深

い意味が ある。 さて一方,ユ ーザが直接に計算機 を使えるために,本 当に欲 しかった情報 を好みの

形で好みの時に,欲 しい人が直接入手で きることになった。 ここで述べた二つ の事実,誰 で も同一

時点 の一元化 された ファイルをアクセスできる こと,及 び,誰 で も好みの形に情報 を加工 できる こ

とが,多 様な要求に対処し得る情報システムの構築を可能にしたといい得よう。なお附言するなら

ば,こ の事実は,将 来におけ る,よ り広 い意味の コンピュー タ ・ユテ ィリテ ィ建設の可能性を示 し

ているといい得 よう。
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2-6図 デ ータ ・マネージ メン ト・システムの採用 と情報 システ ム構築 との関係

デ ー タ ・ マ ネ ー ジ メ ン ト ・シ ス テ ム

を 採 用 す る

プ ログ ラムが簡単である

情報 を使用 したい人が直

接コンピューターを使え る

発生時点でデータが更新

される

エラーが減 る

欲しい情報を

欲 しい人が好 きな形で

好きな時に得 られる

同一時点のデータをどのな人

にも提供できる

多様左要求に対処 し得る

情報システムの構築が

可能になる

より広い意味の コンピュ一夕ー

ユテ ィリティを可能 にする
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2・4大 企 業 のMエSと 中 堅 企 業 のMIS

いままでは経 営情報 システムー情報 システ ムについて一般論 を述べて きたが,も ともと大企業 と

中堅企業は社会で果たす役割が違 ってい る。 したが って,当 然 のことなが ら経 営の仕方 も違 うし・

判 断の仕方 も異 なっている。 したが って必要 としている情報 も,情 報の加工 の仕方 も違 うであろ う。

そ ういった意味か らして,経 営情報 シス テムとしては,明 らか に理論的には異質 の ものであろ うと

考え ざるをえない。 しか し先に述べ た ように,わ れわれ は未だ真の経 営情報 システムとい うものを

打 ち立 てる能力を持 ってい ない。そ こで前節で考えた様 に,そ のベース と しての情報 システムとい

うところに着 目すれば,両 者の間に何の変わ りもない。 ただ問題 点は,2・3節 で述べた様 な,デ

ー タ ↓マネージ メン ト・システムを使え るだけの大 きなコンピュータを装備す る資力があるか否か

とい う点だけで ある。

前節 まででプ経 営情報システム実現 の第一歩は情報 システムの確立であ り,情 報 システ ム確立の

ための強力なツールがデータ ・マネージ メン ト ・システムであることが くりかえ し述 べ られた。 デ

ー タ ・マネージメン ト・システ ムを採用す ることが
,情 報 システムを確立す るための唯一 の途 では

ないが,少 な くとも現在ある手法 の中では,最 も適 している手法 である ことは間違 いないので,資

金的 に問題が あるのならば,も う少 し詳 しく検 討 してみ る必要が ある。

そのための第1ス テ ップは,デ ータ ・処理 システムを建設するために必要 な資金量 を知 ることで

あろ う。そのためには,中 堅企業 の情報 システ ムが持つ リク ァイヤメン ト(デ ー タ量,デ ータ構造,

使 用頻度等)を はっきりす ることが先ず必要であろ う。次いでそれ ら リク アイヤ メン トを満足 させ

る手段 の候補(複 数)を 見 出し,そ れ らの効率 を比較 しなければな らない。その結果 として得 られ

る最適 な(し たが って ここでい う最適 とは,限 りある資金量 と,な さねば ならない仕事量 か ら決 ま

るデー タの質 と量 とを勘案 した意味 での最適 である)デ ータ処理方法について,必 要 な資金量を計

算 する ことができる。

その結果が中堅企業 にとって満足で きるもの であれば問題はないが,資 金的に問題が残れば,そ

の問題 を解決 する事を次に考 えな くてはいけない。 そ こで,共 同利用 とい う考え方がで て ぐる。い

くつかの企業が一緒 に使 うとい うこ とで,そ の リクァイヤメン トは前 よりも複雑 になって くる。 ま

た使用 される環境条件 も制約が増えて くる。 しか し一方,コ ス ト的な面では余裕が生 じで てる。そ

うい った事実 を踏 まえて再 びデー タ処理手段 としての代替案を考え,検 討 して,最 適 なデータ処理

手段一 ある場合にはデー タ ・マネー ジメン ト・システムで あろ う一を決定する。その様なサイクル

を くり返 してい る間に,幸 いに して何等か の実行可能な解決案が求め られれば,情 報 システム ・オ

リエンテ タ ドとい う意味で,大 企業 のMエsと 中堅企業のMエsに は何等の差異 もな くなる。

なお,つ け加えるな らば,共 同利用 の態勢 をとる とい うことは,計 算機 を共同で利用す るだけで

な く,中 堅企業が独 自で持つ ことが効率的ではない ようなスペシャ リス ト,し か し,ア ダプテ ィヴ
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に経営情報システムを建設するためには欠かせないスペシャリス ト(例 えばORワ ーカー 計量心

理学者,デ ータ伝送機器の専門家等)を 共同で使用できることになる。中堅企業が激 しい価格競争

の中で生き残るためには,特 色を持った企業に変質することが大切であるといわれている昨今,多

彩なスペシャリストの集団 と緊密な協力態勢を持ち得るという事実は,単 に,計 算機の共同使用の

副産物とはいい得ない重要性を持つであろう。また,と りも直さず,そ れ らスペシャリス トの助言

は経営に役立つ情報の加工のために有益であり,そ の意味で経営情報システムの重要なモデュール

ともいL(え ようo
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3.中 堅 企 業 のMI'Sへ の 段 階 と現 状

5・1 ま え が き

本章にお いては,製 造業における中堅企業 を中心 と して,そ の経済 的な位置,Mエ8の 現状 にっ

い ての調査結果 を記 し,そ の結果,今 後の中堅企業のMISの め ざす方 向についての一試案 を述べ

るo

中堅企業 は,一 般 に中小企業 の上位にあ り,大 企業程の規模 を持たない企業 と定義されてい る。

この よう左中堅企業 は,一 方では大企業 の下請 として,部 品加工 を主 とす る企業 と,比 較 的市場の

小 さな製 品,商 品の製造,販 売 を行な ってい る企業 とに大別 で きる。 ・

中堅企業 のMISの 現 状を,電 子計算機の利用状況か ら見 る と,一 般 に,こ こ2年 間の間 に,主

として小型機を導入 している企業 が多数 を占めてい る ことが わか る。

しか し,そ の利用 の内容 については,個 別業務 の;お 互 に関連 しない形 での利用 が大部分を占め

ている。 これは,利 用にあた っての動機一経 営 ・管理 レベルの 向上一 とは大 きなギ ャタブが あり,

多 くの 中堅 企業 は,現 状 に満足 していない,こ の様 なギ ャクプを生みだ した原因 として,人 材,資

金 の不足,電 子計算機利用技術 の未熟が,あ げ られている。

この様な背景 と,MエSの 今後 の予測され る発展方 向 とを合 わせて考えてみ るとき,中 堅企業の

今後 指向すべ きMエSの 方 向 として,次 の様 な形が考え られ る。

すなわち,ハ ー ドウェア的には,高 性能 な大型電子計算機の共同利用 により,資 金,人 材の圧迫

を分散す る。

、ソフ トウ ェア的には,汎 用 のモジュール ・タイプの システム と,層それ をサポー トするデータ ・マ

ネージ メン ト ・システムの開発 を行ない,こ れに よb段 階的にMエSの 適用業務 を拡大 してい く。

島

、
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5・2中 堅 企 業 の定 義

中小企業基準法(38年),中JJ・ 企業近代化促進法(38年),中 小企業等協同組合法(58年)

等の定義によると,中 小企業 とは,製 造業においては,資 本金5000万 円以下あるいは,従 業員

500人 以下の企業をいう。

一方,い わゆる大企業と呼ばれる企業は・通常資本金10億 円以上の規模の会社をいっている。

ここに,中 小企業と大企業の中間にあって,中 小企業のような,法 の明確な規定もなく,し かも大

企業のごとく国際的な取引の場で競争力を有する所までいかない企業群が存在 している。

一般に,こ の企業群を中堅企業 とい う名で呼んでいる。すなわち,中 小企業の上位風 及び,資

本金10億 円以下の企業を一つのグループとして,中 堅企業 と呼ぶことにする。

以下,こ の中堅企業の地位 ・特質とい うものを,機 械工業だけに限って考察しよう。

以下の統計は一一部昭和58年 度のものであb,少 し古いが,中 堅企業の構造を明らかにするのに

は問題がないであろう。

機械振興協会経済研究所の機械工業における中堅企業の調査,「 製造業における法人業の資本金

別構成」によると中堅企業の地位は,過 去4年 間の間に少しずつ上昇 している事が判る。その割合

は,資 本金10億 円以上の大企業の増加の割合に比べると,格 段に小ぎいが,資 本金5000万 円

以下の中小企業に比べると,そ の伸び率は,比 較的大きなものがある。特に,企 業数,売 上高,従

業員数については,大 企業の大幅な増大により,中 小企業群は減少傾向があるが,中 堅企業は若干

増大 している。

次 に中堅企業の存立分野を考えてみよう。同 じく機械振興協会経済研究所の機械工業における中

堅企業の調査 「資本金階層別企業の機種別主要機械の部分品,取 付具;付 属品出荷額の比率」によ

ると,資 金5000万 円以下の中小企業が,あ る特殊左分野を除いては,大 部分のシェアを占めて

いることがわかる。すなわち中堅企業は,自 動軍用内燃機関,建 設,鉱 山機械,金 属工作機械,紡

績機械,自 動車等の部分品,取 付具,付 属品において,比 較的大キなシェアを占めている。中堅企

業(資 本金5000万 円～10億 円)の 占める総売上高の割合は,製 造業全体の約20%で あり,

上記以外の分野にむいても,何 らかの形で,完 成品を製造 している中堅企業が,多 数存在している。

また,.機 械工業大分類品目の付加価値額シェアを考えてみると,大 企業が優位にあるものは一般

的には,そ の市場が比較的大きく(数 十億円～数千億円),技 術的にも高度のものが多い。(タ ー

ビン,ジ ーゼル機関,ベ アリング,ト ラクタ,発 電機,電 動機,家 庭電化製品・電話自動交換機,

乗用車,ト ラック,バ ス,鉄 道用電車,貨 車,タ ンカー 飛行機,等 冷)

一方,中 堅企業が優位を占める品 目は,そ の市場は,大 企業優位のものと比べて,市 場が比較的

小さく(百 敷十億円程度まで),一 部を除いては,技 術的に,そ う高度のものが要求されないもの

が多い。
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また,'中堅企業が,優 位を占めるものの内,中 小企業と競合関係にあるものに比べて,大 企業 と

競合関係にあるものが,極 めて少い。

次に中小企業庁の中小企業総合基本調査報告書 「従業員500人 未満の機械工業に属する企業の

資本金規模別主要販売先に対する販売割合,最 大販売先の産業,主 要原材料,商 標の状況にういて

の昭和41年12月51日 現在の調査結果では,中 堅企業の大部分は,調 査範囲に入っていないが,

一一応,資 本金5000万 円以上の企業は,中 堅企業 と呼ばれる地位にあるのでこの資料に基づいて

考えてみると,一 般 的に,主 要販売先に対する販売割合が,企 業規模が大きくなるにつれ,減 少 し

ている。また最大販売先の産業を見 ると,資 本規模が大きくなるにつれて,卸 売業,そ の他の企業

の占める割合が増加 している。精密機械の中堅企業を除 く中堅企業群は,最 大販売先として製造業

を持つ割合が過半数を越えているが,そ の割合は,企 業規模の増大とともに減少している。逆に,

最大販売先として中堅ない し大企業の分野に属する製造業を持つ企業は,企 業規模の拡大とともに,

増加 している。

一方,材 料の手配,商 標の面からみると,企 業規模の増大 とともに,自 主性 を持っている企業が

増大 している。

産業別にみると,精 密機械に属する中堅企業が,販 売先,材 料の手配,商 標の面とも,自 主的な

経営を行なっている企業が多いことがわかる。ついで,機 械,電 気機械器具製造業に属する中堅企

業がこれにつぎ,輸 送用機械器具製造業に属する中堅企業は,そ の過半数が,大 企業の製造業の下

請の形をとっていると推察できる。

以上により,製 造業に属する中堅企業の性格 を大きく分けると次の二つのタイプが考え られる。

(t)・大企業の下請として,比 較的大量生産される標準加工部品の製造 を主 とする企業群

(2)そ の中堅企業vas・いて,独 自の完成品商品を製造 し,販 売している企業群

`

v
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5・5 中堅企業の機械化の現状

5・5・1 全体的 な機 械 化

5-1図 に汎用電子計算機 組織 の型別の設置台数,金 額 の年次別推移を片対数表 にて示す。 この

表 よb,全 体 の設置台数は,過 去5年 間,年50～45%の 増 加率でほぼ平均 して増加 しているこ

とが わかる。5年 間での増加は約58倍 で ある。型別 にみると昭和42年 を境 として,そ れ以前 に

は中型機が最 も増加率 が大 きか ったが,そ れ以後は,大 型,小 型が著 しく伸 びている。過去5年 間

の増加率 でみる とt.大 型 が5.5倍,中 型が52倍,小 型が5.0倍,超 小型が5i倍 となってい る。

昭和44年9月 現在で,セ.ト 数 において,小 型は中型 と殆 ど肩を並べ る所 まで成長 し,金 額に

おいては,大 型 が中型に代 って,一 番大 きなシェアを 占め るに至 っている。

それでは,こ の ような大型,小 型 の大幅 な成長 の原因はどこにあるのだろ うか。

5-t表 は,昭 和42年5月,昭 和44年9月 の産業別電子計算組織実動 状況 を比較 した表で あ

るo

この表 より,平 均 して大型機 を導入 してい る産業は,鉄 鋼,電 子計算機 メー カを含 む電気機械,

輸送用機械,金 融,保 険,証 券,電 力,ガ ス,政 府,政 府関係機関であ り,こ の様な産業において

は,台 数 も大幅な増加 をみせ,し か も,1セ ッ ト当b金 額 も,比 較的大 きな伸びを示 している。 従

って大型が大幅に増加 した原因 と しては,第5世 代の電子計算機が,こ の期間に大量に市場 にでた

こと,上 記 のような超大,大 企業,法 人 が,そ れ に合わせて,大 幅 な機械化 を行 ない,時 には数台

～数十台の大型 を含む電子計算機 を導入 した ことによる もの と推察で きる。

一方
,小 型の同時期 におけ る増加 の原 因を考えてみ よう。同 じ表か ら,セ ット数は増加 してい る

が,1セ ッ'ト当bの 金額が減少 している産業が数 多 く見 られ る。た とえば,建 設業,食 品,繊 維,

紙 パル プ,硝 子,セ メン ト,機 械,そ の他製造業,卸 小売,商 事,サ ー ビス,地 方公共団体,法 人

団体,農 協 などである。

これ らの産業は・一般 的にその内部に多 くの中堅企業,中 小企業 をかかえている。小型 の普及は・

このよ うな企業 にまで,機 械化 の波が押 し寄せた結果ではなかろ うか。

この調査 は,世 間で よくいわれ る大 企業,特 に,超 大企業 と中堅以 下の企業 との コンピュー タ ・

ギャップが ます ます大 き くなってい く現実 を よく表わ してい る。 これが,企 業 の経 営力の格差に与

える影響が大 きいことは,大 企業の電子計算機に よる合理化 が極度 に進んでいる多 くの例か らも推

察できる。

'

、・
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5-1表(1)産 業別汎用電子計算組織実動状況

単位:台 数セット数 金額千円
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5-1表 .(2)

台 数

44-9

金 額

1セ ット

当 り金額

42-5

台 数 金 額

1セ プト

当 り金 額

宗 教 法 人

研 究 所

業 種 不 明

2

6

120

2550

60

125

1

5

6

22β25

18奄190

5284夕55

2Z823

6ZO65

54ス492

合 計 5601 ,51qg24 91 2609 224796β57 84162

・

一

出所:「 調査季報」JECC

ψ
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5一2表 中小企業電子計算機利用調査結果

1.調 査 対象

製造業:中 小企業 合理化 モデル工場 従業員100人 以 上

調査企業 数456回 収 数267(61・2%)

調査 時期 昭和44年8月1日

2.統 計 表

…
.

(億円1年)

企

業

数

平 均

従業員

計 算 機 利 用 企 業 計使用企業

単 独 利 用 企 業 センタザ1』用企業 企

業

数)

計画 中

企業数障拳
レンタル

(賛)

騰
鶴際
幽
(り

雌
〔売上に
付する%

1～5億 円 105 112 12(117)
228

千 円
455

千 円(15)

0
(o) 千 円 91 59(429)

6～10 64 209 15(2α5) 552

566

(α89)

5
(Z8)
59
(006) 46 52(6%)

1f～20 51 556 19(5Z3)
587

670

(α55)

8
(157)

189

(α14)
24 20(8五5)

21～50 54 550 16(4ス1)
505

1,221

(α45)

6

(1ス6)

520

(ユ21) 12 11(9t7)

51以 上 7 715 5(7t4)
1,098

1,805

(α19)

1
(143)

1 1(100)

不 明 8 161 5(5Z5)
760

1,041

(一 一)

0
(o)

5 2(40)

合 計

(平 均)
267 255 68(255) 469

841

(α42)

20

(ス5)

262

(α17)

179 105(587)

&利 用企業について

利 用 経 過 期 間 平均人員 仮び平均麗 灸日数)

1年

未満 1～2 2～5
5～4 4～5 5以上 計 鶴 SEe『 グラマ

プロ キーパ

ンチ 市 瑠 計

単独利用' 59 15 6 5 4 f 68 ♂ α♂ 2{人 2♂ 己 6人

センター利用 6 8 0 5 1 2 20

.

年2
.1 20 1.5 1.5 22

出所:中 小企業庁 昭和44年10月 調査 より抜粋

も
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一
5・3・2 中堅企業にお ける機械 化の現状

5-2表 は中小企業庁による中小企業電子計算機利用調査結果(昭 和44年10月)よ りの報告

をもとにして作成 した表である6

この表 よ り,明 らかに企業規模の大きさに対応して,計 算機を導入 している企業数の割合が増

加していることがわかる。しかもその計算機の規模も,企 業規模に応じて大きくなっている。 しか

しその大きさは,小 型の範囲が殆どを占めている。逆に,売 上に占める,計 算機関係経費の占める

割合は,企 業規模が大きくなるにつれて小さくなっている。従って,計 算機を単独利用 している企

業が,現 在導入 している以上の大きな計算機を導入することは,企 業規模の小さな企業に とっては,

可能性はあまりないといえる。また,現 在単独利用 している企業も,そ の利用経過年数が2年 以下

のものが,そ の殆どを占あている。これは,小 型電子計算機が大幅な増加を示 した時期 と一致 して

いるo

一方,セ ンター利用の企業につhて は,利 用企業数は,単 独利用企業数の5分 の1以 下と非常に

少ない。しか も,企 業数と企業規模の間には明確な関係はない。経費については,企 業規模に対応

して大ぎくなっているが,そ の大 きさは単独利用の場合の半分以下である。利用経過年数も,2年

以内の企業が過半数を占めている。

未使用企業のうち,使 用を計画している企業の割合は,企 業規模に応じて大きくなっている。こ

れは今後も,計 算機の需要増加の要因 と考えられる。

利用企業の計算機部門の平均人員数は,そ の活動の中核となる管理者,シ ステム・エンジニアを

合わせて1.5入,経 験年数2年 強となっている。これでは,シ ステム化を進めていくのには,不 充

分であると考えられる。

一25一



5_5表 に受託計算センターに関する現状調査結果を示す。統計は 従業員数規模別の統計値を示

している。 これによれば,中 小企業の業務を受託す る割合の多いセンター坑 規模も小さく,設 立

も比較的新しく,設 置 している計算機 も,小 型が殆どを占めている,規 模の比較的小さなセンター

に多い。 しかし受託中小企業か らみると,セ ンター間にはそれ程大 きな差はない。つまり,規 模の

小さなセンダ口吟 中小企業の受託業務を中心として規模が大きくなるにつれ,対 象企業の範囲が

広くなってい るといえる。

結論的に底 中堅企業 中小企業の機械化の現状は,大 勢としては単独利用 を志向 しているが,

利用機種は小型ない し中型の小までに現在の ところ止まっている。 センター利用についても,中 小

企業 を主な相手とする所はs小 規模なセンターが多いといえる。

5-5表 計算 センタF現 状

調査対象

調査センター数

集計対象 日

245ケ 所

124ケ 所

回収数167ケ 所(6a2%)

(カ ー⇔くンチ専業15,メ ーカ直属21,内 容 不備9を

除 く)

規 模

(従業員数)

センター

数

平 均
従 業
員 数

平均年間

売上(千 円)

設 備 内 容 設 立 時 受託中小企業

大 型 中 型 小 型 合 計 S.40
以 前

&41

以 後

数
(割合)
麟
割 合

1～10 22 ス9〈 9650 0 2
22

(14)
,24 2 19

405

(94%)
252%

11～50 58 2α4 4忽892 o 22
25
(4)

45 7 51
745
(71%)

422%

51～50 22 4α9 6a252 0 21 7 28 8 14
150

(29%)
245%

51～100
・

20 697 124569 0 19 6 25 月 9
502'
(44%)

357%

101～ 22 199[5 41Z412 10 46 8 64 17 5
410

(2竺%)
265%

合 計

(平均)
124 61.5 131,515 10 110

66
(18)

186
'45

78
Z210

「46%)
5α5%

O内 超小型

出所:中 小企業庁 昭和44年tO月 よb抜 粋

・●
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5・4中 堅 企 業vakSけ るMエSへ の 関 心

前節では,中 小企業における電子計算機利用の現状について,そ の数量的実態 を検討 してきたが,

同 じ調査におけ る利用の内容について検討 してみて,中 堅企業 を含 む中小企業が,MエSに 対 して

.ど の ような意識 を持 っているか調べてみ よう。

5-4表 に,電 子計算機利用 企業 の規模別利用業務内容の調査結果 を示す。 この表 より利用業務

内訳 としては,販 売関係,在 庫関係,労 務関係の業務に利用されている割合が多い ことがわか る。

5-2表 の利用企業数,88社 と比較 してみると,給 与計算,販 売業務,売 掛金 ,在 庫業務に利 用

.し ている企業が,そ れぞれ約半数 あることがわかる。予想外に少 ないのが経理業務である。計画関

係はやは り少な く,調 査の諸統計か ら判 断す ると数社程度が利用 しているに過 ぎない。

企業規模 の違いによる利用業務 の差は殆 どみ られ ない。

5-5表 に 中堅企業 の電子計算機利用 の動機 と効果の調査結果 を示す。そ こにかかげてある項 目

を,そ の 目的か ら次の4つ に大別 して考えてみ よう。

(t)人 員 の増加抑制 あるいは筋隈及 び間接費 の節減

(2)現 在行 なってい る業 務 の 改善

(5)経 営 ・管理 の レベルア ップ

④ 間接的 な効果'

t'最 初 に全般的 にみて
,電 子計算機利 用の動機 としては,(5め 経 営 ・管理 の レベルアvブ をめ ざし

たものが大 きなウエイ トを占め てい る。・次に,(1)の 人 員 ・間接費の節減 と(2)の現在 の業務の改善 を

ね らったものが続いているoこ れ は,電 子計算機利 用を単なる業務の改善 に とどめず,経 営の体質

まで高度化 したい とい う期待が大 きい ことがわか る。

ところが,逆 に,経 営の体質 の高度化 とい う面では,効 果がは っきりあが ってい ると答えた企業

が非常に少ない。一方,業 務の改善 に関 しては,効 果があがった と評価 している企業が,約3分 の

2を 占めてい る。

次に単独利用企業 とセンター利用企業 の間の差異 をみてみ よう。単 独利用企業は,そ の動機の点

か ら,経 営の体質の高度化 をね らった企業が比較的多いが,そ の効果は,ま だ十分にあが ってい な

いとい う企業が,5分 の2近 い。一方,セ ンター利用企業は,動 機 の面 か ら,人 員,間 接費の節減

をね らった企業が多 く,し か も,効 果 の上 っていると評価 している企業が,層大多数 を占めている。

この ことは,セ ンター利用企業 と単独利用企業 の,目 的意識 の違いをは っき り示 している といえ よ

う。 ・'

次 に,5-6表 に,導 入 に当 って苦心 した事柄に関する調査結果 を示す。 これ による と,全 般的

に,帳 票会計組織のシステ ム設計,商 品,製 品,工 程の コー ド化等,電 子計算機利用 に よ'る必然的

な準備作業 に苦心 してい る企業 が,大 多数 を占めてい ることがわか る。 これは,個 々の企業の性格

'
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に違いが あって,汎 用 のシステ ム設計,コ ー ド体系などが十分 に開発 されてないため と考え られる。

また単独利用企業については,人 材 の確保,訓 練 に苦慮 した企業が,比 較的多数 を占めているのは,

そ の性格上,当 然 といえる。こ,れ は,人 員,人 件 費の節減に効果 をあげ た と評価 した企業が,セ ン

ター利用 の企業 に比べて少 ない こととも関連 してい ると思われ る。 当初の投 資に意外 に資金がかかっ

たと答えた企業が非常に少 ない ことは,各 企業 とも,そ の資金力に応 じて無理 な投資 をしなか った ・

たあと考え られる。一方では,経 営体質 のレベルア ップを,電 子計算機の利用 により志向 しなが ら,

資金面,人 材面 の制約に より,大 企業の様 に,中 型,大 型の計算機 を導入 し,多 数の専任要員を確

保できない,中 堅企業以下 の規 模の企業 の悩みが,こ の調査結果 か らも推察され る。

以上を総合す ると,中 堅企業 において も,.大 企 業 と同 じく,経 営,管 理 のレベルア ップをめざし'

て,計 算機 を利用 しようとしてい る。

しか し,そ のMエS化 へ の道 に対 して,大 企業以上の問題 をかかえてい る。

その第1は,人 材であ り,有 能 な経験 のあるシステ ム ・エンジニアの確保には,大 企業 とは比較

にな らない苦労がある。

2番 目には,資 金的にみて,単 独利 用を しようとす ると,利 用可能 な計算機が,中 型の小以下に

なることである。'

5番 目には,人 材 とも関連 するが,シ ステム分析,設 計について十 分な技術 を持ち合わせていな

いことであ る。

4番 目には,大 規模な計算 センターが,中 堅企業以下の企業に対 して,十 分に門戸を解放 してい

ない ことである。

以下,そ れでは,中 堅企業 のMエS化 をどう考えれば よいか,次 節以下で考えてみ よう。
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5-4表 規模別利用業務内容(製 造業)

1～5

億 円

6～10

億 円

11～20

億 円

21～51

億 円

51億

円 をこ

えるもの

不 明 計 %

営

業

受 注

販 売

購 ・ 入

売 掛 金

5

7

2

7

5

8

5

6

9

15

4

15

10

'15

8

11

1

5

5

5

1

1

0

1

27

47

22

41

ム2%

1α6%

51%

95%

小 計 19 22 59 42 12 5 157 51.4%

生

産

工数作業管理

資材 管 理

5

4

4

5

6

6

5

4

0

2

0

0

18

19

42%

▲4%

小 計 9 7 12 7 2 0 57 a6%

在

庫

受 、 入

払 出

在 庫

保 管

6

.

6

7

2

6

6

8

2

10

9

11

5

7

8

10

1

4

4

4

1

1

1

1

0

54

54

41

9

ス9%

z9%

95%

21%

小 計 21 22 53 26 15 5 118 2ス4%

労

務

給 与 計 算

社 会保 険

7

1

9

5

15

4

15

8

'5

1

1

1

50

18

1t5%

42%

小 計 8 12 19 25 4 2 68 157%

経

理

一 般 会 計

原 価 計 算

郷胡噺 贈理

4

2

0

4

2

1

4

5

2

8

5

1

2

1

1

0

0

0

'22

11

5

'

51%

25%

1.2%

小 計 6 7 9 12 4 0 58 a8%

計

画

需 要 予 測

利 益 計 算

設 備 計 画

工 程 計 画

販 売 計 画

技 術 計 画

統 計

0

0
、

0

0

0

・0

0

0

0

0

1

0

1

5

0

5

0

1

5

1

5

0

2

1

1

1

5

5

1

1

0

0

1

1

1

0

0

0

0

0

1

0

1

6

1

5

5

7

12

α2%

1.4%

α2%

α7%

1.2%

t6%

28%

小 計 o 5 15 11 5・ 1 35 a1%

・合 計 65 75 125 121 40 9 455 100%

出所:中 小企業 庁調査 昭和44年10月一29一



5-5表 動 機 及 効 果

単 独 利 用 セ ン タ ー 利 用

動機効果

項 目

動 機
期待 した結果

動 機

噛

期待した結果

'

養是

1一 つ

応たはと

効悪果
う
が
あ

義

覆

`声'

li

養是

一 つ

応たはと

効思
果 う
があ

て
◆

x

い

件 数 % 件 数 %

人 員

コスト

の

節 減

ト

事務量の増大と労働力
不足をカバーするため

48 159% 9 19 18

●

18・ 208% 5・ 9 4

間接費を節減するため 22 &7% 0 8 14 5 57% 0 3 2

人件費を相体的に節減
したいため 25 ス2% 5 5 17 6 ム9% 0 4 2

95 2Z5% 12 52 49 29 554% 5 16 8

業 務

の

改 善

在庫統制を自動的に実
施するため

50 a7% 2 10 16 4 46% 0 2 2

日報,月 報を迅速正確
に作成するため 52 15.1% 15 26 7 12 159% 7 2 2

日程管理の向上により
能率の向上をはかるため

14 41% 1 2 " 4 ▲6% 1 0 5

96 2Z9% 18 58 54 20 251% 8 4 7

計 画

管 理

の
4

高度化

コスト利益を管理するため 19 55% 2 6 10 5 57% 0 5 2

コンピュータを中心とした

管理システムを確立するため
46 ほ5% 5 15 25 10 1t5% 2 1 6

技繍 の質を向上する
ため 9 26% 0 0 9 5 54% 0 0 3

従来出来なかった計算調
査を実施するため

28 a1% 6 6 15 7 80% 0 5 2

フレッシュな経営f青報を把

握するため

.、

21 61% 5 7 11 4 46% 2 1 1

市場環境の変化に迅速に
対応するため

15' 58%
、
1 5 8 4 へ6% 0 1 3

156 394% 15 55 78 29 554% 4 11 17

経営に対する社員の意識
を高めるため 18 52% 1 7 9 5 57%

A

1 2 2

'

計 545 100% 45 112 170 87 100% 18 33 34

'

出所:中 小企業庁調査
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5-6表 苦 心'し た 事 柄

回
帳標会計組 人材の確

'
社内プ取引 当初の投資 商 品,製 品一

項 目
織 のシステム 保訓練に

先へのPR

不足 により
に意外に資 工程 のコー

答 設計に苦慮 苦慮 した 混乱をきた 金がかかっ ド化に苦慮
計

数 した した
た した

1～5億 円台 12 5 5 0 0 4 12

6～10. 16 8 4 4 1 7 24

合
一
11^20w 24^ 14 7 5 4 15 45

21～50■ 22 6 6 8 0 9 29

51億 円以上 6 1 4 2 o 4 11

計 不 明 2 2 1 0 0 0 5

小'計 82 56 25 19 5 59 、124

1～5億 円台 12 5 5 0 0

・

4 12

'

単
6～10・ 12 5

、

4 4 1. 6 20

11～20冒 20 15 7 5 5 11 57

独 21～50・ 16 5 5. 6 0 5 19

51億 円以上 5 1 5 2 0 5 9

利
不 明 2 2 1 0 0 0 5

用

小 計 67 29 25 15 4 29 100

1～5億 円台 0 0 0 0 0 0
'

0

セ 6～10日 4 5 0 0 0 1 4

ン
11～20・ 4 1 0 2 1 4 8

タ

1
21～50・. 6 5 1 2 o 4 10

51億 円以上 1 0 1 0 0 1 2

利
不 明 0 0 0 0 0 0 0

用

小 計 15 7 2 4 1 10 24
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5・5 MエSの 発 展 段 階

中堅企業のMエSを 考え る時,現 在MISと い うものが,ど の ように把 え られ,ま た将来の方 向

として,ど のような形が考えられているかをみることが必要である。

まず最初に,企 業における業務が,ど のような形で行なわれているかを考えてみ よう。企業の業

務の分類は,い ろいろな形が考えられるが,そ の性格から大きく次の2つ の形e!i分類できるだう う。

1.実 施業務:業 務の内容が,論 理的に明確にできる業務

2非 実施業務:実 施業務に対 して,目 標方針を与え,そ れを管理指導する業務

MエSに おいては,情 報の処理,報 告 というものが,そ の中核を占めていると考えられる以上,

その対象 とな る の は,実 施業務である。 しか しなが ら;実 施業務,非 実施業務の区別は,本 来相

対的なものであり,経 営 ・管理 ・及び周辺の技術が進歩するにつれ,実 施業務の範囲は拡大し,そ

の結果,両 者の内容 も,時 代,企 業 に よって異 なった ものになる。 そ の 変 遷 は,5-2図 の よう

な形 をとると考 え られる。 この結果,現 在では,非 実施業 務の重要な部分 として,実 施業務部分の

範囲 を拡大 し,こ れに よって,MエSを より高度 なものに してい くとい う業務が含 まれ るようにな

ったo

そ れでは,'こ のMエsの 発展段階 を,よb具 体的に見 るため,そ の有力な武器で ある電子計算機

の利用形態の変遷 を,3-5図 に示す。

5-5図 に 示す如 く,現 在 は,一 般実 務層に対 して,企 業内部 の業務 を総合的 に関連づけた形 で

の情報 処理が可能になった時代 といえ る。 しか も,現 在の この形態は,将 来 の よb高 度のMエ8を

志 向するための一つの布石 として把え るこ ともできる。

このMエSの 発展過程 を,加 工技術 と対応 させ て考えてみ よ う。

企業の初期 の段階及び小規模 な時 には,事 務の道具 として,そ ろばん,大 福帳 とい う初歩的 な技

術 だけを使用 して,事 務の大部分 を行 なっていた。 これは,刃 物,簡 単 な道具で物 を加工 していた

時代 に対応す る。次 の段階 と して,金 銭登録器,卓 上計算機,タ イプライター,カ ー ドマシン等の

導入 によ り,個 々の事務作業 の一部分が,機 械的におきかえ られて きた。 これは,施 盤,フ ライス

盤等の汎用機械が導入されて きた段階 に相当す る。電子計算機が開発 され,そ の利 用技術の進歩 に

伴 い,あ る事業作業全体,た とえば給与計 算,売 上 計算等が,そ の殆 どを電子計算機 によって行 な

い得 るよ うになった。 これは,専 用機 の開発 に相当す ると考え られ る。 さ らに進んで,企 業のある

部門の業務,た とえば,生 産管理 とい った一連 の業務が,電 子計算機に より行 ない得 る ようになっ

た。 これは,ト ランスファー マシンの思想 と対応す る。 しか し,こ れは個 々の企業 に合わせた専用

のシステムであったが,時 代の要請 に より,モ デル ・チ ェンジ等技術革新 に対応 で きるシステムが

必要 に左 って きた。 これが,汎 用のデー タ ・マネージメン ト・システムに より,各 企業 の業務 を機

械化する とい う方向 につなが ってきた。 この事は,NCマ シ ン及び,マ テ リアル ・ハ ン ドリングの

一52-・



技術に相当す るで あろ う。さ らに現在では,よ り複雑 な業務,管 理者,経 営者の業 務の一部 も論理

的に把握 して,シ ステムの一部 に加え ることが,で きる ようになってきた。 これが,組 立作業の機

械化 とい うより困難な技術 に対応づ けられ るであろ う。
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5-2図MISの 発 展

経 営

論理的部分
も

業

非論理的部分

/

務業務実非

.

∨

＼

ファイルの利用

⊥
実施事務の管理

↓
Mi8を 志 向

_34一



一.　一 ーーー一「

5-5図 コ ンピュー タ利用の発展

形 態 具 体 的 形 態 効 果 関 連 概 念
⑯

o個 別業務にお互 o給 与計算 o事 務員の節減 o第2世 代 のコンビ

いに関連なく計 o在 庫計算 o情 報 の精度 ・速 ユ「 タ

初 期 '

算機を利用 o受 注処理 度向上 o高 級 プログラム ・ラ

(～1965)
o経 理処理 ンゲージ(COBOL

等)の 開発

o個 別 ファイル処理

o個 別業務をお互い o販 売予測→在庫 o原 価管理の進歩 o第5世 代 コンビュー

に関連 させ,前 も 管理→生産計画 o在 庫 レベル減少 タ導入

って決め られた管 →生産処理→販 。客先 ・外注 との oデ ータ ・ベーろ デー

理規準を適用 売管理 → 関係改善 タ ・マネジメン トシス

現 在
o資 金 バ ランスの テム等の概念むよ

向上 びソフトウェア技術

' .

o人 事管理 の進歩

・

、 Oシステム分析等の技術

の進歩'

O周辺機器・端末機器

畷
q

o中間管理者向戦術計 o－部外部情報を含 o個 々の中間管理 。第4世 代の コンビ

画可能な総合システ む トー タ ル ・シ ス 者の管理情報が ユ 一 夕 の 出 現

'

f975年 代
ム テム 正確に入る

oト ジ プ ・マ ネ ジ'メ o外 部情報,内 部 o個 々の業務の計画

ント向の戦略計画 情報がネット・ワ 作成に必要な情報

可能な総合システ 一ク を 組 む ト一夕 がお互いに関連 し
1985年 代

ム ル ・シス テ ム ・ て使用できる

・

出 典:デ ィーボル ト・リサ ーチプログ7ム の 図,Har▽ardBusinessRevievv,Jan-Feb,
_55一
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5・6 中堅企業 のMエs開 発 に お け る問 題 点

中堅企 業を取 り囲む現在の経済社会情勢は,大 企業 に劣 らず厳 しい ものがある。 た とえば,経 済

の高度発 展に より,労 働市場 をは じめ とす る資源 の逼迫が顕著 にな り,そ の結果,人 件費その他 の

コス ト上昇が,経 営を圧迫 してい る。 また,技 術革新,経 済交流圏 の拡大等変化の激 しい経済情勢

に対応 していか なければ ならな くなっている。 ζのような環境の中で,大 企業 との経 営,管 理面 に

おけ る格差は ます ます拡大 し続け ている。

そ こで,中 堅企業が電 子計算機の利用 にあた って,一 番大 きなウエイ トをおいた 目的は,経 営 ・

管理面で のレベルア ップとい うことであった。 しか しなが ら,現 実 には,'そ の利用形態は,個 々の

業務のお互に関連 していない形での利用に留 ま っている企業が,大 部分である。中堅企業 の持つ こ

の様 なニーズが,十 分 に満 たされ 左い問題 点は どこにあるのだ ろ うか,前 節 の結果か ら,問 題点を

列記 してみ よう。

1.人 材:有 能 な経験 のある人材 を,中 堅企業 に集 め るのは,非 常 に困難な情勢である。現実の

調査 では2-5年 以 下の経験 を持 つ人 を数入程度 しか,確 保 し得 てない。

2.資 金:設 置 された計算機 も,小 型 ない し中型の小の範囲であb,こ れ以上の大型 を単独で利

用することは,資 金的に無理で あろ う。また,ハ ー ドウェア以 外の管理経 費は,年 々

'増 大
す る傾向にあ り,こ れ も,今 以上の大型化,人 材 の確保 に障害 となっている。

5シ ステム分析及び ソフ トウェアの技術:シ ステ ム分析 の手法 は,数 多 くだされているが,個

・ 々の企業への応用 となる と
,困 難 な問題をかかえてい る。 デー タ処理の ソフ トウェア

について も同様 である。

4.経 営者の リーダ ・シ ップ:こ の様 な新 しい分野 における経 営のや り方 については,現 在の 目
口

本 の経 営者に とっては,未 知 の領域 であ り,適 切 な リーダ ・シ ップを とることが 困難

である。

以 上の ような問題点 を解決 しては じめて,中 堅企業の ニーズが満 たされ るで あろ う。
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、

や

ろ ・7 中堅 企業が 指向すべ きMIsの 方 向

MISの 開発 にあたって中堅企業がかかえてい る問題点を解決 し,し か も,そ のニーズを満 たす

には,ど うすれば良 いで あろ うか。

最初に経 営者の リーダ ・シ ップの問題 については,従 来の 日本の企業体制 とは全 く異 な って,自

ら問題 を提起 し得 る資質が要求され るようになるであろ う。

次 に,資 金,人 材 の不足 について考えてみ よう。中堅企業 が求めでいる個別業務を,お 互に関連

させた形で の情報 システムを形成す るには,必 然的 に,大 型 の電子計算機 を必要 とし,し か もその

運 営には莫大 な資金が必要 となろ う。一方,第5世 代の電子計算機の出現 により,電 子計算機利用

技術 においては格段 の進歩 をみた。大容量高速化,大 容量補 助記憶装置,各 種の入出力機器,端 末

装置,々 ルチプ ログラ ミングシステム,タ イムシェア リγグシステム等 々がそれ である。

この様 な利用技術 の発展の方向 として,コ ス ト・パ フォーマ ンスの良い大型電子計算機 を種 々の

用途 に使お うとい う方向がある。従って,こ の様 な技術の進歩 と,中 堅企業の持 ってい る問題点を

考慮すれば,大 型電子計算機 の共同利用 とい う形態が,一 つ の解決策 として出て くる。

次に,シ ステ ム分析,ソ フ トウェア技術の面 をみ よう。

現在,各 電子 計算機 メー カ,ソ フ トウェア メー カ,ユ ーザで,汎 用のシステム設計及び汎用のデ

ータ ・マネー ジメン ト・システムが開発 されてい る。 しか し,そ の大部分は大企業向けのシステム

で あり,中 堅企業 を考慮 に入れた ものは少 ない。

それでは,中 堅企業 が指向すべ きシステム分析,ソ フ トウェアはどの ような性格 を持つべ きで あ

ろ うかo

最 初に,中 堅企業 といえど も,個 々の業務 のお互 に関連 しない形での電子計算機の利用 では,現

在および将来の経営のニーズ には,応 じられ ないだろ う。従 って,そ のシステムの性格 として,個

別業務がお互 に関連 しあ った形での電子計算機を利用で きる形が要求 されるだろ う。

次に,中 堅企業の 性格 として,全 体 のま とまったシステ ムの 開発に,多 数の人間 と,多 くの年月

をかけ ることは,資 金,人 材 の面か らい って も,可 能 な方法 ではない。 しか も,中 堅企業では,変

化 の速い経済情勢 に次 々と順応 してい くことが不可欠 の要件 である。従 って,MIS開 発 にあたっ

ては,個 々の業 務を段階的にシステムに組み入れてい く形 となろ う。 しか も,で きあが ったシステ

ムも,比 較 的短 い ライフ ・サ イクルで,新 しいシステ ムに移行 できる形態が要求されるだろ う。

さ らに,そ の人材 の面か ら,電 子計算機関係 の知識,シ ステ ム開発能力の資質 とい ったものが余

b要 求されないで,MエSを 開発 できる手法力「要求されるだろ う。

以上 を要約する と,中 堅企業 が指向すべ きMエsの 方向 として

(1)ハ ー ドウェア的ec .eds各 種 の周辺装置 を持つ大型電子計算機 の共同利用 を考える。

(2)利 用 技術 の面 では,個 々の業務か らも接近可能 な,汎 用 のモジュール ・タイプのシステ ム及
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び,そ れをサポー トする汎用のデータ ・マネジメン ト・システムの開発
,及 び,こ れを広い

階層の人 に利用 できる形 にまとめあげた プログラ ミング ・システムの開発 を背景 として
,M

I8の 適 用業務 を段階的 に拡大 してい く。

な どが考え られ る。

■
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4.モ デ ル ・ス タ デ ィ

●

4・1 ま え が き

本章においては,前 章で得た中堅企業のMISの 現 状,志 向 している方向 をもとに して機械製造

業の モデル企業 を取b上 げ,そ のMエ8を,各 仕事の段階で捕え,特 にデータ処理 システ ムに要求

され る機能 を中心 に話を進め る。

まず,MISの 開 発 とい う作業 を2つ の流れか らみ て,第1に そこでなされ る仕事の タイプによ

b,次 の2段 階 に分けて考える。

(1)主 と して企業 内各部門で行 なわれるシステ ムズ ・スベシ フィケーシeン

(2)中 央集中化 に よるデータ処理 システムの設計 ・プログラ ミング ・'オペ レーシ ・ン

第2に,構 築 され る情報 の種類か ら,企 業の主要 な情報 システム,金,人,物 の流れの うちか ら,

物 の流れ を中心 に取 り上げて,,情 報 システムの開発の話 を進める。.

モ デル企業 としては,

(1)大 型 製品の受注組立 を行 な う企業

(2)小 型 製品の受注組立 を行 な う企業

(5)部 品加工 を行 な う企業

を取 り上げた。

次に,中 堅企業 のMエ8の 発展段階 を

(1)現 状,個 別業務の機械化

(2)志 向中の段階:オ ペレー シ 冒ナルな トータル ・システ ム

⑤ 現時点での目標:経 営補 助手 段 としての情報システム

とい う段階で捕 え,各 段階 におけるシステムズ ・スペシフィケー シ 。ンの例 を取 り上げる。

上にかかげた準備作業 をもとに,デ ー タ処理 システムの設計 を行 ない,こ の時,各 段階 で要 求さ

れる業務 を,そ の ファイル構造 の複雑 さに応 じて,標 準業務形態一1,皿,皿 と層別化 を行ない,

各形態 についての,数 種の代替 デー タ処理 システムの性能の比較 を行 なった。

以上 の作業 により得 られ た結論 は,次 の様 なものである。

(t)中 堅 企業がtiス ト的にみ て,単 独利用可能な機種は,小 型機ない し中型機 の小である。

(2)利 用 業務の トーーータ,」L・化 を図る時 には,多 目的 ファイルの利用が必要 とな って くる。そのため

には,機 種 としては,中 型機以上,ラ スダム ・アク セス ・システムの採用,少 な くとも,あ

る程度の複雑 さを持つ ファイル構造 の生成,更 新,索 引等 を行 なえる リフ トウエア(デ ー タ

・マネイジ メン ト ・シス テムの最低条件 を満 たす もの)が 必要 になる。特 に,ア センブ リ ・
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●

メー カにおいては,こ の事が トータル ・システム化 を図 る重要 なポイン トになる。

(5)マ ル チ ・プ・グラ ミング機能を有す る中型機の採用に よb,小 型 機 に比べて大 幅なコス ト・

パ フォー マンスの改善が できる。

④ 以上 に より,中 堅企業 が,MエSの 発展を引 き続 き志 向す るな ら,何 らかの方法で中型機以

上 を利用で きる方法 を講 じることが必要 になろう。

'
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・4・2 企業 におけ る情報 システ ムの組織法

企業 において情報 システ ムを開発 しようとする時,そ の活動 は2つ の方向か らみ ることができる。

その1つ の方向は,遂 行 され る仕事のタイプに よって格付けされ る。 もう1つ の方向は,処 理 され る

る情報の種類 に よづて格付 けされ るであろ う。※

まず,遂 行 され る仕事 のタイプに よる方向をみてみ よう。そ もそ も,情 報 システムの開発は,初

めてそれが構想 され,現 実 に運用 を開始 されるまで,多 かれ少 なかれ継続 するプ ロセスである。個

々の仕事は,次 の仕事 と重 な り合 うため,あ る一らの仕事が どこで始まって どこで終るか,明 確 な

区分点を見つけ ることは殆 どで きないといえる。 このため,情 報 シスァムの開発は,し ば しば,相

対的に同質的な作業 を考え られて きた。また,当 初,情 報 システ ムの開発 とい うものが,電 子計算

機関係 の専門員 に任せ られ るとい う事が多か った』

この ようなことか ら,あ る人 々を 「情報 システムのスペシャ リス ト」 と格付 け した り,企 業内のあ

ある組織 を 「システム部」等 と呼んで,こ の様 な人 々を,情 報 システムの開発全般 に携 わるス ペシ

ャリス トと・考える傾向があ った。

しか しなが ら,情 報 システ ムの開発が,多 くの企業,'団 体 で行 なわれる ようになり,ま た1つ の

組織体の中でも,そ の範囲が広が るにつれ,情 報 システムの開発 には,明 確 に異質な3つ の段階 が

あることが,は っきり してきた。その5つ の段階 を,4-1図 に示 す。

もちろん,こ の3つ の段階 はb互 に全 く独立 では無 く,シ ステム,ス ペシ フィケーシ 。ンの段階

においては,デ ータ処理機能 に固有の制限事項 を考慮 しなけれ ばいけない。 また,デ ータ処理シス

テムの開発の段階では,現 在市場 にあるかあるいは既に保 有 している電子計算組織の能力 と,時 に

は プログ ラマの能力 を考慮 に入れ る必要が ある。 しか し重要な ことは下位 の仕事のタイプにおいて

は,上 位 の仕事に対す る必要条件 を限定で きるだけで,上 位の位事が何 を行 な うかを決 定する責任

はないbたE2iCll'デ ータ処理 システムの開発にあたっては,'データ処理の諸能力の結果 とじcい ろρうなシステ'

ム の必要条件 を限定で きるが,そ の情報 湖 テムによって,ど んな情報 を作成するかを決定する責EWtltk・b

実 際 の情報 システム・の開発 にあた っては,こ の5つ の段階 におけ る重 点のお き方 は,大 きく異 な

るであろ う。 たとえば, ,給 料 計算 などでは,シ ステ ム ・スペシ ィフ ィケーシ 。ンの段階は殆ど必要

ではない。 これは業 務の性質が明 らかであ り,ま た安定 してい るか らである。,

それでは・ この3つ の仕事の担 当は どの ように行なわれるぺ きで あろ うか。 この間の関係 を4T

2図 に示す。

※ 「情 報 シ ス テ ム の 組 織 法 」JohnDeardenttHar▽ardBusinessReview,,

1965,3/4月 号

「調 査 季 報 」 昭 和40年6月 号 の 訳
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4-1図M工Sの 構造
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制約条件
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プ ロ グ ラ ミ ン グ 及 実 行

出典:「 情報シズテムの組織法」 John

方 針
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4-2図 各 段階のMエS開 発 の内容

シ ス テ
,ム ズ

ス ペ シ ィフ ィケー シ ョン

デ 一 夕 処 理

シ ス テ ム 設 計

プ ロ グ ラ ミ ン グ

及 実 行

担 当 者

・ 第一線の管理 者

・ 分 権 的

データ処 理 センター

集

、 権 層 的

・ デ ータ処 理 センタ ー

.集 権 的

主 要 内 容

'

欄6タ イミ。グ

・入 出 力 フ ォ ーマ ッ ト

・処 理 内 容

。シ三テ。.

フローの 作 成

oフ ァイル の 内

容を規『

・ファイルの構造定義

'ファイ噸 協 和

システムの作成

・ デ ー タ処 理 シ ス テ ム に 従 っ た

プ ロ グ ラ ム 作 成

'

,実 際 の オ ペ レ ー シ ョ ン

出典:「 情報 システ ムの組織法 」JohnDeardenよ り作成
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システムズ ・スペシ ィフィケーシ ・ンにおけ る最 も大 きな特徴は・一般 的法則 として・第一線の

の管理者 に分散 されるぺ きであ るとい うことである。何故 なら,異 なった型 のシステムの設計には,

異 なった型の熟練 と知識が必要で ある。各部門の責任者が,情 報 システム設計 に関 して電子計算機

の知識を習得するのは比較的容易で あるが,シ ステ ム設計のスペシャ リス トがその部門の知識を得

るには,恐 らく相 当の時間が必要 であろ う。 また,個 々の情報 システ ムの実際の運営にあた っては,

そ の責任は,第 一線の管理者 にかか って くるbも ちろん,こ の ような形 の仕事が行 なわれ るには,

第一 線の管理者が,新 しい情報処理技法を学び,こ れを採用する責任を とれ る様にならなければい

けない。'

データ処理 システムの設計は,中 央集中化で きる し,ま たそ うす るべ きであろ う。

この理 由は,次 の様 な点か らいえる。

(1)経 済性:共 通装置 ・共通ルーチンの利用

(2)デ ー タの中央集 中に よる利 用効果

(5ジ 装 置及 びデー タ処理 システムの知識が必要であb,諸 シ ステ ムの間 に類似性が多 く見 られ る。

(4)第 一 線の管理者の情報 システ ム.に対す る権限 と責任 に大 きな影響を与えない。

/

プ・グラミング及び実行 については,明 らかに中央集 中化 においては じめて大 きな効果が期待で

きる。

以上の議論 によb,前 章 で述 べた 中堅企業 のMエsの 方 向 として,デ ー タ処理部門を共同利 用化

す るとい うことが,そ の仕事の性格上か らも,大 きなメ リッ トを持 つ ことがわか る。

それでは,情 報 システム開発における,も う一つの方向一処理 される情報の種類一をみ よう。4

二5図 に示す如 く,殆 どの企業 には,組 織全体 の構造 に影響 を与える主要情報 システ ムと,組 織の

ある限 られた部分に局限 したその他のシステムに分解 できるg

まず主要情報 システ ムか らとりあげてみ る。

第2章 で引用 した インダス トリアル ・ダイナ ミ ックスの考え方 は,イ ンダス トリーには六つのフ

ロー ・ス トラクチ ャーが ある と定義 してい る。すなわち,物,注 文,資 金,人,資 本設備,情 報で

ある。そ して,最 初の5つ は各 々独立で あb,こ れ らをte互 に関係づ けるものに情報 のフロー ・ス

トラクチ ャーがあると考え られている。 これ らは,企 業の機能か ら考 えて,4-5図 に示す如 く,.

(1)資 金 情報システム

(2)人 事 情報 システム

(5)ロ ジ スデ ィクス情報 システ ム

に分け られ る。注文及び資本設備 を,資 金情報及 び ロジスティクス情報 システ ムに含めれ ば・上の

三つの主要情報 システ ムにおいて,企 業 の主要 な機能 をすぺて含 む ことが可能である。 これ らのシ

ステムはお互に独立ではな く,相 互 に入 り組んだ形で関係 してい る。 この ことは4-1図 ・4-2
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図 に示す如 く,シ ステムズ ・スペシフィケLシ 。ンにおいては,担 当部門において,個 々の責任 で

入出力 フオマ ットの定義が行なわれ るが,デ ー タ処理 システムに拾いて共通 のファイルを使用 する

ことに より,お 互 を共通の場 で結 びつけることができる。

その他の情報 シス テムは,各 企業 においては,性 格が異 なった ものがあるが,こ れは4-1図 に

示す如 く,共 通 のデータ処理 システムを使用す るか,あ るいは,そ の部門独 自のデー タ処理システ

ムを用 いるかに よって,2っ に分類 で きる。4-1図 で は前者の例 として,マ ー ケテ ィング情報 シ

ステ ム,戦 略計画システムの例 をあげ,後 者の例 と して,技 術計算等 を含む研究開発 システムをあ

げ ている。

さて,こ の5っ の主要 システムにおい ては4-3図 に示す如 く,資 金,入 事情報 システムは,経

営管理者 に最 も近 く,情 報 のタイ ミング もそれ程厳 し くな く(た とえば,給 与計算は,通 常月に1

回 であb,人 事 移動 はせいぜい年 に2回 程度,財 務報告 も月報等で十分であろ う),し か も,シ ・ス

テム ・スペシフ ィケーシ 。ンにおいては,そ の殆 どが業務の性質が明確であ り,安 定 している。一

方,ロ ジステ ィクス情報 システ ムは,日 常業務管理 に主に使われ るため,経 営者が直接 タ ッチす る

ことは殆 どな く,し かもタイ ミングが非常に重要であ り,業 務内容 もお互 に複雑 にか らみ あってい

る。 このため,シ ステ今 ・スペシフ ィケーシ 百ン及 び,デ ータ処理 システムの両面 において,問 題

が複雑 とな り,開 発が最 も遅れてい る。 しか し,他 の2つ の情報 シス テム も,ロ ジステ ィクス情報

システムに深 く関係 しているため,こ のシステムの開発が,企 業全体の情報 システムす なわち,M

エSの 大 きな鍵 をにぎっている。

一方
,一 般 の製造企業 においては,ロ ジステ ィクス情報 システ ムの大部分 を,生 産管理部門が受

け もってい る。以 上の観点か ら,以 下のモデル ・スタデ ィー においては,生 産管理 システ ムを対象

として,そ の システ ム ・スペシフ ィケーシ 。ンが,ど の ような形態 になり,そ の結果,資 金,人 事

情報 システムをも包含す るデー タ処理 システムに,ど の様 な機能が要求されるかを考察 しよう。

さらに,こ の様 な情報 システムを,将 来,経 営者,管 理者 に対 して,よ り計量的,合 理的な情報

をタイム リーに提供す ることにより優れた意思決定 を可能 にする形に まで,発 展 させ てい く時,ど

の様な機能が要求 され るかについて も,合 せて考察 しよう。

3

'
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4-5図 各 情報システムの特色

○

○

主要情報システム

(特 色)oす べての企業に共通 して存在

。 企業のす叉 の部分に関係がある。

o大 量 のデー タを取b扱 う。

oデ ー タの内容は主に内部 歴史デー タである。

◎ 財務情報(金 の流れ)

◎ 人事情報

o経 営 管理 に主に使用

oタ イ ミングは,せ いぜい,月,週 単位である。

o開 発は比較的良 く行 なわれてらる。

◎ ロジステ ィクス情報(物 の流れ)、

o日 常業務管理 に主に使用

0タ イ ミングが重要

O開 発 が遅れている。

・ マーケ ッテ ィング情報

㊥(・ 研究開発情報
・ 戦略計画情報

その他 のシステム

o企 業 に よって性格が大いに異なる。

Oお 互 いに独立 したシステムと して扱え る。

●

出典1「 情報 システ ムの組織法」JO㎞Deardenよb作 成
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4・5モ デ ル の 設 定

一般に製造業は,そ の性格,活 動形態か ら次のような形の分類が考えられる。

(1)製 造 形態

(a)完 成 品組立

(b)部 品 加工

(c)原 材料生産

/

(2)製 品設計形態

(a)完 全標準品

(∋ 準標準品

(c)受 注仕様設計

(3)販 売 形態

(a)見 込 生産

(b)'受 注生産

以上 の分類は,大 まか なものであ り,企 業の形態に ようては,上 記の形態 を複合 した ものが多 く

み られ る。

ここでは,前 章で述べた中堅企業 の形態 によb,次 の3つ のモデル を考え る。

(1)モ デ ルー1:大 型 製品の準標準品の,受 注組立 を行 な う企業

(2)モ デ ルー2:小 型製 品の準標準品の受注組立 を行 な う企業

(3)モ デ ルー5:標 準 設計の部品加工を行 な う企業

ここに,完 成 品組立企業 として,準 標準品一受注 とい う形態 を選ん だのは,次 の理由に よる。

まず,準 標準 品 とい う形態 を選んだのは,受 注設計形態においては,業 務の流れが複雑 であるこ

と,企 業 の一般 的傾向 として,製 品の標準化 が進め られていること,ま た この傾向は今後 も続 くこ

とが予想され ること,完 全標準品は,大 企業以上 に多 くみ ちれ る形態 であることなどである。

受注生産 とい う形態 を選んだのは,中 堅企業の多 くが,こ の形態 を とっていると思われ ること,

部 品段階におい てはプ見込生産の形態 をとることが予想され るため,両 方の形態の分析 に役立つ こ

となどである。
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次 に,大 型製品 と小型製品 により,モ デルを分けたのは,組 立生産企業 に於ける情報システムに,

製品構成の複雑 さが大 きな影響 を与え る と予想される ことである。

図4-4に,モ デル1,モ デル2の 企業 の現在 の概略 ロジスチ ックス情報 フ ロー図 を示す。

このモデル企業においては,製 品受注か らの情報が,生 産部門において2つ に分かれて,一 方は,

その受注製品の製作指示に流れ,他 方 は,部 品展開 を通 して,必 要部品の振 当を行 う。一方,予 測

生産部門 においては,受 注生産部門における必要部品の振当,実 際の組立 時の出庫及び 自身のシス

テム内で発生す る部 品の受け払い などの在庫関係情報 に よる受注予測が出発 点となって,部 品の手

配,加 工 に流れてい く。

モデル5に おいては,予 測生産部分の出発点 として,客 先か らの受注情報 が入 って くると考えれ

ばよい。

・4-5図 に,モ デル企業 の組織図 を示 す。 これは,現 在 の日本の製造業の とってい る組織をモデ

ル化 した ものである。

4-6図 に,ロ ジスチ ックス情報 を主に扱 う,営 業,生 産部門の主な機能 をかかげ る。 この様な

機能毎に,業 務の機械化 が なされ てい くと仮定す る。従 って,4-6図 は,以 後 のMエSの 発展段

階を区分す るための,モ ジュール群 と定義で きる。M工 白の発展段階 にお いては,上 記の機能以外

,の,あ る意味では,よ り重要 な機能(た とえば,戦 術,戦 略的 な機能)が 存在する。 しか し 本報

告 においては よb高 度の機 能を果すための基本 となる機能群のみを取b上 げ る。 これ は,第2章 で

取 りあげた経営情報 システムの全体像 の うち,実 行機能(2-2図 参 照)あ るいは,バ ック ・ア ッ

プす るデー タ ・システムの うち,デ ー タ・エレメン トの大部分を生 成す る機能(2-5図 参照)と

定義できる。 このような機能 も企業 に よって異 なる し,ま た1つ の企業 を取bあ げて も,さ らに多

くの機能があ った り,別 な機能 の分け方 もあるが,本 章では,4-6図 に かかげた機能 を,MエS

の発展段階 を規定するモジ ュール群 として取 りあげる。

また,こ れ らの機能は,お 互 いに関係 しあ って,1つ の フィー ド・バ ック ・ルー プを描 く,実 際

の企業 においては,各 機能は4-5図 にかかげた各部門にわ りあてちれ る。従 って,従 来 の企業形

態においては,各 部門にその機能 を満 たす ための資料が,そ れぞれの部門毎 に配置 されているのが

普通であ った。 そのため,事 務 マニュアルには,伝 票類の流れ として,苛部 門間の移動経路 を示すの

が一般 的であ り,そ の部門で どの よ うな処理が行なわれ るかについては,明 確 な規定が無いのが一

般の形式 であった。 しか し,企 業全体 を一 つの システムとしてみる時,種 々の情報 の流れ を捕える

ためには,部 門名が重要 なのでは な ぐ,そ こでなされる機能が,重 要 となって くる。そ うい う意味

か らも,以 後のシステム設計 の段階で はこの機能 を一つの単位 と して取 り上げ てい く。

次に,4--7'図 に,モ デル企業 の ロジスチ ックス ・システムの大 きさを規定 する量 を示す。4-

7図 においては,シ ステ ム規定量 を,'構 造,注 文回数,遅 れ時間 と大 別 して,さ らにその内容を細

分 してい る。4-7図 に 示 した数字 は,特 定 の企業の数字を示す ものでは無 く,中 堅企業 とい う規
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模 の範 囲内で,個 々のモデルの特性 を,十 分 に表 わ し得 る数字 を示 している。従 って以下 の説明で,

特 定 の商品名 を例 と して,表 わす ことが あって もその名称 には特別 な意味の無 いことを付記 してお
'

く。

ざ らに,こ れ らの数字 はモデルρ大 きさを具体的に捕え るためだけであ り,実 際のシステムの大

きさ,各 企業 によって異 なる ことはい うまで もない。

以上 のモデル設定 により,前 節で述べたMISの 仕事 としてのシステムズ 。スベシ フィケーーシ ョ

ン,デ ータ処理システムの設計,プ ログラミング及びオペレーシ 。ンの5つ の機能 の発展段階,異

なった方式 の費用,効 果等 を分析 してい こう。
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⌒

4-4図

モデル企業の現在の聯 ・ジ巧 ・ス情報 ・・一図

(モ デル1)

くりかえし受注生産部分(製 品生産)

見 積台 帳 見 積

受 注 台 帳 受 注

工程名

日程 計 画

製 品構成表

`

部 品 台 帳

麟)

機種選定

仕様外設計

(設計使用)

予定使用
部 品数

(営 業)

飽

(生 産部門)
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(モ デ ル2)

予測生産部分(部 分加工)

納品実績ファイル

発注 フ ァイル

部 品 台 帳

納品 ファイル

外 注 部 品

購 入 計 画

外

発

補

外注作業指示

部 品 台 帳

材料購入品

外
注
先

出
庫
伝
票

受 注 予 測

中

日
程

内 製 部 品

加 工 計 画

農

工
程
名

目 程 計 画

日
程

面

作 業 指 示

作

人庭伝票

作
業
百

業

受 注 台 ・帳

作業実績台帳

工程チェイン表

工 程 台 帳

作業指示台帳
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社 長

取締役会

4-5図 モデル企業 の組織図

管 理 部 門 経 理 部

人 事 部

総 務 部

企 画 ・ 管 理 部

　 門「 三1蕊

生 産 部 門 産 管 理 都

計 部 ・

産 技 術 部

材 蔀

造 部

査 部
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一
4-6図 仕事の分類

大 分 類 機 能 内 容

引合 ・見積事務 見積書作成 見積台帳作成

〔営 業 〕 受注処理事務
⑨

受注票作成回付 見積台帳→受注台帳

出庫処理事務 請求書作成 受注台帳→売上台帳

サ丁 ビス事務 クレーム受付 ・台帳記入処理手配

統 計 受注統計 売上統計
■

市場調査 原案作成 ・実態調査 ・集計報告

製品計画 新製品の開発計画

受注による設計事務 製造仕様の決定
製 品 設 計

技術計算 機能設計等
(設 計 部)

〔
部品表作成 部 品番号 わ りあて,製 品構成 ファイル作成

生 設計資料作成 技術標準類

客先用資料作成 製品毎の取 り扱い説明書

製造設計及 部品加工手順作成 部品毎の工程,標 準時間,使 用治工具,代 替工程等

設 備 計 画 (検 査等を含む)

(生産管理部) 型治工具設計 製品図面及加工手順により,適 切な治工具開発

(生産技術部) 型治工具製造手配 型治工具の製造手配

産 工場設備管理 設備計画,購 入,保 守 管理 ・
〕

生 産 計 画 大 日 程 設備計画,人 員計画の作成(過 去の生産実績か らの予測)

及 製造指示 中 中 程 工場能力計画(数 ケ月程度までの工場能力計画)

④ 造部) 小 日 程(製
造指示)

進渉管理

作業票発行,日 程表作成

作業票受理,日 程表との照合,遅 延 ・不良その他処置,
実績原価計算へ

在庫受入 外注より受入,工 程より倉庫受入,実 績原価計算

資 材 管 理 在庫払出 工程要求 よりの払出,外 注先へ支給

(資 材 部) 引 当 生産予定品の引当

在庫計算 需要予測 ・発注量 ・発注点計算

外注管理 外注発注,納 品,督 促業務

検 査 検 収 不良通知発行

(検 査部) 不良報告 品質管理報告作成
.
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4r7図 モ デル企業 のロジスチ ックス ・システム規定量

シ ス テ ム 規 定 量 Model1 Modeユ2 Modeユ5 備 考

構 造

(1)総 従 業員'

(2)総 製 品種類

(シ リーズ数)

(1シ リーズ機種)

(5)総 部 品種類数

(含 製品数)

サ ブアセンブリ数

機械加工部品数

購入部品数

④1製 品当 り部品数

製品構成 レベル数'

(5)工 程 種類数

(6)1製 品当 リ工程数

(7)1部 品 当 リ工程数

(8)外 注 先数

(9)得 意 先数

1,000

100

{、言}

1α000

1,000

1,400

Z500

1,000

4

100

20

10

500

2,000

1,000

500

{;6}
10,000

500

1,000

aoOO

100

3

100.

5

10層

500

100

1,000

50

{1毛}

10,000

0

470

500

50

2

50

1

10

50

5

親製品から,最 終部品
に至る製品構成の レベ
ル数

最終製品の組立工程数

注文回数

見積回数有1月

受注回数1月
(製 品製作指示数)

部品発注回数1月

部品内作指示数1月

50

30

1,000

500

5000

2,500

1,000

500

20

20

100

20

遅れ時間

見積 一受注期 間

受注 一売上期 間'

発注 一納 品

加工 リー ドタイム

'1
.5ケ 月

5ケ 月

2ケ 月

α5ケ 月

、

α2ケ 月

α5ケ 月

1.5ケ 月

α1ケ 月

α2ケ 月

1

α5

α5
.
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4・4 シ ス テ ム ズ ・ス ベ シ フ イ ケ ー シ ヨ ン

経営情報 システムを開発す る最初の引 き金は,現 実の企業に存在するニーズであろ う。 もちろん,

この様 なニーズは,そ の企業の現状の形態,外 部要因等によって,種 々雑多なものが存在する。 さ

らに特定の企業 においても,経 営情報 システムを開発 しようとするニーズは,時 間 とともに変 わっ

てい くであろ う。 この ようなことは,第2章 で述 べたシステムのライフ ・サ イクル,或 いは,第5
ノ

章 のMエSの 発展段階 とい う概念 で表わせ る。 この ようなニーズが存在す るとい うことは,現 実 に

何 らかの問題 点が あ り,し か もそれ を認識 してい るとい うことである。'中堅企業 を始め とす る企業

を例 にとれば,MエSに 対す るニーズが現実 に存在す るのは,現 在 の社会情勢,技 術水準等の外的

要因,及 び企業内部 にかかえている内的要因がか らみあってい る。外的要因 としては,人 手不足の

深刻化,市 場 の拡大 と多様化,テ レビ等のマス ・メデ ィアの発達,電 子計算機及 びその利用技術の

発達,そ れ らに併 う競争 の多様化等 々があげ られる。 内的要因 と しては,企 業の発展に よる業務の

複雑化,経 営者 が 日常業務の細部にまで目を通せな くなったこと,さ らに変化 の激 しい企業環境 に

対応 してい くために,種 々の情報 が必要 なこと,し か も,そ の必要 な情報 を,タ イ ミングよく必要

十分 に,.し か も正確 に提供することが困難 な組織 及び業務内容等々がある。

これ らのニーズ を解決ナるため に,従 来製造過程 を中心 に進 め られた合理化が,事 務の合理化 に

まで進 め られてきた。 しか もその要請 に答える事務機械 も,電 子計算機の出現 により,多 くの問題

点を残 しなが らも従来 より一層の発展をみた。 もちろん,す べての企業が,事 務の合理化,あ るい

は,経 営 情報 システ ムの開発 のために電子計算機が不可決 の道具で あるとい うわけでは無 い。企業

の形態,規 模,経 営者 の考え方等 によっては,電 子計算機が必ず しも,万 能で無い ことは明白であ

る。 セ シター ・ファイル ・キャビネ ットを設置 して,十 分な効果 をあげた例 も報告されている。※

しか しなが ら,電 子計算機の大幅 な普及によb,中 堅 企業 と呼ばれる規模の企業 のMエSを 考 え

る時,電 子計算機 の利 用を前提 としてMエSを 考え ることは,現 在 ではそん なに大 きな問題は無い

で あろ う。

中堅企業 において も,MエSに 対す るニーズは,多 種多様で あろ う。ある企業 では,新 製 品の開

発 のための情報システム,た とえばマーケ ッデ ィング情報システムに大 きなニーズ を持 っているか
　

も知れ ない。 またある企業では,技 術情報 システムの開発が当面のニーズで あると考 えている企業

もあるだろ う。

※ 「一ある零細企業のMエS」 守 岡道 明 プレジデ ント 44年5月 号
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ここでは,'前 章 の中堅企業 に関する調査結果 を考慮 に入れ
,生 産管理を中心 としたオペ レーシ』

ナルな情報 システムの開発 に,現 在のニーズが存在す ると仮定 して話 を進め よう
。 これは,こ の様

なオペ レーシ 盲ナルな情 報システムによって作成 されたデータ ・エレメン トを使
って,次 の管理者,

経営者のための情報 システムが形成 されてい くと,考 えられるか らである
。

それでは,こ の楡 ニーズを受けて,シ ステ・ズ ・スペシ・,ケ ーシ 。ン纏 めゐ 時
,、どの様な

作業が必要 であろ うか。

茸 第1に ・繊 化しようとする灘 汲 び各離 間の繍 の流れを論 理弊 把握す・・とで
ある。 この ことは,現 実の情報 フローをもとに しなが らも,そ れに とらわれることな く

,経 営者の

示す方針 に沿 った形 での把握が必要 であろ う。

第2に,標 準化 の問題がある。個 々の機能が,お 互いに独立に機械化 されている段階では,そ れ

程大 きな問題は無 いが,各 種 の業 務を相互 に関連・させた形での機械化 を図る時には,非 常に重要 な

問題 となる。

こρ ような作業 を背景 として,モ デル企業 におけるシステムズ ・スペシフィケーシ ョンを次の5

つの段階に分けてみる。

(1)個 別業務の機械化

内部・現状データの把握

(2)オ ペ レ ー シ 冒ナ ル ・ トー タ ル ・シ ス テ ム

内 部 ・歴 史 デ ー タ の 定 ま っ た 形 で の 活 用

(5)電 子計算機の経営への積極的利用

内部 ・外部データの任意の形での活用

(1)の段 階は,電 子計算機 を利用 している中堅企業 の殆 どの現状で ある。(第5章 参照)
.従って,

この段階 を,現 状 の出発点 として,(2),(5)の 段 階に至 る過程 を考えてい くことにする。

4-8図 に,モ デル企業 の5段 階 におけるシステムズ ・スペシフィケー シ.ン の例 を示す。 これ

ノ

は,企 業の ロジスチ ックス情報システムのすべてを表わす ものでは無いが,4r6図 にかかげた諸

機能の機械化 を行 な う時の代表 と して取b上 げた。 この うち,第5段 階にっいては,MエSの 最 も

重要な局面であ り・システムズ ・ス ペシ フィケーシ 日ンの段階で最 も綿密 な調査分析が行なわれな

ければいけない部分であ り,前 段階 においても,常 に この段階 を考慮に入れてシステム設計が行 な

われ なければ な らない。 しか しなカ1ら,要 求される情報 は,企 業の性格,経 営者,問 題に応 じて大

幅に変 わる部分であるので,一 般的に,シ ステ ム内に含 まれ る任意の資料要求に応 じられるシステ

一・56一



ムとい う形の定義を行 な う
。

さらに4-8図 に は,各 システ云におけ る入 力,出 力,タ イミング,使 用 ファイルの名称を示 し

ている。実際のシステムズ ・'スベシ フィケーシ.ン では,さ らに,こ れを細か く記述することが必

要である。すなわち,入 出力データの媒体,も り込 まれる項 目,及 びフオマ ット,デ ー タの発生,

経 由す る組織名等 々。

段階1か ら段階2へ の発展の大 きな局面は多 くの機能が相互 にか らみ あった形で の処理が行 なわ

れるよ うに している点である。例を発注処理 について考えてみ よ う。最初ρ段階 にむいては,あ る

部品を発注 した時 には,そ の発注数を,在 庫部 品台帳の発注残数にプラスす るだけでよいであろ う。

しか し,そ の ような処理が進め られてい く時,必 ずや,注 文書 にもられ てい る他 の多 くめ情報を,

何 らかの形 で記録 しておいて,そ れ らを適時利用 したいとい うニーズが 出て くるであろ う。たとえ

ば,外 注先別 に発注中の ものを知 りたい とか,部 品別 に過去 の納入実績(単 価,外 注先,納 期等)

を 使 って,原 価計算 を行 なった り,将 来の管理資料 の作成を行な う等々。 この様 なζとを行 なうた

めには,必 然的に使用す るファイルの内容 も増え,種 類 も多 く持つ必要が出て くる。4-9図 に,

段階2ま でで使用する代表的 と思 われ るファイル を定義 した。 これ については,企 業の形態,デ ー

タ処理 システムの制限等か ら,異 なった形式の もの も多 くみ られるだろ う。

ここでは,生 産管理関係に主眼 を置 いたため経理関係 のファイルについては,詳 細 を省略 した。

各 ファイルの主索引項 目,従 索引項 臥 その他の項 目,レ コー ド数,及 び これを決め るシステム規

定量をかかげ ている。主索引項 目とい うのは,こ のファイル内の各 レコー ドを代表 する項 目である。

従索引項 目とは,主 索引項 目以外で,各 レコー ドを索引す る可能性のある項 目名である。実際のシ

ステム設計においては,各 ファイルについ て,よ り細かな内容 を定義することが,必 要で ある。す ,

なわち,個 々の項 目の大 きさ,他 の ファイル内の項 目との関係,レ ポー ト作成時のヘ ッディング ・.

フォーマ ット等 々。

段階2か ら,段 階5に 至 る過程 は,段 階1か ら段階2に 移 る過程が比較的連続 的であ ったの に比

べると,極 めて ドラスチ ックな変化 とρえ る。 この段階では,経 営者は電子計算機 を経営の道具 と

して,そ の意思決定に大 きく役立 たせ る ことが できる様 になるだろ う。そのためには,情 報 システ

ム内に含 まれる ファイ'ルの内容,そ の構造 も,段 階2ま でに比べる と,格 段の複雑 さが要求される

様に なるだろ う。

この様 なMエsの 発展が,デ ー タ処理システムの設計 に,ど の様 な影響 を与 えるかを次節以下で,

考 察 しよう。
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4-8図 モ デル企業 の生産管理情報 システムの開発段階

段階 方 針 の 定 義 シ ス テ ム の 範 囲 入 力

ω

① 販売統計を迅速に出す 見積事務

{
受注事務
売上事務

見積書(日)

受注書(日)

製品納品書(日)

② 生産部門事務のネ・ク 在庫受入

部分の機械化 払出 製品受注書(日

引当 注文書(日)

現
A

発注 部品納品書(日)

出庫伝票(日)

状

部品展開 入庫伝票(日)
'

・.

① 生産管理全般にわたり 進渉管理 作業票

②

志

向

中

台帳を機械の中に持た
せる

② 簡単な予測 ・計画の為
の資料を作成する

♪

中日程計画 中期受注計画書

の

段 ・発注及日程計画 短期生産計画書

階
・外注管理

進渉管理

① データを任意に抽出 し

(ex)見積時
の資料要求 資料要求

加工 し,報 告す る。
(5) 任意の生産計画に対す
よ

り

高

度

な

M

エ

s

る工場の能力計算
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一
出 力(タ イミング) 使 用 フ ァ イ ル 関 連 シ ス テ ム

失注統計(月)

}曇匡lll召;

在庫状況表(;)

見積番号 ファイル

製 造番号 ファイル

失注統計 ファイル

売上 ファイル

製 品構成マスター

部 品番号 曜

外注注文番号 ファイル

(シ ステム名)(フ ァイル)

売 掛金計算(売 掛金ファイル)

(得 意 先 ファイル)

買掛金計算(買 掛金 ファイル)

(外 注 先 マスター)

給 料 計 算(人 事マスター)

そ の他財務会計計算

製番毎実績 ・余力表

(月)

工程毎実績 ・余力表

(月)

部品将来状況表(月)

組立工程毎負荷予定表
(月)

部品注文書(週)

部品加工指示書(週)

作業 指示 ファイル

作業 実績 ファイル

工程 マスター

工程 チュイレファイル

部品番号 マスター

製品構成 マス ター

外注注文番号 ファイル'

外 注先 マスタ

作業指示 ファイル

管理会計計算

人事情報管理

費 料(随 時)

・

各種の相互に関連づけら

れたファイル
企業戦略 システム

マー ケテ ィング情報 システム
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4-9図 フ ァイルの定義

フ ァ イ ル 名 主 索引 項 目 従 索 引項 目 .従 索 引 項 目 従 索 引 項 目

人事 ファイル 人 名 部 門 名

見積番号 ファイル 見 積 番 号 客 先 機 種 コ ー ド 担 当 部 門

製造番号 ファイル 製 造 番 号 客 先 機 種 コ ー ド 担 当 部 門

失注 ファイル
1

見 積 番 号

売上 ファイル 製 造 番 号 客 先 機 種 コ ー ド 担 当 部.門

得意先 フ ァイル 得 意 先 名 取 引 銀 行 名

部品 マスター 部 品 番 号

製 品構成 ファイル 親 部 品 番 号 子 部 品 番 号

発注番号 ファイル 発 注 番 部 品 番 号 外 注 先 番 号

外注先フ ァイル 外 注 先 名 取 引 銀 行 名

納品 ファイル 部 品 番 号 発 注 番 外 注 先 番 号

作業指示 ファイル 作 業 番 号 部 品 番 号 工 程 番 号

作業実績 ファイル 部 品 番 号 作 業 番 号

工程チュイルファイル 部 品 番 号 工 程 番 号

工程番号 ファイル 工 程 番 号

財務会計関係
、

管理会計関係

・
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そ の 他 項 目 レ コ ニ ド数 システム規定量 との 関 連

本給他給料 関係,学 歴,役 職,資 格etc (人 員 数) 従業員数

台数 ・納期 ・金額 ・見積年月 日,有 効期 限 (現 見 積 数) 見積数及見注受注期間

胃 回 ・ 注文年月 日,納 期 (現製造手配数) 受注数及受注一売上期間

(見 積 番号 ファイル)失 注理由' (過 去 失 注 数) Σ失注数

(製 造番号ファイルと同じ)実 納期 (過 去 売 上 数) Σ売上数

住 所,teユ 等, (得 意 先 数) 得意先数

タイプ,在 庫分類,単 価, .現 在 庫状況 (部 品 数) 部品数

必要個数,実 効 日 (頬 部 品 数) 製 品数+サ ブ・アセスプリ数

個数,納 期 (現 発 注 数) 発注 回数,発 注 リードタイム

住所,teユ 等,過 去発注納入実績 (外 注 先 数) 外注失数

個数,納 期,不 良数etc. (購 入 部 品 数) 購入部品数

個数,標 準時間,納 期, (現在作業指示勤
内作指示 回数

内作 リー ドタイム

個数,作 業実績 (加 工 部 品数) 加工部品数

標準時間,必 要工具 (加 工 部 品 数) `

機械数 ・能力 ・過去作業実績 (工 程 数) 工程数

・
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4・5 デ ー タ 処 理 シ ス テ ム

4・5・1デ ー タ 処 理 シス テ ムの 評 価方 法

システムズ ・スベ シフィヶーシ 。ンが与え られた時,デ ー タ処理部門の最 も大 きな責任は,与 え

られた仕様 を満 たす最適 なデー タ処理シス テムの設計 を行 な うことであろ う。 このためにはデー タ

処理 システムの評 価を行 わなければ ならない。一般的に この様 な評価 を行 う時は,数 種のデー タ処

理 システムの代替案 を設定 し,そ の各 々について,与 え られ たシステ ムズ ・スペシフiヶ ーシ.ン

に対する性能 を比較す ることになる。その様 な評価 が数量的 になされるなら,非 常にメ リットが あ

るが,評 価基 準は,幅 広い範囲 で考慮す る必要が あり,数 量的 にはつかみに くい因子 も多 くあるの

で,一 般 には困難 なことであろ う。

ここでは,そ の様 な評価方法 の一試案 を示 し,そ れ を,わ れわれが問題に しているシステムズ ・

■スペシフ
ィケーシ 。ンに適用 して,中 堅企業 にて可能 な幾つかのデー.タ処理 システムの代替案につ

いて比較 しよう。

システ ムズ'ス ペシ
,フィケLシ ・ンで与え られた個 々の業務について・種 々のデー タ処理システ

ムの代替案で比較 する ことは,大 変 な作業量 を必要 とす る。 そ こで,多 くの業務処理か ら,代 表的

な もの を抽 出 し,そ れ を数個の 「標準業務処理形態 」と して,こ れについてデータ処理 システ ムの

代替案を検討す ることに しよう。そ うすることに よって,シ ステム全体の評価 は,と れ らの,標 準

業務処理形態 の評価値 の総和 と して,表 わす ことがで きるだろ う。

それでは,こ の様 な 「標準業務処理形態」を,評 価 す るには,ど の ようにすればよいであろ うか。

デー タ処理 システムの性能 を表 わす 「評価因子 」(た とえば,機 械処理時間 ・必要 プログラムステ

ップ数等 々)を 考 え,こ れを 「システムズ ・スペシ フ ィケーシ 。ンで規定され るパ ラメー タ」(

た とえば,フ ァイルの レコー ド長,入 出力媒体等 々)と 数個 の代替案に よるデータ処理 システム内

で制御で きるパ ラメー タ」(た とえば,機 械構成,プ ログ ラ ミング ・システム等 々)の 関数 に よっ

て表 わす。 次に,制 御パ ラメー タに付随す る 「コス ト因子 」(た とえば,レ ンタル料,プ ログ ラマ

ー人件 費
,諸 経費等 々)と,上 記で求めた 「評価因子」 とを,決 め られた関数関係で結びつけるこ

とに よって,与 え られた 「標準業務処理形態 」に対 して,そ れぞれの 「制御パ ラメー タ」 に対応す

る 「評価 関数 」が得 られるだ ろ う。

この 「評価 関数 」を,シ ステムズ ・スペシ フィケー シ 。ンで与 え られたすべての業務処理 につ い

ての和 をとれば,シ ステム全体の 「制御パ ラメータ」についての評価値が出 る。 この評価値 を最適

にす る 「制御 パラメー タ」群 を見 つけ出 し,こ れに よって定 まるデー タ処理 システムを設計すれば

よいo

上記 の考 え方を,4-10図 に示す。
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この様 なことを,多 くの 「評価 因子」,「 パ ラメー タ」,「 コス ト因子」について行 うことは,

殆 ん ど不可能 とい って よい。特 に,評 価因子 と して,実 際機械処理時間 とい う様に,比 較的,定 量

的に把握 できるもの もあるが,逆 の因子 として,変 更処理がスムーズにで きる為の メリット,プ ロ

グラマの負担が小 さ くてすむ メリット,電 子計算機 を利用で きる人の増加に よるメリ・ト等,定 量

的には,把 握する ことが困難 であ り,し か も,シ ステムを評価す る上で,非 常に重要 な評価因子 も

ある。

以下においては,デ ー タ処理システムに大 きな影響 を与 えると思われるパ ラメー タとして,次 の

様 な ものを選び出 し,各 代替システ ムの,モ デル企業 に対 して応用 した時の問題点 を見つけ出す こ

とにする。

(1)シ ス テムズ ・スペシフィケーシ 。ンに より定まるパ ラメー タ

(i)タ イ ミング

(ji)フ ァ イルの利用方法

Cibレ コー ド量

(2)デ ー タ処理 システム上のパ ラメータ

・(i)機 種 及び構成

⑩ ファイル記憶装置

① 磁気 テー プ装 置

② ランダ ム ・アク セス装置

⑩ ファイル処理 プ ログラム

以 上の考 え方に よる本節 でのデータ処理 システムの評価方法 のや り方を,4-11図 に示す。
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4-10図 デ ー タ処 理 シ ス テ ム の 評 価 方 法

シ ス テ ム ズ ・ス ペ シ フ ィ ケ ー シ ョ ン

∨ プ

標準業務処理形態へ の分類

形態
・

4

デ ー タ処理システ ム上 の

制御 し得 るパラ メー タ 」

シス テ ム ズ ・ス ペ シ フ ィ

ケ ー シ ョ ン に よ っ て 定 まる

パ ラ メ ー タ

ら つい

▽

評価因子ij-fij(制 御 パラメータ 」・固定 パ ラメータ)
'

'

態i

つ い

対応する

』ス ト因子 」
レ

評価 関数ij-gij(コ ス ト因子 」,評 価因子i3)

㊦7

、

システ ムズ ・スペシフ ィケー シ ョン

全体 の評価Ej=hj(gij)
. 、

㊦7

Ejを 最 適にす る制御パ ラメータ・jの抽出

↓
データ処理 システムの設計
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(1)タ
,イ ミ ン グ

(2)フ ァイル 利 用 方 法

(5)マ スターレコ 頃'

トランザ クシ ョン量

4-11図 本 節での評価方法

業 務 処 理 の 列 竺

標準業 ≡ 理形態 の抽 出

形態i

に つい て

(職 種 構 成
、

(2)フ ァイル記憶 媒体

(司フ空 理　

(標 準 ノこラ メ 一 夕)

モ デ ル企 業 の業 務 へ の適 用

出抽の点題問
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4・5・2標 準 業 務 処 理 形 態

前節 までに提起 したMISの 発 展段階の うち,段 階2ま では,十 分なシステムズ ・スペシフ ィケ

ーシ.ン が行 なわれ て,そ れ をもとに,デ ー タ処理 システムを設計することになる。 この ことは,

デ ータ処理 システムの設計 に大 きな影響を与え る次の様 な因子が,あ らか じめ,明 確 に与 えられて

いる ことで ある。

(1)デ ー タ処理の タイ ミング

(2)処 理 す る情報 の種類 とそ の相互 関係

これ らは,b互 い に深 く関係 しあ って,デ ー9タ処理 システ ムの設計に大 きな影響 を及ぼすが,ま

ず,(2)の 問題 につい鳴 そ の内容 を明らかに し,そ れに よb,処 理 す る業務形態 を分類 し,そ れ に

対 してデータ処理 システ ムの代替案 を適用 して,各 シス テムの利害得失 を論 じよう。

次に,そ の うちの代表的 な業務形態について,タ イ ミングの違 いによるデータ処理 システムに与

える影響 について考察 しよう。

情 報 とは,あ る「・事象」に関する 「属性」 を表現 した もので ある・といえ る。 これは,た とえば,

「従業員 」 とい う 「事象」 に対 して,本 給,勤 続年数,学 歴,資 格,等 々の 「属性 」を,考 えれば

よい。一般 に電子計算機 でのファイルは,各 事象 に対 して,複 数個 の属性 を列記 した形で表わ し,

これを レコー ドと呼んでいる。 この間では,各 事象の関係は考え られていない。
.

(2)で述 べた,情 報間の関係 とい う時,段 階2ま でのMエSを 考えるなら,一 般 に,事 象間の関係

をさ している と,.考 え て もよいだろ う。実際 の計算機 においては,こ れ らの事象は,何 らかの順序

で並べ られてい る。 吃 とえば部品 ファイルは,部 品番号順 に,入 事 ファイルは,従 業員番号順であ

ろ う。 これは,一 つの ファイルの構造 を表 わ している といえる。実際の業 務においては,事 象群 に

対して,パ ろいうな形の構造が要求 される ことが多い。た とえば,部 品 レコー ドを考え ると,通 常

の在庫状況 を報告す る時には,部 品番号順で もよいが,受 注された製品に対す る必要 な部品を求め

る時は,そ の製 品構成 を表 わす構造が要求される。部 品の発注 レコー ドを考 えて も,あ る時は,発

注部品番号毎 のレコー ドが要求され,あ る時 には,外 注先毎の レコー ドが要求 されるだろ う。'

そ れでは,一 般 に,事 象間 の構造は,ど の ような形 で表 わせ るだろ うか。 これには,あ る事象を

端点 として,こ れ と対応関係 にある事象に対 して,矢 印をもつ線 で結べ ば よい。 この対応関係が,

同等 な場合 には,両 方か ら矢印の もつ線が出ていると考えれば よい。'あるいは,各 事象 を,行 と列

にそれぞ れ並べ,対 応関係のある所 には,1,な ㊤所 には,0を 入 れた行列の形で も表わせる。 こ

れ らは,そ れぞ れ,有 向グラフ,接 続行列 と呼ばれている。 こあ ような例を,4-12図 に示す。

接続行列表示 によれば,列 の方か らみる ことにようて,矢 印 とは逆の方向の構造 が表 わせること
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になる。 これは,複 雑 な構造 を扱 う場 合には,し ば しば有効な手法 である。

実際の業務 にお いて,よ く現われ る事象間の構造には,ど の様な ものがあるだろ うか。

最 も一般的 な構造は,順 序構造 である。 これは,4-12図 の左側の ような形で表わせる。

次に段階2で の業務処理 の例にみ られ る部品 レコー ド,発 注 レコー ド,納 品レコー ドの ように,

1つ の部品 レコー ドに対 して,一 般に は,複 数個の発注レ コー ドがあり,ま た,tつ の 発注 に対 し

て,分 納 などが認 められてい る時 には,複 数個 の納品 レコー ドが対応す る。逆 に,1つ の納品 レコ

ー ドには
,aつ の発注 レコー ドが対応 し,1つ の発注 レコー ドには,1つ の部品 レコー ドが対応 し

ている。この様な構造 は,階 層構造 と呼ばれている。Ct'tfr:t,4-12図 の右側 のような形で表 わされる。

さ らに,製 品構成の例のよ うに,1っ の製品に対 じて,多 くの部品が ツリー状に対応L,逆 に1

つの部品が1つ 以上の親 に対応づ け られる構造 もある。 これは一般 には,非 常 に複雑な構造 となる。

ここでは,上 の5つ の場合を,段 階2ま でのMISに 多 く現 われ るファイル構造であると定義 しS

そ の各 々の構造 を使用す る業務 を標準業 務形態 と名付ける。

すなわ ち

(1)標 準 業務処理形態一1

順序構造 レコー ドを扱 う業務

(2)標 準業務処理形態 －II

階 層構造 レコー ドを扱 う業務

(5)標 準業 務処理形態 一皿

より複雑 な構造 を もつ レコー ドを扱 う事務

以下 の例に拾いては,各 形態 について,具 体的 な業務例をあげて,比 較検討す る。.

4-15図,14図 に,段 階1及 び段階2の 具体的 な業務例 と,使 用するファイル名,'入 出 力,

タイ ミング及び標準業務処理形態への分類 を示す。
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4-12図 事象間構造の表示法

有 向 グ ラ フ

,フ ①

一フ
◎一一ー一 ④' ぽ
接 続 行 列

① ② ③ ④ ⑤

①01000

②OO100

③00010

④00001

⑤00000

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

①0111000

②0000110

③0000001

④0000000

⑤0000000

⑥0000000

⑦0000000

出所:「 情報システムの設計」 小林功武

事務と経営1969,11
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4-15図 段 階 一1に お け る デ ー タ処 理 シ ス テ ム の 概 要

ラ ン 番 号 業 務'名 処 理 名 マ ス ター ・ フ ァ イ ル1

1 見 積 処 理 見積回数/月

1

見 積 番 号 フ ァ イ ル

2 受 注 処 理 受注回数/月 製造 番 号 。。 イ 万

5 '失 注 処 理
失注回数/月 失 注 フ ァ イ ル

4 売 上 処 理 売上回数/月
、

売 上 フ ァ イ ル

5 受 注 時 部 品展 開 受注回数/月 在 庫 部 品 マ ス タ ー

部 品 発 注 処 理 発注回 数/月 ノノ

6

部 品 納 品 処 理 納品回 数/月 〃

社 内 出 庫 処 理 出庫点数/月 〃

社 内 入 庫 処 理
・

入庫点数/月 〃

7 売 上 時 部 品 展 開 売上 日数/月 〃

8 給 料 計 算 従 業 員 数 入 事 マ ス タ ー

■



マスター ・ファイル2 ト ラ ン ザ ク シ ョ ン
レ ポ ー トフ ァ イ ル 処 理 形 態 タ イ ミ ン グ

フ ァ イ ル

1

新規見積 レコー ド 新規見積状況
、
標 準 一1

、

'見 積 番 号

フ ァ イ ル 新規 受注 レコー ド 〃 受注状況
月

見積 番号 プアイル 新規失注 レ コー ド 〃 失注状況 〉標 準 一 兀
〉

`

製造番号 ファイル 新規売上 レコー ド 残見積状況

新規売上状況
ノ

製品構成 マスター 受 注 フ ノイ ル 残 受 注状 況 標 準 一 皿 、

音間 引当量 ノ

発 注 レ コー ド 、

(発 注報告書 ＼

納 品 レ コ ー ド (納 品報告書
'月

出 庫 レ コ ー ド 〉在庫状況表 〉標 準 一1

か
〉 週

か

入庫 レコー ド 日

製品構成マスター 売上プアイル 標 準 一 皿 ノ

当月勤怠デー タ
ノ給 料 明細 書 ノ 標 準 一1 月

＼

■
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4-14図 段 階 一2に お け る デ ー タ 処 理 シ ス テ ム の 概 要'

ラン番号 業 務 名 処 理 名 マ ス タ ー ・ プ ア イ ル1 マ ス タ ー ・ フ ァ イ ル2

1

工場負担統 計

① 製 番 毎

② 工 程 毎

加 工 部 品 数/

×

ノ
平均工程数/月

1

作業実績 ファイル

工程 マス ター

2 部 品 需要 予測 離 調 量イ月

.

部 品 マ ス タ ー

、

製品構成 マスター

5 工 程負 荷 予測 カ[〔[計画量/月

.

工 程 マ ス タ ー 工 程 チ ェイン・ マ ス ター

4 発 注 処 理 発注 点数/月 部 品 マ ス タ ー 外注先 マスター

.

5 納 品 処 理 納品 回数/月 部 品 マ ス タ ー 外注先 マス ター

6 作 業 指 示 加工部品数/月 部 品 マ ス タ ー 工 程 チ ェイン・マ ス タ ー

7 作 業 完
1加工 部 品 数

〉ぐ

陪 均 工 程 数

1

部 品 マ ス タ ー 工程 マ ス ター

●
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、

マ ス タ ー ・ フ ァ イ ル5 トランザ クジョン ・プ アイル レ ポ ー ト ・ フ ァ イ ル 処理形態 タ イ ミ ン グ

製番毎工 数報告 標 準 一1 月

エ程毎工 数報告

.

受注計画レポー ト 部 品 必 要 報 告 標準 一皿 月

部 品 マス タ ー 加工計画 レポー ト 工程負荷計画報 告 標 準一皿 月

注 文 書 週
外注 注文番号 フ ァイル 発注部品レ ポー ト 標準一 皿 か

発 注 報 告 書 日

・

'

外注注文番 号 プアイル 週

納 品 レ コ ー ド 納 品 報 告 書 標準 一五 か

(4)納 品 フ ァ イル 日

工 程 マ ス タ ー 作 業 票 週

加工 指示部品レコード 標準 一皿 か

(4)作 業 指示フ ァイル 加 工 指 示 報告書 日

作業指示 ファイル 週

加工 完 作 業票 作 業 進 渉 報 告 標準 一∬ か

④ 作業実績プ アイル 日
令

一72一



4・5・3機 種 構 成

ある企業が,電 子計算機 を単独利用する時 に,レ ンタル料,人 件 費,そ の他経費を含 めて出費可

能な金額は,通 常,売 上 高の0.5%で ある といわれている。 中堅企業の売上高は年間,数 億 円～1

00億 円程度 と考 え られ,平 均,20億 円弱で ある。

さらに,電 子計算機関係の総経費は,レ ンタル料 の約2倍 程度かかるとされている。従 って,中

堅企業 が単独利用 によって,所 持 し得 る電子計算機 の規模は,レ ンタル料 にお硲て,最 大の会社で

200万 円/月,平 均 としては,50万 円/月,程 度の機 種構成である。 この範 囲の計算機 は,小

型機 と して分類 され る。本書vateい ては,機 種構成 のモデル として,IBMシ ス テ ム560シ リー

ズを取 り上げて,種 々の比較 を行 な う。 さ らに,構 成 については,AuerbachStandardEDP

RepOrtの 記法 に従い,次 の様 な分類 を行な う。

構 成 皿:4一 テ ー プ 事 務 シ ス テ ム(最 小)

"皿 二6一 テ ー プ事 務 シ ス テ ム(標 準)

〃 皿R:5百 万 バ イ ト ・ラ ン ダ ム ・ア ク セ ス ・シ ス テ ム

ほぼ上記の レンタル料の範 囲で,各 モデルか ら,テ ープ ・システ ム,ラ ンダ ム'・アク セス ・シス

テムを選び出 した結果 を,4-15図 に示す。 この うち,20一 皿,20・ 一皿Rは'、 中堅企業の上

位層,50一 皿L50一 皿Rは,最 上位層が,所 有可能な機種 といえ る。

この4機 種 を,本 節で扱 う,機 種 構 成 とし,こ れ以上の大型については,次 章以 下で考慮す る。

560/20と560/30と の 性能上の大 きな違いは,サ イクル ・タイムの違い以外 に,モ デ

ル50で は,マ ルチ ・プログラ ミングの機能を有す るとい うことである。 これ は入出力処理 と, .セ

ン トラル ・プロセサー の処理 を並行 して行な うことがで きるとい う点で,計 算機の性能に大 きな影

響 を与 える。モデル20に お いては,磁 気テープ操作,ラ ンダム ・アクセス装置の読取,書 込操作

は,1405プ リンタに よる印刷作業 を除いては,C.P・U.処 理,他 の低速の入 出力装置 の処

理 とオーバー ・ラップ して行 なうことがで きない。従 って,C.P.U.時 間は,.C.P.U本 来

の処理 だけではな く,周 辺装置の読取,書 込 時間 に も影響 される ことに在る。

以上 の理 由に より,次 節以 下の時間比較 においては,主 に,C.P.U.時 間 を比較 することに

より,各 システムの性能を論ずる。'

さ らに,カ ー ド・ベースの小型機 も考え られ るが,性 能 の点で格段の差があるので,参 考程 度に

とどめた。
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4-15図 機 種 ・構成

'

機 種
20一 皿 20一 皿R 30一 皿 30一 皿R

構 成
モデル名

仕様

/ン タル 料

(ド ル)

モデル名

仕様
レンタル料

モデル名
仕様
レンタル料

モデノレ名

仕様
レンタル料

・

主記憶装置 バイト a192 16,584 16584 16,584

サイクノ叱タイム) 56us
56us 1.5us 1.駈6

(バ イ・ト

プ ロ セ シ ン グ

202〔LC2 800 2020≒D2 1,515 2050-D

50
1,850

.

2030-D
30
1,830

ユ ニ ッ ト

(1マ ルチ (1マ ルチ

チャネル) t去 ネル)

プ リ ン タ ・ キ ーボ ー ト
P 1051 」

227 1052 227

1052

一

カー ド ・リーダ
2501-A1

221

2501-A1

221

2501三B1
268

2501-B1

268

(カ ー トン分) 600 600 600 600

カ ー ド ・パ ンチ 1442～5 1442-5 1442-N2 1442-N2

286 286 575 575

(フル ・か ドン分) 91 91 91
91

プ リ ン タ 1405-7 1403-7
2821-2 620 2821-2 620

856 856

(ライン/分)

'

600 600 」40ふ7
650

1405-7 650

一

磁 気 デ ープ ・ユニ。ト 2415-2 2805-1

及制御装置 1,240
・

2401×6 2,740

(バイト/秒) 1,500 5叩00

磁 気 ディスクドライブ 2311-12 2841

及 制御装置 ×2台 952 2511×2 1,720

チ ャ ネ ル 4658 シ レク タ 221 シ レク タ 221

入出力 155
・

オ プ シ ョ ン
十進演算 25 十進演算 25

外部割込 50

記憶保護 155

(⇔ レ) 3,558 ゑ630
6,956 6,111

レンタル料

(円) 128万 130万 250万 220万

出 所:AvθrbacbStandardEDPrθport
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4・5・4標 準 業 務 処 理 形 態 一1

この形態において扱 うファイルは,一 種類の レコTド が,あ る1つ の事象を表 わす番号順 に並ん

でいると考える。すなわち,単 一 目的 ファイル を処理する業務 と定義できる。 この ようなファイル

を処理す る代表的 な業務例 としては,ト ランザクシ 。ン ・ファイルに より,こ のマスター ・ファイ

ルの内容 を更新する とい う業務が ある。'この様な業務 を,標 準問題一と して,そ の処理 フロー図を,

4-16図 に示す。給与計算,単 純 な在庫受払,な ど,各 企業 において最 もよく現われる処理形態

であろ う。

テー プ ・システムにおいては,処 理 され る トランザクシ 。ン ・ファイルは,あ らか じめ,何 らか

の方法で・事象芦号順に並べ古 く必要が ある・ ラ・ダム●アクセス・システ 迭では・ インデ ・ク

ス ド・シニク エンシャル ・アクセスを使 って,ト ランザクシ 。ンの要求す るレ コー ドを,マ ス～ター

・ファイルか らアクセスす ると仮定す る。 この時
,シ リンダー ・インデ ックス全体は,コ アに常駐

し,各 ・ジカル ・シ リンダーの最初 に,ト ランク ・インデ ックスが貯え られ ている'2段 階 の!ン デ

ックスを使用 する。 こ¢)様な手法 では,各 レコー ドを,厳 密 に順序 よく並べ る必要 は ないが,実 際

業務 と独立 した形にするため と,さ らに,ト ランザクシ 。ンレコー ドが一様に分布 しているとい う.

仮 定を設ける ことに より,配 置 を考慮 する メリ。トが無い とい うことか ら,順 番に入 ってい る形 を

考える。

さ らに,問 題 を簡単にするため,レ コー ド・サ イズ,キ ー ・ワー ドの桁数 を,次 の ように仮定す

る。

(t)マ ス ター ・レコー ド:最 大108桁88バ イ トにパ ック した形

② ドランザクシ 。ン ・レコー ド:80桁

(3)レ ポー ト用 レコー ド:t20桁

④ キー ・ワー ド:8桁

こ こでは,在 庫受払 の例 を取b上 げ,各 レコー ドの レイア ウトを4-17図 に示 す。

内部処理は,ト ランザクシ 。ン ・レコードによって,ス イ ッチされて,マ ス ター ・ファイルρ内容 ・

を更新 し,そ の結果 を印刷する。従 って,複 雑 な演算処理 は無い。

以上 の想定のもとに,ζ の業務 をテープ ・システム,ラ ンダム ・アクセス ・シス テムにむいて処

理 した時の時間比較 を,各 機械構成 毎 に,4-18図,4-19図 に示す。

テープ ・システムにおいては,マ ス ター ↓ファイルのレコー ド数 によって,処 理時間がかわるの

で,グ ラフでは,1万 レ コー ドの場 合 を示 してい る。他の場合は,処 理時間は,マ スター ・ファイ

ルの レコー ド数 に比例すると考えて,ほ ぼ間違いは無 い。

今,マ ス タ ー ・フ ァ イ ル の レ コ ー ド数:No
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4-16図 標 準 問 題1

(1)テ ー プ ・ シ ス テ ム

■

処理 フ ロー図

■

,

旧 マ ス タ ー

フ ァ イル

1

新 マ ス ター

フ ァ イ ルコ

ン

ピ

ユ

1

タ

〉 z

.

.ト ランザ ク シ
ョン

.
.

フ ァ イ ル

レ ポー ト
・

フ ァ イ ル

〉-

◆

シ ー ク エ ン シ ャ ル

(2)ラ ン ダ ム ・ア ク セ ス ・シ ス テ ム

トラ'ン ザ ク シ ョ ン

ラ ン ダ ム

マ ス タ

フ ァ イ ル

(注)実 際 の プ リ ン ト ・ア ウ トはoffTユine

か,別 のrunで 行 う。
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レ コ ー ド ・レ イ ア ウ ト(標 準 問 題1)4-17図

マ ス タ ー レ コ ー ド ト ラ ン ザ ク シ ョ ン レ コ ー ド

Rθf 名 前 桁 数

I

Ref 名 前 桁 数 ピ ク チ ュ ア

AO1 部 品 番 号 8

I

CO1 量 5 ZZZ9

02 説 明, 20 02 トランザクシ ョンレコード 1 9

05 単 価 5
,

05 部 品 番 号 8 X(4)9④

04 平 均 コ ス ト 5
04 説 明 20 X(20)

05 現 在 庫 量 6
05 単 価 5 Z(4)9

06 発 注 残 6
「 ・06 トラ ンザ ク シ 。ン 量 10 Z(9)9

07 自 動 発 注 1
07 日 付 6 9(6)'

08 発 注 点 5

08 割 引 コ ー ド 1. 9

09 発 注 量 5

09 発 注 番 号 5 9(5)
10 累 積 販 売 量 6

10 倉 庫 番 号 8 XXX9(5)
11 前 回 処 理 日 6

11 空 目 8 B(8)
12 リ ー ド タ イ ム 5

15 不 足 状 況 1
12 カ ー ド ・ナ ン バ ー 5 999

14 発 注 番 号 5
80

15 倉 庫 番 号 8

16 代 替 部 品 8
レ ポ ー ト 。 レ コ ー ド

17 累 積 出 庫 量 5
DO1 部 品 番 号 10 X(5)99×99

18 当 期 出 庫 量 5
02 説 明 23 B(5)X(20)

合 計 108 05 倉 庫 番 号 1・0 B(2)X⑤9(5)

04 現 在 度 量 9 B(5)Z(5)9

88バ イ トに パ ック して 納
05 発 注 残 9 B(5)Z(5)9

め て あ る。
06 発 注 番 号 7 B(2)9(5)

07 単 価 10 B(2)$(4)999
●

08 平 均 コ ス ト 10 B(2)$(4)999

09 累 積 販 売 量 14 B(2)$*〔4**9.99

10 合 計 金 額 18 B(6)$*(4沐*999

120
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ト ラ ン ザ ク シ ョ ン ・レ コ ー ド数:Nl

ア ク テ ィ ヴ ィテ ィ ・フ ァク タ:a・=Nl/No

テ ー プ ・ベ ー ス で の プ ロPtク 当 り レ コ ー ド数:K

と定 義 す れ ば,標 準 問 題 一1に お け る 処 理 に 要 す るC.P.σ.時 間Tは ,ほ ぼ

テ ー プ ・シ ス テ ム で は

、o≦a≦1

Tt=Kti・No・(Kti・a十 β)0〈a<1

ランダ ム ・アク セス ・システムでは

Tr=・=Kri・N1
～

{。<酬 ト(・ ・1)

一(4
,2)・

の 形 で 表 わ せ る。

但 し,Kti,Kri,Kti,は,機 種iに よ っ て 決 ま る 定 数 と す る 。

詳 しい 分 析 に よ り,上 の 定 数 を 求 め れ ば,56'0/20に お い て は,

Tt2・al5×10-2・N・ ・(O.59・+a41)一(4・3)

T・2=α31 、×10-2・N1-(4・4)

但 しKt2-6

560/50に お・い て は,

Tt2チ ・・55×1・-3・N・(・ ・96・+回4)一(4.5)

T「5≒ α54×10-3・Nl -(4L6)

但 しKt5-12

モ デ ル20と モ デ ル50vak・ い て,Kti
,Kriの 値 が,そ れ ぞ れ,約3倍,9倍 と大 き く異 な

るの は,モ デ ル20vaSE"い て は,マ ル チ ・プ ロ グ ラ ミ ン グ の 機 能 を 有 し な い た め;C。P。U時 間

tCtテ ー プ,デ ィス ク の 読 取,書 込 時 間 が つ け 加 わ る た め で あ る。 モ デ ル30に お い て は,周 辺 人

出 力装 置 が 十 分 に あb',並 行 処 理 を行 な うジ 。 プが 適 当 な もの で あ れ ば,総 処 理 時 間 とc 。P。u.

時 間 の 差 の 時 間 の 殆 ど を,他 の ジ 。ブ に ょ っ て 使 う こ とが 可 能 で あ る 。4-一 －t5図 よ り,モ デ ル50

は モ デ ル204対 す る レ ン タ ル 料 の 割 合 が2倍 弱 で あ り・ 標 準 問 題1-1だ け を 考 え れ ば,性 能/

コ ス トは,1・5倍 ～4・5倍 に ア ップ す る こ と に な る。

次 に,式(4.3),(4.5)を 次 の 形 に 変 換 す る。

Tt2÷a885×10r5・Nl+O.615×10-5・N・ 一(4.7)●

Tt3÷O・53×10-3・N1+O.22×10-4・N・ 一(4.8)

テ ー プ ・ペ ー ス で の標 準 問 題1-1の 処 理 時 間 は,ト ラZザ ク シ ョ ン ・レ コ ー ド数 に 比 例 す る 部

分 と・ マ ス タ ー ・フ ァ イ ル の レ コー ド数 に 比 例 す る 部 分 に 分 け られ る 。 式(4 .5)と(4.6)よ り

一78-一
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4-18図 標 準 問 題 一1に お げ る 処 理 問 題
い

機 種;360-・2n..{・c・P・..・-V時 間)

マ ズ タ ー フ ァイル ・ レコー ド数=Ie,'℃:e「Oio'rテ 竺iプペLiス'.

( 、N。)

.K

T2;6

カー ド・ベース処理時間

001

7

「

4

2

'

01

7

五
丁

●

2

1α

"
.

(レ ンタル料100万 円/月)

●

(20-n)TT2

ぞ6
へw

べ 」
!亥

～ へ!

'

T,、-a§ ・・×1・-5・Nl+・ ・615・1・ ¶5N
。

T。,-O.51×1・-2・Nl

出所:AuerbachStanρlardEDPR6psvち

より作成

、

、
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4 71.000 2
.4710・OOO2

トラン ザク シ ョン ・ レコ ー ド数(Nl)
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標準 問題一1に おげる処理時間

o・ 機 種;.560/50

マ ス タ ー フ ァイル ・レ コー ド数=10 .000

(N。)

KT3=t2

声

一5
TT5=〔}・55×10 ・N1十 〇・22×tO-4No

TR3-・ ・54×1・-3Nl

出所;

Auerbach

よ り作成

トラ ンザ クシ ョン・ レ コー ド数(N1)

/
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モデル20は,モ デル50に 比 べて,マ スター ・ファイルの大 きさに依存す る部分が極 め丁大 きい

ことがわかる。 これは,ア クテ ィヴィテ ィ・フ ァクターが小 さな処理 に於いて,モ デル20は,時

間の短縮 される割合が少ない ことを意味す る。

こ の ア ク.テ ィ ヴ ィテ ィ ・フ ァ ク ター は,処 理 を行 な う タ イ ミ ン グ に も大 き く影 響 す る 。 す な わ ち,

月間に生ず る トランザクシ.ン 量 を一定 とする時,処 理の回数が多 くなれば,各 回の処理のアクテ

'
イ ヴィテ ィ・ファクターが小 さ くな る。 テープ ・システ ムの場合,こ のアクテ ィヴィテ ィ ・ファク

ターの減少に よる処理時間 の減少は,明 らかに,処 理回数の増加 による処理時間の増加 より少ない・

従 って,テ ープ ・システムの場合,処 理回数を増加 させ ると,ト ー タルの処理時間が増大す る。 さ

ノ

らに,テ ープ ・システ ムの場 合,処 理 する トランザクシ 。ンは,あ らか じめ,事 象番号順 にソーテ・

イングされる必要がある。 この,プ リ・ソーテ ィング時間を含 めて,ト ータル ・トランザクション

・レコー ド数 と,処 理回数 に対す る,ト ー タル処理時間の関係 を,4-20図,4-21図 に示す。

ここで,N==1は,月1回 の処理,N-2,は,月2回 の処理,N-4,は,週1 .@の 処理,N・=

25は,毎 日の処理,を 想定 してい る。

この図か ら,明 らかな様 に,モ デル20に お ける処理回数の増加は,大 幅 な全処理時間の増 加を

もた らすが,モ デ ル50に お いては トランザクシ.ン ・レコー ド数が十 分に多 くなれば,J処 理 回数

は,処 理時間に殆 ど影響 しない。

4-18図 において,モ デル20で は,プ リ・ソーテ ィング時間 を考慮 しないな ら,ト ランザク

シ 。ン ・レコー ド数が,[約2200件 を越 える と,テ ープ ・システムの処理時間は,ラ ンダム ・ア

クセス ・システムに比べて少な くな り,マ スター ・ファイルの レコー ド全体 を処理す る時には,約

半分の処理時間に なる。4-19図 においても,ト ランザクシ ョン ・レコー ド数 が600を 越 える

と,50一 皿Rの 総処理時間は,実 際のプ リン ト・ア ウ トの時間 を含んでないに もかかわ らず,50

一 皿 の総処理時間 より多 くなる。

さらに,直 接 レ コー ドを記憶 する磁気テープ とランダム ・アクセス装置 の1例 として,デaス ク

・パ ックの価格の比較 を4-22表 及 び,付 図 に示す。 この表 に よれば,1バ イ ト当 りの価格 は,

デ ィスク ・パ ックは,テ ー プの数十倍になる。今,概 略,デ ータ処理の コス トを,記 憶媒体 にか け

る費用 と,処 理時間に よる機械 使用費用 とに分 けて考えると,デ ー タ処理 の総 コス トCtは

Ct=A皿 ×Rn×No十At×T-(4.9)

9

ここで

A皿:1バ イ ト当bの 記憶媒体価格

No:マ ス ター ・レコー ド数

Rn:1レ コー ド当bバ イ ト数

At:単 位 時間 当bの 機械使用費用

→81一



T:機 械処理時間

の形で表わせる。

さ らに,処 理 時 間Tは,式(4.i),(4.2)に よ って,表 わ せ る の で,(4.9)式 は,

テ ー プ ・シ ス テ ム で は

↓

Ctt=A皿t×Rn×No、 十Att(Kti・No(K,ti・a十 β))一(4 .10)

ラ ン ダ ム ・ア ク セ ス ・シ メ テ ム で は,

Cザr=A皿r・Rn・NO十Atr・Kri・N1

と な り,それ ぞ れ,次 の 形 に か き な お・せ る。

Ctt-(A皿t・Rn+Att・Kti・ β+A七t・kti・K・ti×a)N・

=(A皿t十Att十Btt・a)・No

〇七r=(Amr・Rn十Atr・Kri・a)・No

=(Amr十Btr・A)・No

Atを 次 の形で定義す る。

月間 レンタル料A
t－
月間標準稼動時間(分)

一(4 .11)

一(4 .12)

一(4 .t5)

一(4 .14)

月間稼動時間 を,180時 間 とする と,10,800分 となる。以下,各 機種,構 成毎に,標 準問

題一1に 従 って,数 値を代入 した結果 を,4-25表 及 び,付 図に示す。
ト

この図か ら明 らかに,標 準問題 一1の 様 な処理 においては,テ ープ ・システ ムの方が,ラ ンダム

・アクセス ・システムに比べて
,20分 のt～50分 の1の コス トで処理で きる ことがわかる。但

し,こ こでは,テ ー プ ・システ ムの場合,ソ ーテ ィング処理 を考慮に入れていない こと,時 間に対

する コス トを,機 械時間コス トだげを考え,速 く処理で きる他の面での メリプトは,一 切,考 慮 し

ていない こと,小 型のシステムにおけるオペ レーテ ィングの複雑 さ も考慮 していない こと等 により,

実 際の場合は,コ ス ト比は,も っと小 さ くなるであろ う。 さらに,ラ ンダム ・アクセス ・システム

の コス トは,そ の殆 どを,テ ィスク ・パ ックの固定費 にくわれてい る。 テー プ ・システムの場合は,

-82一
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処理時間 によるコス トが,テ ープの固定費 を,上 まわっている。従 って,デ ータ量が一定 で,あ る

値を越 え ない時は,付 加 されるコス トは,機 械処理時間だけにな り,記 憶装置の コス トは無関係 に

なるo

以 上 を要約す ると

(1)マ ル チ ・プ ゴグ ラミング機能を有す る機種 の使用に よb,コ ス ト ・パフォーマンスは,大 幅

に上昇する。1

(2)マ ル チ ・プ ログラ ミング機能 を有 しない機種(こ こでは560/20)で は,処 理回数 を増

やす(リ アルタイム処理 に近づける)こ とに より,テ ー プ ・システ ムでの処理時間は,大 幅 に

増 加す る。

(5)ア ク ティヴィテ ィ・フ ァク タが,十 分大 き くなった時は,テ ー プ ・システムでの ランダ ム ・

アクセス ・システムに比べて,処 理時間 には,殆 ど差が無 くなる。

④ 記憶媒体にかかる コス トも,考 慮すれば,標 準問題一1の 様 な処理例では,テ ー プ ・システ

ムの方が,1マ ス ター ・レコー ド当bの コス トは,tO分 の1以 下になる。

(5)デ ィスク ・パ プクの固定 費が非常に大 きいため,標 準問題 一1の 形 の処理 だけ を行 な うよう

な大量のデー タ処理 においては,テ ー プ ・システムが有利 である。

しか し,逆 に,デ ータ量がそん なに多 くな く,余 分のデ ィスク ・パ ジクを持つ必要 の無い よ

うな場 合,ラ ンダム ・アクセス ・システムの方が,処 理 時間の短縮 による効果が期待 できる。

`
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標 準 問 題 一1に お け る 処 理 時 間

360/20`に お け るRun回 数 と 時 間 比 較(ofラ ンダ ム ア クセス 装 置)

560./2rに お.けるR9エ 回数と時間比較(ofラ ンダムアクセス装置)

(1)テ ー プ・ベースでは トランザ クシ.ン の ソーテ ィング時 間を含む

(2)処 理 時間はC.P.U時 間

Auerbach

よ り作成

トラ ンザ クシ ロン ・レ コ ー ド数(N1)
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4-21図 標 準 問 題 一1に お け る 処 理 時 間

560/30に お け るRun回 数 と 時 間比 較

560/30に 於けるRun回 数と時間比較

E.==430一 皿

50]皿
n'=2

30一 田

n=1

100 2

(1)テ ープ ・.ペース では ソーテ ィン グ 時間 を含 む

.(2)処 理 時 間 はC.P.U.時 間

4
.

ア1.0002471DOOO

トラノ ザ クシ ョ ン ・レコ ー ド数(N1)
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4-22表 磁 気 テー プと磁気デ ィスクパ ック価格比較

.

種 類 モ デ ル 名 価 格 使 用 法
容 量

(X10転 イト)

1バ イ ト当 り,

価 格(円/ン くイ ト)

磁気デ ィスク IBM 円

パ ッ ク 1516 176400 M11用 5.4 527×10-2

(2511用) (560/20)

M12用 2.7 655×10-2

(560/20)

M1用 Z25 2.43×10-2

(560/30)

以上

(バイト/ブ⇒ク)

磁 気 テ ー ・プ 8bytθ/i江h 1嵩000 256 ao1 1.62×10-5

エG.L_磯.

全長≡,A雷 512 11.89 1.09×10-5

1,024 15.69 α85×10-3

2,048 1a67 α70×10-3

4,096 2α62 α65×10-5

a192 21.76 0.60×10-5
、

16・5日4 22.58 α58×10-5

・

出 所:N.R・ エ.

デ ィス ク関係データはAuerbachStandaTdEDp

Repcrtよ り。
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4-22付 図 テー プの容量 ・コス ト特性

円/バ イト

容量

×10-4

×106

バイト数

100 1,000

.レ コ「 ド数/ブ ロ ック

ー87一

容量

10,000

'出 所:N.R.エ 、



4-25表 記 憶媒体 と処理時間 によるコス ト比較

機種
係数

20-H 20一 皿R 50一 皿 50一 皿R

月間 レンタル料 128万 甲 150万 円 250万 円 220万 円

A七

(円)

118 120 251 202

K 6 『 12 －

Rn 88 88 88 88

K・ ・Rn

(。r容 量)

52β (2.7百 万バイ ト) 1056 (Z25百 万 バ イ ト)

Am(
円)

1.10×10-5 653×10-2 085×10-5 2.45×10-2

K七i(Kri) 015×10-2 0.31×10-2 α55×1r5 α54×10-5

Kノ 七i 0.59 一 α96 一

β 0.41 一
面4 －

Amt
AA

七七
1:;;]}・17 5.7

、。。5}・ ・78
2」

B 0,104 0.57 0,122 0.07

1

レ

コ

|
'ド

当

り

コ

ス

ト

⑲

a=1 0,274 6.07

'

0,200 2.17

a=0.75 α248 5.98 0,169 2r15

a=0.5 0,222 5.89 0,159 2パ4

a-0.2 0,191 5.77 d.102 2.11

a=α1 0.18 5.74 0,090 2.11

出 所:N.R.1.
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標 準 問 題1-1に お け る
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4・5・5標 準 業 務 処 理 形態 一 皿

この形態 において扱 うフ ァイルは,二 種類以上の レコー ドが,階 層構造 を もつ場合である。 この

様な例は,人 事 ファイルにおける,社 員 レコー ドとその職歴 レコー ド,家 族各員 レコー ドとの関係

売掛伝票 と回収伝票の関係等,固 定長 レコー ドでは取 り扱 えない多 くの情報がある。 ここでは,部

品 レコー ド,発 注 レコー ド,納 品レコー ドを とりあげて話を進め る。 このレコー ド間の関係 と,テ

ー プ・ペース,ラ ンダム ・アク セス装置 での ファイル構成の例 を,4-一 ・24図 に示す。

この図か らも明 らか な通 り,テ ー プ ・ペースでは,レ コー ドが固定長 では扱 えず,し か も,各 レ

コー ドの長 さは,時 とともに変化す る。 この ことは,フ ァイル構成において特殊 な手法 を用 いるか,

あるいは,む だを承知で1レ コー ドに,最 大の要求に応 じられ る長さを とることが必要 になる。

一方
,ラ ンダム ・アクセス ・システムでは各 レコー ドは常 に固定長 で扱え,新 しい トランザクシ

。ンの発生 によるフ ァイルの更新 も新た なレコー ドの追 加,旧 レコー ドの削除,そ れに併 うチ ェイ

ン ・ア ドレスの変更 により比較的簡単 に行 なえる。

4-25図 に,こ の様ftフ ァ イルに対す る処理の例 を,標 準問題 一2と して示す。 この例 では,

納 品 とい うトランザクシ 冒ンによ り関係するマスター ・ファイルの更新 を行な う例であるが,テ ー

プ ・システ ムでは,ソ ー テ ィング ・標準問題一1の 形 の処理 を,関 係の あるマス ター ・ファイルの

数 だけ行な う必要 がある。す なわち,処 理 時間は,'マ ス ター ・ファイルの増 加によbiほ ぼ整数倍

の形で増える。特 に,標 準問題一1で 示 した様 に,ア クティ ヴィテ ィ ・ファクターが小 さな時 には

処理時間の増加は著 しい。

一方
,ラ ンダム ・アクセス ・システムではチ ェイン ・ア ドレスの使用に より,一 回の処理で関係

するすべてのファイルの更新 が行 なえ る。従 って,機 械処理時間 も,標 準問題一1の 処理時間 に比

べて,マ スター ・ファイルの数 に比例 した形 では増 加 しないだろ う。特に,マ ルチ ・プログラ ミン

グ機能を有す る機種構成 における時間短縮 の効果は非常 に大 きい もの と思われ る。(入 出力関係の

処理 ・CPU処 理 がオーバ ・ラ ップ して行 なえ るため)

この様 な ことは,さ らに別 の処理 を考えて もいえる。例えば,発 注番順に1つ の レポー トを作成

しょう。 ランダム ・アクセス ・システ ムでは,発 注番号毎の レコー ドを索引す ると同時に,そ れに

関係 した部品 レコー ドの状況,納 品 レコー ドの状況が同時に引 き出せ る。 テープ ・システムでは,

4--24図 の(2-1)の 構 成例では,発 注番号 レコー ドを索引 し,そ れに附随する部品 レコー.ド

納品 レコー ドについては,新 たに ソーテ ィング及び標準 問題 一1の 形式の処理 を行な う必要が あb,

しか も,そ れ らの情報 を1つ の レポー トにまとめる ことは,非 常に困難である。一方(2-2)の

形式におい ては,マ ス ター ・ファイル を一度 ・発 注番号順に ソーテ ィングし,そ れか らレポー ドを

作成する必要があ る。

以上 の推論 に より,階 層構造 を持つ様 な レコー ドを扱 うことは,テ ー プ ・システ ムで も不可能で
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は無いが,そ のための ソフ トウェアの開発,オ ペレー ティングの複雑 さ,処 理時間の大幅 な増加 と,

ランダム ・アクセス ・システムに比べて,大 幅 なコス ト ・ア ップの要因が増 える。

一方 ,ラ ンダ ム ・アクセス ・システムでは4-24図 の様 なチ ェイン ・ア ドレス を持?フ ァイル

を 生成 した り,更 新 した り,再 構成 した りで き,し か も,ど の事象か らの索引 も可能 に し,そ の レ

ポー ト作成 も比較的簡単 に行 なえ る ソフ トウェアが あれば,4-24図 に示 した様 なフ ァイル構造

を持つ業務は,比 較的簡単に行 なえるだろ う。

この様 な機能を持つ ソフ トウェアは各 コンピュータ ・メー カか ら,種 々発表 されているが,要 求

される機種は一般 に中型機種以上 を想定 してお り,し かもその処理効率 を高 めるためには,ど うし

て もマルチ ・プログラ ミングの機能が要求 されると同時 に,コ ア容量 も大 きい ことが有利 である。

一方,4-14図 に示 す如 く,ト ー タル情報 システムを志 向す る時には,こ の様 な標準形態 一皿

に分類 され る様 な処理が,大 幅 に増加する。

この面か らも,MISの 発 展 を図るためには中型機以上の機種 と,フ ァイル処理のためのソフ ト

ウェアの採用が要求され るで あろ う。
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4-24図
.階 層 構 造 を もつ フ ァ イ ル の 例

(1)レ コ ー ド間 の 関 係

発 注 レ コー ド

部 品 レ コー ドi発 注 レ コ ー ド

納 品 レ コ ー ドilnlユ

発 注 レ コ ー ドin、

(2)テ ープ 上の構成例

(2-1)各 レ・一 ド離 別 ・の ・。イ・レを持つ場合

〔部品番号・一属 性一巡 声 号・・〕

〔発注番号・・一眺 一部声 量 納品番号]

除 号 … 一属 性一発注番号 ・・コ

(2-2)1つ の ・・イルに 瀬 類 の レ・一 ドを納める時

巴 鰯 ・嘱 性竜 発注番号・・慣 性書 納品番号一⇒

(3)ラ ンダム ・アクセス装置上の繊 例

〔部品番号ぷ 一ご 警 … ・り]

〔発注番号・1　 (聾㌍ 叶(醗 ・一・弗 轡 ㌍ 切

〔⌒i11『 属性磨 ㌫ ・・り 一(;蛾 ・一 ドi12)〕〔fY…ts-{}、12〕
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4-25図 標 準 問 題 一2

(1)テ ー プ ・ シ ス ア ム

処理 フ三一図

納品 ファイル ソー テ ィ ン グ 納品 ファイル一 　

旧 マ ス タ ー

フ ァ イ ル

,

新 マ ス タ ー

フ ァ イ ル

標準問題 一1

の処理
■

納 品 レ コ ー ド

P

レ ポ ー ト

フ ァ イ ル

.

●

上記 の処 理 を,マ ス ター フ ァ イル の数 の 回数 だ け く りか えす 。

(2)ラ ンダ ムLア クセス.シ ステ。

納品 レコー ド

マ ス タ ー

ファイルー1

マス ター

.プ ア イル 一
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4・5・6標 準 業 務 処 理 形 態 一 皿'

製 造業の うち,組 立 を行 な う企業 においては製 品と部品の関係 を示す部品表は,そ の企業の取 り

扱 う技術,生 産,資 材の面で基本 となる情報である。設計,製 造技術面では,部 品の標準化,製 品

の シ リーズ化等 を図る ことに よb,在 庫,製 造kお ける圧迫を減少 させ る方向に,発 展 してきたが,

部 品表の取 り扱いは,現 在で も事務作業 の大 きな部分 を占めている。この部品表の取 り扱いを,電

子計算機 によ り処理させ ることは当初 か ら行 なわれてきたが,従 来の カー ド・ベース,テ ープ ・ベ

ー スの機種 においては,企 業 のあ らゆる部門か らの要求に答え られ るフ ァイル構成 を行 な うことは,

殆 ど不可能で あった。それは,製 品構成 を表 わす部品間の関係が、一般 には非常 に複雑 であ り,各

部門の要 求す る処理形態が,多 方面にわた っているためである。製品構成の表示例 を,4-26図

に示す。

この様 な ファイル構造 を,テ ープ ・システムで表 示す るにはテー プの索引方法が原則 として順序

構造 を前提 とす るため種 々の工夫が必要 である。 ここでは,そ の例 として,次 の2つ の形式 を考え

てみ ょう。'...

(1)ツ リー を そ の ま ま表 現 す る。

(2)サ マ リー の 形 で 入 れ る 。.

ランダ ム ・アクセス ・システ ムでは,そ の性質上,ど のレコー ドに も同 じ様 にア クセス可能 であ

るため,4-26図 に示す様 な構造 を表わすのに,接 続行列表 現(イ ンデ ックス ・テーブルとデジ

グネ一夕 ・パケ ットの使用※),あ るいは,チ ェイン ・ア ドレスの採用 によ り,親 側か らみた構成

も,部 品側か らみた構成 も,比 較 的容易 に表示で きる。 ツリー状に入れたテニプ ・システムでは,

各 製 品に共通 なサブ ・アセンブ リ,部 品が,重 複 して何回 も現われ るため,フ ァイルは,非 常に大

きな ものになるだろ う。

今,親 と子 が1:tの 関係 におけ るレコー ド長をAi,全 レコー ド長 をRiと す ると,

テ ープ上 にソ リーで表現 した時

R1‡A1×(金 製 品数)×(・1製 品当 りの平均 チ ェイン数)

テープ上 にサマ リーの形で表現 した時

R2≒A2×(全 組立品数)×(1組 立 品当 り平 均部 品数)

※ 「情報 システムの設計」 小林功武 「事務 と管理 」、
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ランダム ・アクセス装置上 にチ ェー ンで表現 した時

R5÷A5×(全 組立 品数)×(1組 立 品当 り1レ ベルでの平均部品数)

一般 には ,Rl>R2>R5と な ろ う。

次 に部品表 を扱 う業務の例をあげて,テ ープ ・システ ム,ラ ンダム ・アクセス ・システ ムでの処

理方法 と,そ の利害得失 を比較 しょう。,

処理 の例 として,次 の形態 を考え よ う。

(1)最 終 新製品,サ ブアセンブ リの直接の子部品の個数 をだす。'

(例)・ 製品受注時の振当て業務

・組立指示時 の,出 庫伝票作成

(2)手 番 計算 を考慮 した部品展開

(例)最 終製 品の納期 が与え られた時,各 レベ ル毎の納期 を考慮 しなが ら,部 品展開を行 な

う。

(3)あ る1つ の部品の使われ る先全体 と,そ の使用個数 を出す。

(例)部 品 コス トの変動 の,製 品原価 に与える影響 をみたい時。

(4)あ る一つのサブ ・アセンブ リの構成 を変 える。

(例)部 品の設計変更

(5)新 しい製品構成 の追加作成

(例)新 製 品 の開発 ・販売

処理(1)の よ うな簡単 な例 では,シ ステム間の差異 は殆 ど無いが,処 理(2)の 例 では,サ マ リーの形

で入れたテープ ・ファイルでは,処 理す ることは不可能である。

処理(3)を考 えれば,テ ープ ・システムでは構成 を示すテ〒 プか ら,ソ ーデ ィング等 に よb,さ ら

に,子 部品順の親組立 品の個数 を示す新規の ファイルを作成する必要が ある。'ファイル構造 を表 わ

したランダム ・アクセス ・システムでは,逆 方 向のチ ェインあるいは,列 方向か らみた接続行列の

使用に より,同 じ,チ ェイン ・ファイルに より索引が可能である。

処理(4),処 理(5)の よ うな,フ ァイル 自身の更新を必要 とする時 には,特 にテープ ・システムでは,

処理 が複雑 になり,関 係 するファイルの数 も,少 な くと も2つ 以上はあるため,フ ァイル間の統一

を保 つ考慮 を常に払 う必要が ある。一 方,ラ ンダム ・ア クセス ・システ ムでは,変 更された部品,

チ ェインの部分だけの追 加,変 更 を行 な うだけで,フ ァイルの更新が行 なえる。

以 上の推論 に より,い わ ゆる組立産業 に属する企業,特 に製 品当 りの部 品数が多 く,そ の相互 関

係が複雑 なところでは,ラ ンダム ・アクセス ・シス テムと,そ れに併 う製 品構成 を扱 うソフ トウェ
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アの採用に より,業 務が,改 善 される とともに,今 まで殆 ど不可能であった処理が可能になるため,

管 理面 での向上 も期待 で きるだ ろ う。

しか し,こ の様 なソフ トウェアを使用す るには,一 一般 に中型機以上(IBMのB/Mプ ロセサ例

では痴50一 皿R以 上の構成)を 必要 とす る。標準業務形態 一五 と同様 のハー ドウェアの性能ア ッ

プがまず要求され る。

■

■
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4-26図 複雑 な構造 を持つ ファイルの例

(1)レ コ ー ド間 の 関 係
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4・5・7高 度 なMIS

前 節 までに,個 別業務の機械化か ら,ト ータル ・システムへの発展 に併ない,デ ー タ 処理 シス

ムに要求 される機能 をみて きた。そ こでいえることは,計 算機利用業務がお互 いに関連 しあった形

での トータル ・システムでは,多 目的 ファイルを必要 とす る。その結果,情 報間の関係 を表わすの

にファイル構造 を種 々の形 で表 わせ るランダム ・アク セス装置の利用 と,そ れに併 なうソフ トウェ

ア(デ ー タ ・ マネージメン ・システム),及 び機種の大型化 が,デ ー タ処理 システムに対 して要求

され ることになった。

一方では
,社 会環境 の変化 に より,従 来の 日本の企業の集団的意思決定 の機構が現在では徐 々に

崩れ始め,組 織的な意 思決定が要求きれるようになってきた。'さらにその意思決定 のタイミングも,

迅 速を要求され る様に なって きた。経営者側の この様 なニーズが発生 し始める とともに,Mエsに

対す る意識 も,従 来の 日常業務の機械化及 びその トー タル化 か ら,さ らに,経 営 に役立つ情報 を迅

速に正確に しかも,種 々の要 求に対 して応 え られ る形 の情報 システ ムとい う形が考え られる様 にな

ってきた。 もちろん,現 実においては,こ の様な形のMエsが,す ぐに実現され るには,余 りにも

多くの経済的,技 術的問題がある。 また 日常業務への全面的な計算機利用 とい う過程 を抜いては,

この様なMISも 成 立 し得 ないだろ う。 しか し,将 来への発展 とい うことで,経 営の意思決定を助

け得 るようなMエSを 考え る時デー タ処理システ ムに,ど の様 なことが要求 されるかを考えてみ よ

う。

この段階 では,情 報システムを,人 間一機械 系として捕 えることが必要 になる。 その結果,両 者

の インター フェイスが重要 とな り,

(1)迅 速 に → オン ・ライン化,

② 応 答可能 → 会話型 言語

⑤ 見やすい形 → 優秀 な端末機

④ 要求が多様 → 汎用のデー タ.・マネジ メン ト・システムの採用

とい う様 な形式が考え られ る。

中堅企業 において,も,将 来のMエsの 発 展 とい うことを念頭 において,そ のデー タ処理 システ ム

の形式 を考慮する必要 があろ う。

4.5.8'モ デ ル 企 業 へ の 適 用

前節までに,MISを 個 別業務か ら トー タル化,ざ らに経営者のための意 思決定の補助手段 とし

ての情報 システムとい う鍛 階に分けて考えてきた.そ の中で要求され るデー処 理シスみ の機

能の変化 を,次 の様 な形に まとめる ことがで きる。

-98一



(1)単 一 目的 ファイルの処理 におい ても,従 来,中 堅企業が使用 してきた カー ド・ベース,テ ー

プ ・ペー スの小型機 に比べて,マ ルチ ・プ ログ ラミング機能を有す る中型機以 上の採用に より,

デー タ処理 システムの コス ト/パ フォーマンスは大幅 に改善される。

(2)処 理 回数 を増や して実時間処理に近づけなければいけない様な業務では,ラ ンダム ・アクセ

ス ・システ ムの採用 により機械使用時間の短縮が可能になる。

(5)一 方 では,大 量 のデー タを,比 較的 タイ ミングに左 右されずに処理す る時…,さ らに,情 報間

の構造 も複雑 でない場合は,テ ープ ・システムの コス ドは,そ の記憶媒体 費用 を含 めれば ラン

ダム ・アクセス ・システ ムに比べ て非常 に低 くな る。

(4)ト ー タル ・システム化 を図ることに より,多 目的 ファイルの使用が増え,そ れ と共 に,ラ ン

ダム ・アクセス ・システムの採用,フ ァイル処理のための ソフトウェアの使用,こ れ らに併 う

機種の大型化 が要求 される様 になる。

(5)組 立 産業,特 にその製 品構成が複雑な組 立品 を扱 う企業 においては,ラ ンダム ・アクセ ス ・

システ ム,及 び製品構成 を扱 うソフ トウェアの使用が ,デ ー タ処理 システムの性能の重要 なか

ぎを握 る ことになろ う。

以上 の結論 よ り,中 堅企業の現状で ある個別業務の機械化 とい う段階 を,さ らに発展 させるため

には中型機(本 章の例ではモデル50)以 上 の使用が,デ ー タ処理システみとして要求される一つ .

の 重要 な点である。 ところがそのような機種の レンタル料 は月200万 円 を越え
,中 堅企業の規模

か らい って,殆 どの企業 が,単 独利用す るこ とは,資 金 的にまず無理であろ う。何故な ら,一 般に

いわれている計算機 関係総経費を売上高のO.5%に 押 さえ,さ らにその総経 費が レンタル料の2倍

かかる とすれば,月200万 円 の レZタ ル料 を払え る企業は,年 売上高百億 円以上の企業 とい うこ

とにな り,中 堅企業の殆 どの規模 を越える。 このネ ジク を解決ナ る一つの試み としての,計 算機の

共同利用 とい うことを,次 章以下で考察 しよ う。 ,
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5.デ ー タ ・マ ネ ジ メ ン ド

シ ス テ ム の概 念
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5.デ ー タ ・マ ネ ジ メ ツ ト・シ ス テ'ム の 概 念

5・1コ ン ピ ュ ー タ 技 術 と の 関 連

第2章 において示 したデータ ・マネージ メン トの概念 をひとまずおいて,コ ン ピュータ技術 の進

展におけるデー タ ・マネージ メン ト・システムの位置づけ を考えてみ る。

コンピュー タに よるデー タ処理の機能は,収 集,伝 送,蓄 積(さ らに消極的処理 と して,蓄 積 と

区別 しての"停 滞,'が 加 え られ る),検 索,加 工,表 示等か らな り,ほ ぼ これ らの機能に対応 して

デー タ処理 を行 な う機器 ・装置が ある。 これ ら機器におけ る性能(処 理速度,容 量 など,)の 向上

や周辺装置 の進展 とともに,さ らに新たな形態の機器 ・装置が出現 してい る。す なわ ち,ハ ー ドウ

ェア面におけるコンピュー タ技術 の進展は次の ような点が考え られる。

(1)加 工 機能お よび他機能 を司るセン トラル ・プ ・セッサの性能向上。

(2)収 集 機能 としての カー ド読取装置,OCR,OMR,キalボ ー ド・タィブラィタ等 にみ られ

る多様化。

(5)伝 送 機能 強化のためのオンライン化。

(4)蓄 積,検 索機能 としての外部記憶装置 の大容量化,ラ ンダム ・アクセス化。

(5)表 示 機能 のプ リンタ,プ ロ ッタ,デ ィスプレイ,マ イクロフィル ミンその多様化。

これ ら諸機能 の開発は,処 理手順 方式 にも変化 をもた ら し,さ らにコンピュー タの潜在能力 を拡

大 してゆ く,こ の ように発 展のめ ざましいコンピュー タ技術 の世界では,今 後 も伝達機能 の強化 と

して遠隔情報処理,特 にタイム ・シェア リングの普及に併 なってコンピュータ化 しうる領域はます

ます拡大 してゆ くであろ うし,収 集 ・表 示に関す る入出力の多様化 は ます ます進むであろ うしこれ

ら処理機能個 々におけ る質的,量 的な向上 とともに,そ れ らを含めた総合的な コンピュー タ ・シス

テムは ます ます大規模化 してゆ くもの と思われる。

これ らハー ドウェア面の技術進歩の背景には次の ようなことが考え られ る。

(η 総合的な処理機能 と して とらえたコンピュータ ・システ ムの稼動効率化 。

(2)人 間 の介在に よる ロス ・タイ込 を解消する省力化。

特 に以下 にあげ るオペ レーテ ィング ・システムを中心 とした ソフ トウェア面の技術向上が重要視

されるo

(1)大 容量 ランダ ム ・アクセス ・フ ァイルによって,広 範囲なデー タ処理 を可能にする。

(2)オ ン ・ライン化 に よって,情 報発生地 点か らの空間的制約を解 き,応 答時間の短縮化 をはか

るo

lこれ ら2点 はデー タ ・マネージメン ト・システムと密接 な関連 を持 ってお り,前 者はその前提条

件 となるもので,後 者は適用業務拡 大のための必要条件 となる。

上記の条件は コンピ ュー タ技術 を処理機能の面か らとらえた場合で,コ ンピュー タ ・システムが

一101一



、

定常状態 で稼動 しているときの技術評価 の基準 とな りえるもの である。また,シ ステムその ものが

時間 とともに流動的であるとい う現実的課題 をも考慮 しなければ ならない。企業 は絶えず外界の環

境変化 へ反応 しつづけ,そ れが企業 システム自体の変化へ と展開する。それは,明 らかに コンピュ

ー タ処理システ ムに対する新たな要求である。

その最 も顕著な外部変化 としては新 しいハー ドウェアの出現がある。 これ ら新機種の出現により,

処 理システ ムは次の ような変更が要請されるで あろう。

(1)処 理 システムの部分的変 更 → サ ブ ・システ ムの変更。

(2)新 た な処理の追加 → 新たなサブ ・システムの追加。

(3)処 理 システムの大前 提の変更 → システム全体の変 更。

また新 しいハー ドウゴアの開発に よる変化 のみならず,企 業規模の拡大,現 在活用 してい るコン

ピュータ ・システムへの習熟 といった企業内部の誘因に よって も処理 システムへの変更は要請され

る。 この ような処理システ ムの流動 的変化への対応性,ま た全 く新 たなコン ピュータ開発の容易性

を考え合せれば,開 発段階においても,効 率性 を主軸 としてコンピュー タ技術 に対 し何 らかの評価

が与え られなければな らない。ます ます コンピュータが企業活動 に浸透 ・密着化 してゆ く過程にあ

って,こ の問題は極めて重要 なことが らである。 これ ら機器 ・装置の効率性 をバ ックア ップす るた

め ソフ トウエア技術開発 の必要性 はます ます認識 されつつあ り,デ ー タ ・マネージメン ト・システ

ムを念頭におけば

(1)プ ログラ ミング言語の高度化

機械語 → ア ッセ ンブ ラー → 高水準言語

(2)種 々入 出力装置間のデータ受渡 しのための負担の軽 減化

工/0ル ー チ ン → 工OCS→ デー タ ・マネージ メ¥ト ・システ ム

(5)フ ァ イル処理 のための負担の軽減化

SORT/MERGEル ー チ ン → レポー ト・ジェネレータ → データ ・マネージメン ト・

システ ム

(4)共 通 データ処理の アブ リケー シ 。ン化

(a)事 務計算指向アブ リケーシ ・ン'プ ログラム

(b).科 学 技術計算指向ア プ リケー シ 。ン ・プログラム

等の開発が今後の重要な課題である。上記(2),⑤ の項 目は直接データ ・マネー ジメン ド システム

へ と指向 してお り,(1),(4)の 項 目は ファイル構造 をデータ ・マネージ メン ト・システムに依存する'

とい うかたちで関連が ある。 デー タ ・マネー ジメン ト・システムの構造,デ ー タ処理機能,開 発対

称等 の検討 は後に待つ と して,コ ンピュータ技術 展開vatsけ る位置づけをまとめれば,'5-1図 と

なる。
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5-1図 コ ン ピ ュー タ技 術 の 展 開 と デ ー タ ・マ ネ ー ジ メ ン ト ・シ ス テ ム の 関 連
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5・2
　 　 ヘ

ア 一 夕 ・ マ 不 一 ジ メ ン ト ・ シ ス テ ム の 概 念

データ ・マネージ メン ト ・システムの概念 は,コ ンピュ一夕処理の拡大 とともにますます増大 し
,

か つ多様化 するデー タ処理(そ の中心 となるのが ファイル処理)を 体系化 して,そ の ブ・グラ ミン

グ負担 を軽 減化 しようとす るニーズを背景 と して発生 している。従 って,す でにデー タ ・マネージ

メン ト・システムの発生以前か ら種 々の ファイル処理 システムが存在 し効率的 なフ
ァイルの持 ち方

が研究 されていた。

ファイル処理の主要 な機能は

)

)

)

)

@

¢

β

但

ファイルの生成

ファイルの更新

ファイルか らの情報検 索

さらに検索後の加工 段階 も含 めての レポー ト作成

である。 デー タ ・マネージ メン ト・システムの概念が打 出される前段階 と してのファイル処理 シス

テムには,大 別 して次の2通 りのア プローチがあb,こ れ らプアィル処理機能 の体系化の必要性 か

らデ ータ ・マネー ジメン ト・システ ムを指向するに至 った。

(1)フ ァ イルの生成 ・変更 ・検索機能 をシステム側が カバー し,プ ログラマは ファイル構造を熟

知 している必要がない。すなわち,前 節で述べたよ うに,エOCS(入 出力制御 システム)の
.

機 能の拡大 と解釈 できる

(2)フ ァイルよりの検索 ・加工 そ して レポTト 作成機能 をシステム側が カバー し,'デ ー タ名 ・加

工種類 ・レポー ト様 式を,た とえばパ ラメータで与えるだけで レポー トを作成 できる。すなわち

ぢ,レ ポー ト・ジェネ レータの系列に入 る

にれ ら2つ のアプ ローチ を統合 した ところにデータ ・マネージ メン ト・システムは概念づけ られ

る(5-2図)。 それぞれ のアプ ローチをさらに検討すれば

(a)10CS機 能 強 化 の ア プ ロー チ

10CSが 考え られ た重要 な概 念は,初 期 の計算機 プ ログ ラミングで,最 もや っかいであった入

出力命令において,ユ ーザが入出力装置やデータの入 っている状況(ブ ロック化 など)を 特別知 ら

な くて も,使 いこなせ るとい うところにある。

これ をさ らに拡 張 して,「 ファイルの構造 と,ア プリケージ.ン ・プ ログ ラムとを独立させる」

とい うことが,デ ータ ・マネー ジメン ト・システムの一つの基本概念 となっている。

この考え方 によれ ば,従 ×行 なわれていたよ うに適用業務毎 にファイルを作成するのではな く
,

多 目的の ファイルを,多 くの適用業務が供用することになる。 これは,必 然的 にファイルの構造 を

複雑 にする。さ らに・多 くのユー ザが,同 一の ファイルを使用 することに よb,securityの 問題

も生ずる。
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5-2図 デ ー タ ・マ ネ ー ジ メ ン ト ・シ ス テ ム の 概 念
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一方 ,亡 れ らの障害 を除けば検 索す る項 目は 自由に取扱え,人 事 ファイルで例 をとれば,従 業員

番号 とい う主索引項 目だけて無 く,本 給,職 歴 とい う様 な属性の索引 も,そ の目的に合せ て要求に
/

答えることがで きる。 しか し,フ ァイルの複雑化は記憶 容量 の増加 と,計 算機使用時間(特 に入出'

力装置)の 増加を もた らす結果 となる。

現在,デ ー タ:マ ネージ メン ト・システムと して発表 されている汎用 プ ログラム『の基本的な概念

は,上 述 の要求事項 を指 向 しなが らも,実 用に供せる とい うことか ら,フ ァイルの構造,索 引方法

等種 々の制限を設けている。一方 でぱ,容 量,時 間の問題を,ハ ー ドウエア的 に解決 しようとする

努力 も払われて いる。 〈たとえば,ア ソーシエイテ ィプ ・メモ リ)

これ らの諸制約条件 を念頭 において,ユ ー ザは使用す る目的 をはっきりと理解 し,そ のニーズを

最もよく満 たす システムを選ぶ ことが,従 来以上に,強 く要求 される ことになるだろ う。'

●

㈲ レ ポ ー ト ・ヅ エ ネ レ一 夕 の 系 統 に 属 す る ア プ ロー チ

この場合のファイル構成は コンベンシ.ナ ルな考 え方 より創意 される ものである。その 目的は,

コンピュータ専門家でな くと も簡単に プログラム作成がで きる(non-prograInInθr

USθ)点 にある。主 と して,フ ァイルによリデ一夕を検索(抽 出),加 工,レ ポーb作 成 とい う

諸ファイル処理機能 を細分化 してお き,必 要 に応 じて(た とえばパ ラメー タの指示 によって)そ れ

ら機能 を適宜組合せ て処理 を行 な う形態の ものである。 ソフトウェア形式 としては,ジ ェネレー タ

形 式 ・プ リコンパイ ラ形式 ・モジ ュール形式などがある。

フ ァイル処理機能面で,上 記 の範 囲を広げ ファイルの生成 ・更新 さ らにはその他データ処理機能

をも包含す るもの も考え られ る。

これ らの問題 点 としては,複 雑 な処理 に不適当であ り,コ ンパ イラ,ア センブラ言語でのプ ログ

ラムより効率 が下が る。

以上2つ のアプ ローチの統 合が意味す るところは

(1)デ ー タ ・ベースを もとに,フ ァイルの メカニ カルな面 の管理 をシステム側が カバーす る。

(2)フ ァイル処理 に限 らず,一 般 のデー タ処理を も,細 分化 された機能の選択に よって,簡 単 に

プログラ ミングかつ処理可能 とす る'

とい うことで あり,こ れがデータ ・マネー ジメン ト・システ ムの概念 と符合す る。デー タ ・マネー

ジメン ト・システムにおける言語は表形式(グ ラフィックデ ィス プレイに有利)も しくは非表形式

(タ ィブラィタに有利)の2っ の形式が考 え られる。(5-5図)

データ ・マネージメン ト ・シス テムは,高 度 なMエsへ の必須 な トゥールであることは前 にも述

べたが,そ の場合,デ ー タ ・マネー ジメン ト・システムは,特 に加工機能面で技術計算 などの高度

処理 をも包含す るであろ う。デー タ ・マネージ メン ト・システ ムにおける処理形態 を考えた場合,

'
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5 .-5図 デ ー タ ・マ ネ ー ジ メ ン ト ・シ ス テ ム の 機 能
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プログラマの負担は激減 し,代 ってUデ ー タ ・ベース ・1ベ シヤ リス ト"の 治頭が想定 される。

また,デ ータ ・マネージ メン ト ・システ ムは,タ イムシ ェア リング方式が企業情報 システムに適

用 される際の情報 の蓄積お よび処理機能 として重要な位置 を占める。
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5・ ・5現 状vak・ け る デ ー タ ・マ ネー ジメ ン ト・システ ム利 用 の妥 当 性

以上概 念面か らの検討 を加えてきたが,現 状においては,デ]タ ・マネージメン ト・システ ムに

ついての範囲の解釈 もまちまちである。すなわち,前 節 に述べた ごとく,汎 用 ファイル処理 システ

ムをも含 めて考え る場 合 もある。 ここでは広義に解釈 して,現 在 あるデー タ ・マネージメント ・シ

ステムのい くつかの分類 をすれば,5二4図 に示 され る様 になる。

現状においてデー タ ・マネー ジメン ト・システ ム利用の妥 当性 を検討すれば,デ ータ ・ペー ス化

をはか るためには大容量の ランダム ・ア クセス ・ファイルにデータを常駐させ る必要 がある。 また,

デー タ ・ベースを もとに総 データ量 は減 少す るものの,附 随的 デー タ(諸 テーブル)が 必要 とな り

単純に減少 を考 える ことができない。従 って,フ ァイル ・コス トが大 きくな り経済性 とい う面か ら

そ の利用は まだ困難 な点が多い。現段階 ではむ しろデー タ使用頻度が高 く,フ ァイル構造が複雑 と

なる業務 での,部 分的データ ■一ベース化 をはか るのが現実 的であろ う。その実例 と して電通では,

エDSの もとに ラジオ ・テレ ビ関係 の情報 をデー タ ・ベース化 し,情 報検索の効果 をあげ ている。

しか しなが ら,コ ンベ ンシ.ナ ルな処理形態 をとるに しろ,必 要情報が短時間 で簡単 に検索(抽

出),加 工 で きる体制 として レポー ト・ジェネレータ的機能 はぜ ひとも備えてお く必要が ある。.プ

ログラマ不足が顕著化 している現在,こ の面か らの必要性 も加味 されるべ きである。
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5-4図

揃噸 システム

と い う

概 念

データ ・マネ ージ メン ト

デ ー 。.マ ネ ー 。,シ,.シ ス テ 。の 頒

MARSr-一 一 『 「 ・

一一____{ヨ1

・・R'…Lr」

という

新しい概念
＼
、

LUC工D _1 DM-1

＼
＼
＼
＼
＼
＼ ＼

＼
＼
＼
＼

G工S

エR/皿

ノ

MARK工V

EMARS

UN工MS

工M-0

,

011

工DS

C工SS

10CS

■



6.大 型機 によ る共 同利 用 の

処 理形 態
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6.大 型機 に よ る共 同利 用 の処理 形 態 ,

6・1 共 同 利 用 の 必 要 性

第4章15章 の論 旨を とりまとめると以下 のようになる。

(1)・完全 なデー タ ・マネー ジメン ト・システ ム概念の もとで処理形態 を整え ることは現状 にお

いては困難であ る。 〉

(2)従 って,デ ー タ ・ペース化す ることによって著 しくメ リットのあが る適用事務か ら部分的

拡大をはか る。

(5)全 て の処理 がデ ータ ・ベース化の方 向をたどるのではな く,テ ープ ・ベー スの コンベンシ

.ナ ルな処理で十分な業務 もある。

(4)レ ポー ト ・ジ ェネレー タの機能 を整え ることは汎用化 を指向する うえで重要 な要素である。

中堅 企業が共 同化 をすすめるに あた っての最大 の目標は,"ラ ンダ ム ・アクセス ・ベースまたは

テー プ ・ベース(ラ ンダ ム ・アクセス ・ベースで代替で きるが)を 周辺装置 に持つ大型機 を使用

する"こ とにある。

以下,そ の論拠 を追求 して行 こう。

6-1図 か ら,小 型機 に分類 され るIBM3』60/モ デ ル20の テープ ・ベース もしくは,ラ

ンダム ・アクセス ・ベースにおける月あた りの レンタル料金は,約5,500『 ドル(126万 円)

で あるか ら,そ の単独利 用は中堅上位でなければ困難 である。 なぜ なら,コ ンピュータ ・システ

ツ

ムの運営 に要する総費用は,レ ンタル料金 を含 めてその倍 とみ るのが一般であるか ら,上 記構成

での総費用は,約250万 円程度 と考え られる。 また一企業の電子計算機に対 する出費可能額は,

ほ ぼ売上高のO.5%位 で あるといわれてい るか ら,こ の計算 を もってすれば,年 間売一ヒ高60億

・円以上の企業がIBM360/モ デ ル20の 上 記構成 を単独利用で きるにす ぎない
。

さ らに,大 型機の利用 となれば,中 堅企業 にあ?て は"共 同 センターの利用"し か考え られ な

い0

6-1図 は,Auθrbachの 標 準構成に従 って大型化 に伴 う月 あた リレンタル料金 の推移 を示

している。Auerbachの 標 準構成は,概 して入 出装置が メイン ・プロセ 。サに対 して能力不足

であるといえ る。それ でも,デ ータ ・マネー ジメン ト・システ ムのための機能 を果す機種をモデ

ル30以 上(後 述す るマルチ プログラミング機能 を満 たすの もモデル30以 上 である)と 考えれ

ば,そ の 月あた リレンタル料 金は5,000ド ル(180万 円)以 上 と勘算 され る。共同利用vato

いて,レ ンタル料 金 と利 用最低企業数 との関係 は,前 述の算出基準 に従 えば,次 の ように与え ら

れるo
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k×R.
N・・=・(6・1)

F

N:利 用 最低企業数

R:日 あた りレンタル料金

k:コ ン ピュー タ経費係数

F:1企 業 あた り平均 出費可能数(月 額)

中堅企業の年平均売上高は15億 円(10'～20億 円)見 当であるか ら,1企 業 当 りの平均出費

可能額は,

15(億 円)×O.5(%)
-62.S(万 月/月)F」

12(月)

さ らに前述例 と同様にk-2と す れば,(6-1)式 は

2×R(万 円)

(6・2)N=62
.5(万 円)

となる。 この関係 を図示すれば,6-2図 となる。

以上は共同利用 を経済性 の面 か ら評価 したが,次 にパ フォーマ ンス面か らさ らに検討 を加える。

その際,第3章 での処理特性の分析 を大型機 について も行 ない,そ のベース とす る。
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6-1図

レンタル料金(ド ル/月)

<図

数字

ローマ数 字

Auer-bach標 準 構 成 の

コ ア 容 量 と レ ン タ ル 料 金 の 関 係(エBM560シ リーズ)

(c)但)

カ ー ト㌔ ベ ー ス

テ ープ ・せ ス

デ ィス ク ・ペ ース

IBM360・ モ デ ル名

40皿

ll‖R妻
59皿R●

30皿¥

5010

20皿 メ

2010

020

,ケ'、

/

40NR●

50NR●

50WBx

5eN×
50WAX
50NR●

50皿x

20NR●

(出 所)Aue:'bachSちandaraEDPRvp'rt

×

×/

最小 構成線

円換 算

R=7・C

ト'ル)

(万 円)

→ コア 容 量(KbyttiS)

●
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●

レンタル料金と共同利用最低企業数 との関係

レンタル料 金

(万 円/月)

合
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6・2 共 同利 用の ための前提条件

共同利用 の効率化 をはか るためには,個 々企業が独 自の プログ ラムの もとに処理する単 なるコン .

ピュー タ ・パ ワーの共同利 用ではなく,ア ブリケーシ.ン ・プ ログラムのもとに処理が統括され,

汎用化 されなければな らない。そ の具体的 なメ リットとして次の点が考 え られる。

(1)シ ス テム設計 ・プログラ'ミングな ど個 々の企業別 の開発負担(時 間 ・費用)が 軽 減す る。

(2)処 理 面においては,個 々の企業が独 自に同一センターを利用 して処理する場合,ジ 。ブの数

が企業数 に比例 して増大 し,テ ープ取替回数,プ ログラム ・ローデ ィング時間,プ リン ト・

シー ト取替回数 などが,総 体的 に増加 してゆく。その結果,コ ンピュータ効率 を低下させ,

か つオペ レータの作業量 を激増 させ ることになる。ア プリケーシ 。ン ・プログラムの汎用化

は,そ の欠陥 を相 当程 度まで解消する。

しか しなが ら,ア プ リケーシ.ン ・プログラムは開発面において多 くの課題 をかかえそいる。

(1)・個 々の企業 におけ る業 務のニーズを満足 させなが ら,標 準化'一統合化 するシステム'・デザイ ・

ンが難 しい。その前提条件 と して,コ ンピュータ規模(特 に コア容量)の 制約を も考慮 しな

ければな らない。

(2)コ ン ピュー タ処理 において,統 一化できない業務処理 部分は,た とえばオプジ 。ン形式 のル

ーチン選択 とい う機能を もたせたプ ログ ラムに より確保 する ことになる。 しか し,処 理時 間

効率の面か ら,ジ 。ブ実行 に際 しては外部記憶装置か らのルーチ ン呼 出し頻度 をで きるだけ

少な くす る必要が ある。

この制約は,小 型機であ るほど厳 しい もの となる。 逆に,大 型機 であ るほ どキメ細かなアブ リケ

ーシ.ン ・プログラムを用意 で きることになる。その程度 は適用業務の複雑 さ,特 異性 に よって決

まるであろ う。

以後,検 討 をすすめ る大型機 に よる共同利用 では,全 企業 をカバーす るアプ リケーシ 。ン・プロ

グ ラムを用意 する もの とし,そ の情報処理は全企業 を包含 できるものとする。データ蓄 積には共通

ファイルをもち,処 理方法はバ ッチ処理 とする。

以 上の基本的 な仮定 をもとに,さ らに検討を進めてみ よう。
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6・ ろ 大型 化.に よ る処 理 特 性 の 変 化

6・ ろ ・1メ イ ン ・プ ロセ ッ サ か らみ た処 理 特性

処理特性 を検討するにあた・って,大 型化 の性能面の変化 を特徴づけるのは,メ イン ・プ・セ ッサ

の コア容量 の増ヵ日,1バ イ トあた りのサ イクル ・タイムの短 縮,・ シルチ処理機能,で あるといえる。

メイン ・プロセ ッサの コア容量比較 を エBM560シ リーズについて見たのが,'6-1表 で ある。

2の 表 か らもわかる ように,性 能向上におけ る計算機の大型化 に伴 って,外 部記憶装置か らのプ ロ

グラム出 し入れ を減少させ,処 理の効率化 をはかることがで きる。 また,コ ア容量の拡大によリデ

' 一 夕の常駐領域を より広 く確保す る ことが できる
。 さらに,大 型化 に伴 い メイン ・プ ・セ ッザの処

理時間が短 縮される。 この ことは,マ ルチプ ログ ラミング機能 と相 まって,大 型機 の効率をさ らに

大 き く向上させる ことに なる。 マルチ処理機能に関 しては,小 型機はその機能 を もたないので,処

理時間は周辺装置 のオーバー ラ ップが行 なわれ るものの,入 出力時間に左右 され,メ イン ・プ・セ

ッサに大幅な未稼動時間が生ず る。一方,大 型機 はその未稼動時間を他のジ.ブ に使用す ること(

多重処理)が 可能 となる。

以上,計 算機の処理能力 を考え るとき,大 型化 に伴 う処理特性は メイン ・プ ロセ ッサ処理時間に

ついて検討す ることに より,ほ ぼ理解 で きるので,主 にこの面での検討をすすめて きた。

6-1表 コア ・ス トレイジの性能

IBMSystθm/560

Mod.e1

20 251 50 40 50 65 75

4,096 ○
コ8,192 ○ ○ ・

12,288 ○
16,584ア ○ ○ ○ ○
24,576 ○ ○ ・

32,768容

4別52苛

○

.○

○. ○

65,556 ○ ○ ○旦
毘151,072 ○ ○ ○

262,144、 ○, ○ ○ ○
(t肪es)52a288

.

○ ○ ○
1,048,576 ○

10

、

サイクル ・タイム(Msec)
'

56'」.8:1.5252.0α75〔 〕.75

サ イ ク ル ・タ イ ム あ た

リアクセスされ るバイト数
1/2・212488

1バ イ トあた りの

サ イク ル ・タ イム(咋 θc) Z2α90t51.25α500.0940.094

●

(出 所)AuerbachStandar(1EDPRepor.t
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6-5図 大 型 化(レ ン タ ル 料 金)に 伴 うソーテ ィング 時 間 変 化

/
.

処

理

時

100

間10

(
分

)

1

0.1

1,000

〈マ ス タ ー ・レ コー ド量10,000の 場 合〉

メイン ・プロセ,サ レンタル料 金に対 して

全構成(AueT.baCh標 準構成 レンタル料金に対.して)

(出 所)A…b・gh

ぴ ×

10.000

レンタ'料 金(ド ル/月),

Standa:」EDPReDrTJ

fOO,000

o

、

.'
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時
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(
分
)

000t

100

1.000

6-4図 ソ ーテ ィ ング 時 間 と レ コ ー ド数 の 関 係(テ ープ ・ペ ース)

2

(出 所)

－Auerbachソ ーテ ィン グ標 準 問題 に よる エBMろ60モ デル20と

モ デ ル50の 比 較 一

5

Auerbach

。
"

▽

ノ

念

、

.

◎

δ

10.00025

StanqardEDPReport

100.0002

Rレ コ ー ド 量
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6L5図 大 型 化 に 伴 う テ ープ ・ベ ース 標 準 問 題 一1の 処 理 時 間 変 化

100〈 マス ターレ・一ド数10・OOOの 場合〉

処

IBM360
理

Auerbanh標 準構成

時u

間 プ リン タ
,

・1:1 ._。 霞 第

10

50遠B・-

(UD。10cv.ed)

65珊B
オ フ ラ イン(

unb1。cヒed)

50WBの 場 合

(blocked)

65WB'

(blocke〔i)

/
・ 一

,

000.1〔L2〔L30.40.50 =6〔}.7〔).80.91.0

アクテ{ピ テイ タ ァ ク タア(ト ラザ ク シ ョン 量/マ スタ ー レ コー ド量)

(出 所)Aue・b・ ・hSt・ ・ij・ ・dEDPR。p。,t
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時

間

(
分
)

10

、

1

o.1

O.01

6-6図 入 出 力装 置(カ ー ド ・リーダー プ リンター)が オ ン ライン の 場 合 と

オフ ライ ンの 場 合 の テ ープ ・ペース 標 準 問 題 一1処 理 時 間 の 差 異

(IBM360モ デ ル50)

〈マスターレコード数10,000の 場合〉

/

100

(出 所)
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Auerba:h
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/
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/
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6・5・2ソ ー デ イ ン グに おけ る処 理 特性

テー プ ・ベース処理の基本 となるソーテ ィングの処理時間は,大 型化に伴 って,6-5図 に示す

ように変化す る。 レコー ド数10,000の 場 合,小 型機(エBM360'モ デ ル20)と 大 型機(

モ デル50)と を比較する と,処 理時間些は約2.5分:65分 で あ り,大 型化 に伴 い処理時間は1

/25に 短 縮され る。 さらに,レ コー ド数の変化 とソーテ ィング時間の関係 を示 したのが,6-4

図 で ある。一般 的特性 として,レ コー ド数に対する処理 時間 の弾性 値は,tO以 上 であ り,効 率 は

若干落 ちることが示される。仮に,100社 の 共同利 用(100社 ×10,000レ コー ドのソーテ

ィング)で,6-4図(C)性 能 を適用すれば,そ の処理時間は550分 と なる。 また,こ の100

社 を10社 単 位 で分割 ソー トすれ ば,そ の総計は280分(10社X28分)と なb,50分 の処

理時間短 縮が行 なわれ る計算 となる。 この式か らみるか ぎり,ソ ーティングは細分化す るほ ど総処

理時間は短縮 され る。・しか し,入 力データ管理,他 処理 プ ログラムとの関連,個 々のソー ト・ルー

チンの ローデ ィング総時間の増大,テ ープ本数 の増加な ど細分化 することにより起 る弊 害を考 える

とき,ど ちらの ケースを採用す るかその判断はむずか しい。実際 的元は,定 常的に発生 し,且 つ処

理周期(タ イ ミング)の か なり長い トランザクシ 。ン ・デー タは,デ ータ収集 タイミングを短 くし

て個 々に整理 した後,最 終的 に全 体を とりまとめあげる場合が多い。

6・3・5標 準 問題 一1(テ ー プ ・ベ ー ス)

第4章 に示 した標準問題 一1を 大型機につい て検討す る。6-5図 はテー プ ・ペースでのマスタ

ー ・レコー ド数10 ,000の 場 合 の処理時間の変化 である。 カー ド・リー ダ,プ リンタを従えた小

型機 と大型機 とをオ ンラインで接続 した場 合,ア クテ ィビテ ィ ・ファイター(ト ランザクシ.ジ 量

/マ スター ・レコー ド量)が 大 き くなると小型機(モ デル20)と 大型(モ デル40,50)と の

処理時間の差はそれほどみ うけ られ ない。 これは処理能力が周辺機器の影響を大 き くうけ るため と

思われ る。 また,マ ルチプログラ ミング機能 を有するモデル50V[lvak・Vtsて 入 出力装置 をオフライ

ンに した場合にはオンラインで20分 を要 していた処理 がO.7分 で済 む。(ア クテ ィビティ ・ファ

クターを1,レ コー ドは プロッ.ク化 されてい る場合 を考 える。)こ のように処理機能の特性はその

見方に よりいろいろ変 って くるが,こ こでは マルチプログ ラミング機能の もとでの多重処理が大型

機の前提で あるか ら,処 理時間特性 は メイン ・プロセ ッサ時間で とらえる。一方多重処理の機能を

持 たない小型機 の処理能 力は入 出力処理時間 に影響 される ことが多 くメイ ン ・プ・セ ッサでの処理

・に若干従属するだけであるか ら
,こ れ ら周辺機器 の処理能力 を十分考慮 しなければな らない。 従 っ

て,メ イン ・プ ロセ 。サ処理時間 と入出力処理時間 とのバランスの もとに,性 能強化が なされ る必

要 がある。 ここに,オ ンラインお よびオフラインにおけるメイン ・プ・セ ッサの処理時間 と トラン
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ザ クシ 。ン量 との関係 を図示すれば6-6図 の とk－りである。オフラインでオ ンラインと同様 な処

理を行な う場合には,さ らに,card-to-tapθ 七ape-to-printの 処理 を加えれば

同一処理が行 なえることとなる。6-7図 に示され る ように,そ の場 合,オ ンライン処理 よりCOre

-to-tapeが2ス テ ップ(◎ と◎) ,tape-to-coreが2ス テ ップ(⑤ と(D),メ

イ ン ・プロセ ッサ時間が増加する と考え られ る。その増加時間は トランザクシ 。ン量 に比例 して増加

加 するであろ うし,ま た,6-6図 をみれば,オ ンラインに よリオ フラインと同一の処理 を行 なう

場合 のメイン ・プ・セ 。サ総時間は,オ フラインの場合 と比べれば若干上 まわる位で類似め増加パ

ター ンをとるであろ う。 マスター ・レコー ド量が変化 しても前提 となった処理時間特性 は不変 であ

るか ら,同 じような結論 となろ う。 これ らの結果か ら,標 準問題一1(テ ー プ ・ベース)の 他の規模

模の大型機におけ る検討 も,オ ンラインの場 合のメイン ・プロセ ッサにおける処理時間を中心に考

えて もヨず問題はなかろ う。

さて,こ こで標準問題 一1(テ ー プ ・ベース)の 処理条件が変わ った場合の メイン ・プロセ 。サ

の時間特性を分析 してみ る。その結果は,6-8図 に示され る通bで ある。 これに よれば,オ ンラ

インの場合は処理条件 によって有 意 な差 があ らわれるが,オ ンラインの場合はむ しろ入出力制御の

時間が多 くを占めほぼ同一パ ターンをとる といえる。

オンラインの場合の トランザクシ 。ン量 の変化(ア クテ ィビテ ィ ・ファク タの変化)に つい て,

1ト ラ ンザクシ。ン ・レコー ドあたりの メイン ・プロセ ジサ時間がどう変わるか を調 べたのが,6

-9図 で ある。この結果 によれば,ア クテ ィビティ ・ファクタがO.1以 下 になると効率が急速 に下

がることがわかる。6-10図 に よれば,オ ンラインの場 合のパ ターンはほぼ同一であるか ら,こ

の結果は他モデルについて も同 じことがいえ よう。

また,処 理 タイミングの変化 について考えてみ ると,月1回(n=1),月2回(n-2),月

4回(n-4),毎 日(n-25)の 各 ケースvak・け る処理 を総 メイン ・プ ロど ッサ時間の変化 で

示せ ば6-11図 の とお りである。 この場 合の単位処理量 とは月あた りの総 トランザクシ ・ン量 を

1/nに 分割(月 あた りのアクティビテ ィ・ファク タをFaと すれば,単 位処理 でのアクテ ィビテ

ィ ・ファクタはFa/N)し た ときを考える。 この図か ら,ア クテ ィビティ ・ファクタが1に 近い

ほ ど,総 メイン ・プ・セ ッサの時間差は縮 まることが示され る。

レンタル料金(大 型化)の 変化 と処理時間の関係 は,6-12図 に示 した。,

6・5・4標 準 問 題 一1(ラ ン ダ ム ・ ア クセ ス ・べ'一 ス)

6-15図 に,ラ ンダム ・アクセス ・ベースにおける メイン ・プロセ ッサの処理時間 を示す。大

型 化に伴 う処理時間 の変化 はほ とん どみ られず,平 均アクセス時間 に規定され る。一方,メ イン'

プ ・セ ッサ時間はモデルの大型化 に伴 って大巾に短縮される。
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、6-7図 オ ン ラ イ ン の 場 合 と オ フ ラ イ ン の 場 合 の メ イ ン ・.プロ セ ッサ 時 間 構 成
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6-2表 レ ン タ ル 料 金(月)に よ る フ ァ イ ル コ ス ト

ファイル

レンタル/

unit

('ド ル)

容 量/

unit

(Kバ イ ト)

レンタル/

容 量

(セント/イD

制 御機器
レンタル

(ド ル)

unit数(n)と 容 量 コス ト(c)との関係

他性能

ディスク

◎2511

モデル1

◎2514

集団 ディスク

装 置

570

・

ス900

ス250

●

233,408

0.00786 525 525十571×n1ン ト

「C=

↓2

unitの と き

0.01148

4unitの と き

0.00967

0.00558
主 装 置

に 込 み.

725。 ×。 ・㌔(㌘,,)

・ 平 均 アクセス 時 間:75msθc

.車 云送速目麦(max):156Kbyte8/

sec

・平 均 ア ク セス時 間:75m8ec

.転 送速度(max):277K厚 ヒes/もec

・

テ ー プ

◎2401
.

モデル1

-一 一 ー ー ー

モテシレ2

一 ー 一 一}一 ー ー ー ー

モデル3

-一 一 一 一 ー

モデル4

-一 ー ー 一 一

モデル5

-一 ー ー 一 一 .一 一 ー ー

モデル6

355

(注1)

15,480

15,480

15,480

25,400

25,400

-一 ー ー 一 一 一 一 ー ー 一 一

25,400

-一 ー 一 一

25,400

、

'

0.00216

・

650
ぞ

650十555×n1ン ト

rC「548。 ×。

一 一 ー 一 一

650

650

_______________一 ー 一 一 一 一 ー ー 一 一 ー ー ー ー ー ー ー 一 『 ≡

800

・石(セント
バイト)

r__一 一 一 一 ー 一 一 ー 一 一 ー ー ー 一

1

10

一 一

485

785

585

555

835

Ψ

4uni七 の とき

0.00525

8unitの と き

0.00472
-一 一 ー ー ー 一 一 一 一 「

α00315

0.00507

α00165

・読取速度(注2):2025

Kmθ ㎡ec

・読取速度:4050町te砺ec

____一 一 ー ー ー ー ー ー ー 一 一 ー ー 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 『 一 一'

・読取速度:6α75K晒e㎡ec

r800+`85エC二;,)
Ψ

4UDi七 のとき

0.00251

8uni七 のとき
.

0.00208

}___一 ー ー ー ー 一 一

〇.00229

0.00559

800

800
.

25,400×n

・読 取 速 度:50.6晦te吟ec .

___一 一 一 一 ー 一 一 一 一 ー ー 一

・読 取 速 度:61.2K啄te♂ θc

________一 一 ー ー 一 一 ー ー 一 一 一 一 ー ー ー 一 一 ー 一

・読 取 速 度:91.8KGyt6砺 θc

(注1),(注 ・)テ ー プ の 場 合,「24・r・ ・一 ト且 つ1… 嚇 ・a/btockと した ・

(出 所')Auθ ▽bachStandardEDPRθP。rt
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6-8図 標 準 問 題 一1(テ ー プ ・ペ ー ス)の 処 理 条 件 変 化 に 対 す る

メ イ ン ・プ ロセ ッサ 時 間 の 変 化 －IBM560モ デル50vaよ る一

(図 注)標 準 問 題

一 一 ー マ スタニ'レ コー ドのサイズが半分

マス ター・レコー ドのサイズが2倍

一 一 一 一 計算ステップ数 が5倍
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6-9図 標 準 問 題 一1(テ ー プ ・ペ ー ス)オ ン ラ イ ンの 場 合 の

1ト ラン ザ ク シ ョン ・レ コ ー ド あ た り の メ イ ン ・プ ロ セ ッサ 時 間 変 化

一 工BM560モ デル50の 場合・一

〈 マス ター ・ レコーyaIOD,OOOの 場 合 〉

メインプロセッサ時間/ト ランザク シ.ン 量
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6-10図 大 型 化 に 伴 う 標 準 問 題 一1(テ ー ブ ー ペ ー ス)オ ン ラ イ ン

の 場 合 の メ イ ン プ ロ セ ッ サ 時 間 の 変 化

_エBM360シ リー ズAuerbach標 準構成に よる一

●

処

理

時

間

10

雰a
)

、
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6-11図 標 準 問 題 一1(テ ー プ㍉ ペ ー ス)オ ン ラ イ ンの 場 合
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6_12図 標 準 問 題 一1(テ ー プ ・ベ ー ス)オ ン ラ イ ンの 場 合 の

メ イ ン プ ロ セ ッ サ 処 理 時 間 と レ ン タル 料 金 と の 関 係

"IBM560シ リーズによる一
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X全 構成(Au。rbaぷ 標準構成)レ ンタル料金との関係
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6-15図 標 準 問 題 一1(ラ ン ダ ム ・ア ク セス ・ベ ー ス)の

大 型 化 に 伴 う処 理 時 間 、 メイ ンプ ロセ ッサ 時 間 変 化
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トランザクシ 。ン量変化 による特性変化は,す べて比例関係 にある。

6・5・5 標 準 問 題 一1に お け る テー プ ・ ベー ス と

ラ ン ダ ム ・ア ク セ ス ・ベー ス の 比 較

オ ンラインでは ランダム ・アクセス ・ベースをオ フラインではテープ ・'ベースを想定 して話 を進

め る。 エBM560モ デル50の 処理時間についてみれ ば,テ ープ ・ベースでレコー ドがblocked

の 場 合アクティビテ ィ'・ファクタが'O.26～O.50以 上 になるとテープ ・ベースが優位 である。一

方,ア クテ ィビテ ィ ・ファクタがそれ以下では,テ ープ ・ペースは一定値に近づ くだけで,ラ ンダ

ム ・アクセス ・ベースの優位性が示され る。その差異時 間変化 を6-14図 に示す。

ここで,処 理時間 とメイン ・プロセ ッサ時間 とを加味 しての評価 を考える と評価 関数Eは 次の よ

うな式で表 わされ る。

E(af)-Rm×Tm+(n×Rd+Rc)×Td

af

Rm

Tm

n

Rd

Rc

Td

工'BM560モ デ ル50(レ ン タ ル料 金(Rm)

ド数10,000の 場 合 の 評 価 関 数 値 を算 出 して み る 。6-2表 に あ る テ ー プ ・ベ ー ス の240.1

テ ー プ装 置 モ デ ル2(RdT-485ド ル,RcT-650ド ル)と ラ'ン ダ ム ・ア ク セ ス ・ベ ー ス'

の2511デ ィ ス ク装 置2511、 モ デ ル1(RdD-570ド ル,RcD-525ド ル.)と の 性 能

評 価 を し て み よ う。 な お,専 有 デ バ イス ・ユ ニ ッ ト数 を,テ ー プ ・ベ ー ス で は4台CnT-4),

ラ ン ダ ム ・ア ク セ ス ・ベ ー ス で は5台 も し くは2台(nD=30r2)と す る 。 上 記 の 条 件 か ら,

ア ク テ ィ ビテ ィ ・フ ァク タ(af)の 評 価 関 数Eは,6-15図 で 与 え られ る 。

こ の 評 価 関 数 を,両 ベ ー ス を コ ス ト ・パ フ ォ ー マ ン ス 面 か ら比 較 すれ ば,(ラ ン ダ ム ・ア ク セ ス ・

ベ ー ス で は 大 型 化 す る ほ ど,処 理 操 作 の 容 易 性 か ら,デ パ ィ ス ・ユ ニ ッ トを 処 理 目的 に 応 じて 分 離

使 用 す る。 従 って,こ こ で はn==3を も っ て 比 較 す る 。)ア ク テ ィ ビテ ィ ・フ ァ ク ター0・73以

上 の と き,テ ー プ ・ベ ー ス が コス ト ・パ フ ォ ー マ ン ス 面 か ら ラ ン ダ ム ・ア ク セ ス ・ベ ー ス よ り優 位

に あ る と とが わ か る。 この 結 果 は,マ ス タ ー ・レ コ ー ド数 が 変 化 して も 同 様 で あ る 。

ま た,議 論 を 一 般 化 し,両 ベ ー ス の 評 価 関 数 値 の 差 を ε(af)と す れ ば

一一151一

ア ク テ ィ ビ テ ィ ・フ ァ ク タ

メ イ ン ・プ ロ セ ッサ の レ ン タ ル 料 金

メ イ ン ・プ ロ セ ッサ 時 間

処 理 中 に 専 有 す る デ バ イ ス ・ユ ニ ッ ト数

デ バ イ ス の1ユ ニ ッ トの レ ン タ ル 料 金

デ バ イ ス制 御 機 器 の レ ン タ ル 料 金

処 理 時 間

:8,600ド ル)に お・い て マ ス タ ー ・レ コ ー

、



ε(af)-ED(af)-ET(af)

=Rm(TmD-TmT)+(3RdD+R・D)・Td -(4RdT+R,T).TdT

(6,5)

となる。 マスター ・レコー ド数は特性 を変えないので考慮 しない。性能面で変化 しうるのはテープ

装置であるか ら,そ の レンタル料金 の変化 に応 じて,RcT,TdTは

R・T=K1(R'dT)

T(1T=K2(RdT)・T(10'

の よ うに与え られる。IBM360モ デ ル50で 利 用可能 なテープ装置(6-2表 参 照)で 最高性
の シ

能を もつ2401モ デ ル6と 最低性能の2401モ デ ル1に ついて上記結果のベース となったモデ

ル2を 基準 に して検討すれば

2401モ デ ル6の 場合

Ai(RdT)一 一(4RdT+R七 丁)・TdT・

とすれば,

△ ε=(At(RdT)モ デ ル2-(A1(RdT))モ デ ル6

(A1(RdT))モ デ ル2=-2590・TdO

(6,4)

(6,4)式 は モ デ ル2を 基 準 に した も の とす る。K2(RdT)が テ ー プ 読 取 速 度 よ り決 定 さ'れ

る と す れ ば,(実 際 上 は,モ デ ル6の 場 合,1ブ ロ ッ ク あ た リ レ コー ド数 が 同 じ な らば 効 率 が 下 る

の で そ の 調 整 が な さ れ て い る もの とす る。)

(k2(RdT))モ デ ル6・=40.5/91.8==O.445と な る。 した が っ て

(A1(RdT))モ デ ル6=-4140×O.445.Tdo

=_1854●Tdo

△ ε=-756・TdO(TdO:モ デ ル2の 場 合)

・この 結 果 得 られ る,モ デ ル6の 場 合 の 評 価 関 数 は
,6-15図 に 示 さ れ て い る。

240tモ デ ル1の 場 合

同 様 に し て

(k2(RdT)モ デ ル1=40.5/20.25・=2.0

(A1(R(1T)モ デ ル1==1990×2.OTdO

=-5980・TdO

△ ε==1590TdO

以 上 の 結 果 か ら,IBM560モ デ ル50の 場 合,2401モ デ ル6の 使 用 に よ っ て ア ク テ ィ ピ

ア イ'フ ァ ク タ がO・47以 上 な らば テ ー プ㍉ ベ ー ス が コ ス ト ・パ フ ォ ー マ ン ス面 か ら ラ ン ダ ム ・ア

ク セ ス ・ペ ニ ス よ り優 位 で あ る とい え る 。

他 モ デ ル に お い て は,デ ィス ク 処 理 時 間 は ほ ぼ 一 定 で あb,2511モ デ ル1を 使 用 す れ ば,(

・'-152一
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6-14図 標 準 問 題 一1の テ ー プ ・ ベ ー ス と ラ ン ダ ム ・ア ク セ ス.べ_ス

の 処 理 時 間 差(IBM560モ デ ル50の 場 合)

差時間=(テ ープ・ペ ース処理時間)一(ラ ンタ'ム・ア クセス ・ベース処理時間)

100,000

a .f.=1・0

a.f
・=〔r.26

tO,000

a .f.=0.t

1,00・0

100
一12-10 -8-6 -4～20246

差 時 間(分)

100,000の 場 合〉

81012
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6-15図 評 価 関 数E(.af)

一 エBM56qモ デル50の 場合－

E(ド ル ・分)

10,000

1.000

100
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0.1
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6,5)式 か ら

(5RdD十RcD)・Td杜 一一定

といえる。 また,メ イン ・プ ロセ ッサ時間差異 とVン タル料金の積 で与え られ る(6,3)式 のRm

(TmD-T皿T)は ほぼ一定 と考 え られる(次 節:コ ス ト・・1フオーマ ンス参照)か ら,基 準 と

なるアクティビテ ィ ・ファクタ値 だ多少の差異はあっても,上 記の結論は他モデルについて もいえ

るo

したが って,e標 準 問題一1の ような簡単 な構造の ファイル処理(事 務 計算vatoい て は極めて頻

繁 に行なわれる)で は,ア クテ ィビテ ィ・ファク タが大 きければ コス ト ・パフォーマンス面か らテ

ー プ ・ベースが優位 である。ssと一 般的 に結論づけ られ る。 さらに,第4章 での媒体 コス トを考慮す

れば,テ ープ ・ベースの優位性 は高 まる。

標準問題 一1の ような更新 処理 に限 らず,フ ァイル全 レコー ドについての選一処理(ア クテ ィビ

ティ ・ファクター1.O.)の 場 合 について もこの結論は適用で きよう。

しか しなが ら,ア クテ ィビテ ィ ・ファク タの大 きなジ。ブのテープ ・ベースに よるソーティング

処理 を考えた場合,そ の処理速度 から受け るマイナス面 を考慮 しなければ な らないので両ベースの

比較は 目的,用 途 に よって慎重 になされる必要が あろ う。

e

、

●
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6・4
リ

コ ス ト ・ パ フ ォ ー マ ン ス

コ ス ト ・パ フ ォ ー マ ン ス を 次 の よ うに 規 定 す る
。

Km'・ ・=TM×RM,

も し くは

Kc=TM×R

Km,Kc:コ ス ト ・パ フ ォ ー マ ン ス 定 数

TM:単 位 ジ 。 ブ の メ イ ン ・プ ロ セ ッサ 時 間

RM:メ イ ン ・プ ロ セ ッサ の レ ン タ ル 料 金

R:全 構 成 の レ ン タ ル 料 金

前節で検討 した諸処理(単 位 ジ.ブ は個 々に設定す る)の コス ト・パフォーマンス定数 とレンタ

ル料金 との関係 を6-16図(ソ ーテ ィングの場 合),6-17図(テrブ ベースの場 合)
,6-

18図(ラ ンダム ・ベースの場合)に 示す。"

コス ト・パ フォーマンス とレンタル料金 との関係 は処理条件 を変えて もそ のパターンはほぼ一定

で ある。 さらに,前 節で設定 した評価関数値 も,処 理時間分(〔nRd+Rc〕 ×Td)が ほぼ一

定 とみなせるか ら,メ イン ・プロセ ッサの レシタル料金 に対す るパター ンと類似する。そ こで,メ

イン ・プロセ ・サの レンタル料金 に対す るコス ト・パフォーマンスで評価す ると,標 準問題一1で

は大型化に伴 って若干パ フォーマンスは下がるといえる。(6-17図,6-18図)

大 型化 を処理面か ら評価す る場合は マルチプ ・'グラミング機 能に よる効率性 をも考慮す嘩 で あ

る。仮 に,マ ルチプ ログ ラ ミング率(多 重処理率)を 想定すれば・ ジ ・ブ構成条件(処 理構成:処

理 タイプ ・プ ログ ラムの長 さ,デ ー タ量,処 理 タイミング)と コンピュー タ構成条件(メ イン ・プ

ロセ ッサ:サ イクル ・タイ ム,コ ァ容量。1/O装 置:カ ー ド・リーダ性能 ,プ リンタ性能。外部

,記 憶装置:テ ープ装置性能,デ ィスク装置性能)と か ら決定され よう。 しか しなが ら,ジ.ブ 構成

条件 か ら決定することは不可能 に近 く,求 めえ てもパラメ トリックに与え られるだけとなる。そ こ

で コンピュー タの構成条件 を多重処理 の1バ イ トあた りのサイクル ・タイム ・コア容量か ら決定 さ

れ ると考えて もさ しつかえが ないであろ う。一般 に,大 型化に伴 って多重処理 潜在能力は向上す る。

すでに求め られたコス ト・パフォー マンス と合わせ検 討すれば,大 型化 に伴 うパフォーマンス面で

の有意な差は見受け られ ない。複雑 なファイル処理 においても,標 準問題一1の 処理要素の組合わ

せ と考え られ るか ら,上 記結論 は同様 にいえよう。6-6図 に示 される ようにオ ンラインとオフラ

インの場合の メインプロセ ッサの時間の差 は極めて大 きく,ま た,フ ァイル処理 に占める メイン ・

プ ロセ ッサ時間の ウエ イ トがかな り大 きい とい うことか らも,大 型化 に伴 う多重処理潜在能力が う

かがえ る。
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6-16図 ソ ー テ ィ ン グ の コ ス ト ・パ フ オ ー マ ン ス

ー処理時間 ベースー
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6-17図 標 準 問 題 一1(テ ー プ ・ペ ー ス)オ ン ラ イ ン の 場 合 の
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しか し,電 子計算機利用が多様化 し複雑化す る現状において,,そ の利 用機器構成 を決定する評価

方法が あまりにも非科学的である。厳密にパフォーマンス を判定できるように,種 々な形態 の標 準

問題が設定 されその詳細 な結果が入 手できる環境が整 う必要 があろう。

より高度 な処理形態 が進展する過程 では,検 索的 フテイル処理 や情報加工における経営 科学面で

の処理 が増加するといわれている。後者 の処理 は,技 術計算 と同様,入 出力データが少な く,メ イ

ン ・プ・セ ッサ内での計算が主であるといえ る。その特性 を求めるため,逆 行列 の計算について検

討すれば,全 モデル機種について,マ トリックスの大 きさに対す る時間弾性値はほぼ等 しいといえ

る。その状況 を6-19図 に示ず。 また,コ ス ト・パ フォー マンスを前述基準に従 って求 めれば,

大型機 の優位性が立証できる。その状況を6-20図 に示す。

イ
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6・5 総 括

以上電子計算機利用 を処理特性 ・パ フォーマンス面の分析 して きたが,フ ァイル処理中心の考案

では大型機 の規模を決定 す る積極的 な理 由づけはむずか しい。 、

規模 を決定す る他 の指針 として,汎 用アプ リケーシ 。ン ・プログラム開発 の難易性があげ られ る。

しか し第2節 で述べたよ うに;機 器構成 を考える場 合次の ようなことはいえ るであろ う。

(1)大 型機小構成 の場 合は,共 同利 用企業数 が少 ないか ら,処 理 の統合化,標 準化が比較的容易

である。一方,コ ア容量が少ないので プログラム構成に相当 の工夫が必要である。

(2)大 型機大構成 の場 合は,企 業数が多いので標準化が難 しい反面,コ ア容量が大 きいためプtI

グ ラム構成が容易である。

同一業種 か らなる共 同利用 を考えた場合,企 業数の制約は少 な くなるので汎用アプ リクーシ ・ン・

プ占グラムを完備 した大規模構成が有利 であろ う。

'また
,技 術計算の ウエイ トが高 まれば,同 じく大規模構成が有利 となろ う。

テー プ ・ベース処理 の優位性 は,今 章において も明 らかにされた。 ここにテープ ・ベースとラン

ダム ・アクセス ・ベース とを備えた最低規模の構成 をAuerbach標 準 構成 か ら選ぶ と,レ ンタル

料金は 、

工BM560

モデ ル50420万 円

モデル40469万 円

モデル50660万 円

となる。 この事例 と6-2図 の基準 を参考にすれば,平 均規模中堅 企業 をベースに して約20社 前

後 の共同利用が可能 となる。
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7.共 同利 用 の現状 と課題

7・1 共 同 利 用 の 現 状

7・1・1共 同 利 用 の 概 況

大企業 におけるコンピュータ利用 の進展は今や中堅以 下の企業 に,情 報化 における二重構造 とも

い うべ き情報格差の危機意識 を植えつけ るに至 ってい る。事実,こ こ数 年,中 堅以下の企業におけ

るコンピュータへの関心 は急速に高まっている。 ちなみに,前 述 の中小企業庁の 「中小企業電子計'

算機利用調査結果」(昭 和44年8月 現在)に よれ ば,調 査回答企業中,76.6%ま でが既に利 用

中もし くは利用計画中である。 とくに富士通 の小型機FACOM230-10が 中堅企業以下 でか

な り活用 されている事実は,中 堅企業以下で もコンピ ュータめ必要性 を高 く認識 している現われで

あるとい.えよう。
　　

コンピュータ利用 には,(1)自 社 所有,(2)計 算 センター利 用,(5)共 同 センター利用の5形 態が考え

られ るが,そ の運用管理が満足 ゆ く状態 に維持 できるな らば,大 型機を共同利用す る共同 センター

が コス ト的 にも,処 理能力の うえか らも,そ して潜在利潤の追求 の うえか らも,最 も有利 とされ て

いる。 しか しなが ら,共 同利用は,セ ンター設立 の時期,共 有者 との利害関係,環 境条件,内 部条

件等の諸問題があ って,そ の運営 には幾 多の困難がある。一般 陥 コイピュー タ処理関連 の出費は,

売 上高のO.5%前 後が限度 とされ てお り,自 社所有で きない企業 は,共 同利用 もしくは計算セ ンタ

ー利用 を計画 している。 また,小 型機 を自社で所有する能力 を持 つ企業で も,計 算センター利 用 と

い うステ 。プを踏ん でか ら電算機導入 を行 なっている ところが多い。

さて,こ こに中堅企業 における共同利用 センターへの方 向づけ を考 えてみると,中 堅企業では共

同利用の実現が諸条件 に より困難な ことか ら,現 実的な方向 と して,計 算 センター利用 を選ぶ傾向

が ある。

共同利用 の形態 として,全 く異業種,異 目的のさまざまな企業 か ら構成される場合 を考 える とき,

'

使 用機器 の構成,使 用時間,要 員,設 備,管 理,採 算性等 多 くの利害関係 を生 む要素 が存在す る。

よって,現 段階 では この種 の共 同利 用はほ とん ど見受け られ ない。

一方,資 金的 も しくは取引上で関連 のある企業群に よる共同利用は,設 立時におけ る制 約をある

程度 まで解 くことがで き,利 害関係 も一致することが多いの で,大 企業 を中心 としてその例はかな

り見 られ る。 しか し,そ の場合,(t)各 企業 に主 となるコンピュータがあって,共 同利 用は特定業務

だけ とい う形態,(2)資 本 系列企業間で,中 心 となる親会社の附属作業 とい う色彩の強い封鎖的な形

態が多 い。 これ らは特殊 な形態 であるが,こ の例 を除 くと,中 堅以下の企業における共同利用は,
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極 めて少ない といえる。 しか し最近の傾向 と して,自 企業の コンピュー タ化が一段落 し,さ らにシ

ステムの変革,拡 張へ と進む大企業 において,取 引先(購 売先,販 売先)の 合理化,情 報交換 の円

滑化を 目的 として,共 同化 を計る気運にある。その一環 として,中 小取引先間の共同利用化がかな

りすすむ もの とみ られ る。それ も,大 企業の大巾な資金的,人 員的援助がなければ,小 型機の 自社

導入,ま たは計算 センター利用 とい う現状 の傾向は変 わ らないであろう。

7・1・2現 状 に お け る 問 題 点

中小企業 による共同利用 についての問題 点 を,(a)設 立 面,(b)開 発 面,(c)運 営面 か らとらえてみる。

(a)設 立 面 か らみ た 問題 点

現状 において設立 の母胎 となるのは主 に協同組合,同 業組合等の組織 である。その場合の共同利

用は,バ ッチ処理 のセンター構想が 多い ため,比 較的狭 い地区内での企業集団 において共 同利用 セ

ンターは発意 されている。 この ように,中 堅以下 の企業が参加す る共同利用 センターにおいて もそ

の設立 は,地 域性を主体に考え られ るべきで あろ う。 しか し,中 堅企業 は大企業的独立性が強 く,

組 合等への依存度は低 くさ らに親企業 お よび下請企業 との複雑な関係 を考えれば,周 囲環境に対す

る制約条件はか なり多い。

また,資 金的制約 も共同利用 における大 きな要素で ある。採算性 もさることなが ら,少 な くとも

1年 とみ られる共同利用の具体的準備期 間の資金,経 費の負担が比較的大 きな圧迫要因 となる ごと

も考慮 しなければな らない。 これ ら各 企業 の負担額について も利害 の対立す るところである。

さ らに大 きな問題 は,オ ル ガナイザー(設 立母 胎)の 指導力 ・統率力である。 オルガナ イザーの

役割は,上 記資金上の配慮のほかに

(1)各 企業 の意識におい て阻害要因 となる不安感(自 社所有で ない不 自由さ,機 密不安,競 争意

識 など)の 解消

(2)各 企業 の コンピュータ化への思或の調整

(5)要 員 の確保

(4)要 員 の教育

(5)コ ン ピュータ ・メー カとの折 衝 、

が主 なもので ある。現状 におけ る共 同利用では,特 に(1),(2)に あげた項 目の検討が十分なされない

ままに共同利用 センターの役立 を急 ぎ,お 互いの利害関係 を納得 しえ ないで機器 の導入を図 るため,

実 際の仕事 をコンピュー タ処理す るに至 って百家争鳴 の観を呈 して問題を起す ケースが多い。

ち
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4))開 発 面 か らみ た 問 題 点

中堅以下の企業の共同利用で最大 の問題 となるのは,ア プ リケーシ ・ン ・プ・グラムの開発 であ

る。共 同利用各社の アプ リケーシ 。ン ・プ・グラムを完備す ることは,情 報処理 の効率化 をはかる

意味で重要 な問題である。 また,汎 用化 を指向す る際には,各 企業の処理 の標準化 が強 く要請 され

る。 これ らの2点 を考慮 した場合 の重要 な要素 を列挙すれば,:

(1)デ ー タ ・コー ドの標 準化

(2)伝 票 の統 一化

(3)デ ー タ ・ギ ャザ リング ・サイクルの整理

(4)デ ー タ処理 の統合化

(5)例 外処理 の取 扱 い

(6)フZイ ルの供用化

などである。

しか し,中 堅以下の企業 では処理形態が複雑かつ取引先の条件 に左右されやすい ことか ら,ま す

ますそ の標準化 を困難に してい る。

この ような制約か らも,同 一業種 による共同利用化 の比較的多 いことが理解で きる。また,共 同

利用 は定形化 された事務処理 を行 な う商業部門に多 く,物 の流れ の複雑 な製造部門での共 同利 用はヂ

かな り難 しい といえ る。

同一業種 の共同利 用において も,ア プ リケーシ 。ン ・ブ・グ ラム開発を困難にする要因がある。

すなわ ち,

(1)企 業 規模格差:コ ンピュータ化 を可能にす る業務範囲 の差異。

(2)業 態 差異:商 業関係 では,た とえば,現 金問屋形態,百 貨店形態,地 方向問 屋形態 など

の差異。製造業では,純 然た る工場形態(原 価計算 を指向),商 社 的性格 を

有する もの(売 掛管理を指向)な どの差異。

そ こで,中 堅以下 の企業 での電子計算機共同利用では,極 めて類似の業種 業態の企業構成 に よ

らねばならない とい う制約が,と くにアプ リケーシ ョン ・プ ログラム開発の面か らいえ る。

(c)運 営 面 か らみ た 問 題 点

中堅以下 の企業が活用する共同利 用センターにおいて,セ ンター機能 をどの範囲 まで確保す るか

が大 きな問題 となる。 すなわち,段 階的 に,

(1)コ ン ピュー タとオペ レー タを置 き,他 の機能 は外部の力に頼 る。

(2)(t)に 加 えて,キ イ ・パンチ ャーを置 く。

(5)(2)に 加 え て,SE,プ ロ グラマーを置 く。

以上の3項 目をながめてみ ると,企 業側のニーズに応 じてシステ ムの展 開をはか るために⑤段階が
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望 ま しいが,個 々企業の負担が大 き く採算面で問題が残 されてい る。

7・1・5共 同 セ ン タ ー の 利 用 例

中堅企業 に よる大型機 の共同利用の例は,現 在,極 めて少 ない。 しか も,そ の多 くは取引系列 ,'

資 本 系列の もとに大企業(大 コンピュー タ ・ユー ザ)お よびコンピュー タ ・メー カの援助 のもとに

行なわれている。 ここに処理形態で特 色 を持 つ 日産宝会(日 産系協力会社 で構成)EDPセ ンター

の場 合を例 に検討 してみる。

日産宝会EDPセ ンターは,日 産系列下請業者約70社 に よる共 同利用 セ7タ ーである。センタ

ーには大型機(HエTAC840
、0)と 小 型機(HエTAC8210)と が 設置 され,テ ・一・一プ ・ベ

ー スで処理が行 なわれてい る
。利用企業 中約20社 が 同様の小型機 を自社所有 してい る。適用業務

はほぼ全 分野のオペ レーシ 。ナルな処理 をカバー してい る。在庫管理,日 程 計画,進 捗管理 などの

日常業務 の共通管理を行な ってい る。 また,必 要に応 じて,小 型機 自社所有企業が独 自に処理で き

る体制 に もなっている。

適用業務に対 してアプリケーシ 。ン ・プログラムの汎用化 がなされてお り,パ ラメー タをセ ット

.す る ことに より処理の選択が可能である。 また,新 規参 加企業 に対 しては マスターが自動 的に完備

される。

最 も特 徴的 なととは,テ ー プ ・ベースの汎用 ファイル処理システ ムを開発 し活用 している点であ

る。 このシステ ムは,処 理機能別 のモジ ュールをパラメータ ・セ 。トにより選択 で きるよ うプログ

ラムを構築 している。 この方法 は第5章 で示 した レポー ト・ジ ェネレー タ形式のア プローチによる

もので ある。

;

喝
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7・2中 堅 企 業vak－ け る大 型 機 共 同 利 用 の 課 題

中堅企業が電子計算機利用を行 う場合の採算k－ スは,そ の規模から考えると単独利用では,小

型機が適 しているといえる。そ してその中のほんの1部 の特殊事情の会社,好 採算の会社が中型機

導入を可能にしている。 しか し中堅企業数社が集 って大型機を共同利用することは採算的にも処理

能力のうえでもその効果は大 きいといわれている。この大型機による共同利用をはかるためには,

環境的制約が大きく作用する。そこに提出される主要な課題は,オ ルガナイザーとソフ トウェア両

面の確立である。

`
恥

‥

/(a)オ ル ガナ イザ ーの 確 立

中堅企業は,一 般に,中 小企業的性格と大企業的性格との混在した性格を持 っている。

中小企業は多分に法的保護のもとにあるのに対して,大 企業的扱いを受け,反 面,経 営面 ・営業

面において中小企業的性格の延長上にあると考え られる。中堅以下の企業が共同センター利用の組

織化 を考えた場合に次の点で制約があろう。

前節で述べた,地 域 レベルでの組織化がはかられている例が少ない。工業団地などの面での組織
ノ

化はすすんでいるが,そ の場合,本 社機構が他地域にある工場が多い。これ ら両面か ら考えてみて

も,共 同利用センター設立に対して多くの問題点を残す。'

一方,す でにコンピュータの単独利用 している企業に参加させることは困難な点が多い。といっ

て,中 堅企業が自ら共同利用を発意 し実施 してゆくことは非常に困難な問題が山積 している。資本

系列,取 引系列に属さない企業にっいては,オ ルガナイザーとなるべき第三者機関の呼びかけが是

非とも必要となろう。

・㌣'1

・意 ・

{b)ソ フ トウエ ア の確 立

先 に,共 同利用においては ソフ トウェア面で

(1)ア プ リケーシ 。ン ・プログ ラムの汎用化。

(2)レ ポー ト・ジ ェネレー タ的 な汎用 ファイル処理 システムの確立。

が必要で あることを述べた。 この2点 は,共 同利 用センター運営 面での,効 率化 に非常に重要 な要

素で ある。 とくに(2)の機 能では,利 用企業が簡単 に独 自のプログラムを作成 で きるため プログラマ

の負担が相当軽減され ることになる。

しか しなが ら,こ れ らソフ トウェアの開発 の初期経費面,能 力面での負担は大 き く,共 同利用 を

阻害す る主要因 となってい る。共 同利 用のための環境整備 とい う長期的な観点 に立 てば,共 同利 用

センター を組織 し,あ わせてそれ らの汎用的 なアプ リケーシ.ン ・プログ ラムの開発 を共同で行 な

うことは,経 費負担 を軽減 させ,情 報処理技術 の向上 と企業の進展のために大 き く貢献す ることに

な ろ う。
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